


アスベストf原則禁止JlO月1日実施！！
中皮腫・アスベスト疾患・患者と家族の会設立

2.7（主）14:00・
石綿対賃金国連絡会議
第17回総会

2004年2月7日（土）午後2時～3時半参加無料
終了後「患者と家族の会J設立総会・懇親会の予定
早稲田奉仕園・日本キリスト教会館6階7ABC会議室
（早稲田駅徒歩5分、高田馬場駅徒歩12分）

東京都新宿区西早稲田2-3・1TEL (03) 3205・5413

石tli＼のFlil際表示

石総ii対策全国辿絡会議は、上記のとおり、2)-1711（土）午後に、第17回総会をIH4Hliいたします。
日本のアスベスト問削にとって画期的な年を迎えることになりました。日本におけるアスベスト含有製i'1111

の製造・愉入・譲渡・提供・使用を「原l[IJ然11二Jする、改正労働安全術生法（2003作10月161二l公布）が、い
よいよ2004年10月1日から施行されるのです。これは、私たちの16イ，三川に及ぶ不断の努力の成果です。

皆機から干！？せられてきたl匪かいご文援・ご協力に、あらためて心から感謝＇＂し｜ニげます。

しかし、これによって問題が解決したわけで怯ないことを銘記する必要があります。①－1尚早く「原Jiil
禁止Jを文アどおりの「全而禁止Jに先泌させていかなければなりません。また②すでに私たちのまわり

の~V-Ji'.に大lt（に使われてしまっている既存アスベストの把程、 11'.f!H、改修、解体、除去、出来符の全てを

通じた首J芭一見した対策、③今後ますます明大することが倣；尖なアスベスト他出被告対箆、を二本位とし

た総合的・依本的な対策の確立が急務です。さらに、＠世界規肢でのアスベスト渋止を降尖なものにして

いく必要があることは·；；うまでもありません。最もill~：な市場として残されているアジアの一角で「原則J然

1Jこが実現することのなl沫は大きく、また、私たちが来たすべき役；lf1Jも大きいと思われます。

私たちは、2003年2H81Iの第161而l総会の機会に、ささやかながら全国のアスベスト被災者とその家族

の代表が初めて顔を代わせる「集い」を持つことができました。今問、第17回総会後に引き続き、「i:iユ皮）Jin.
アスベスト波止1・j心者と家般の会（仮事J;)Jの設立総会および館jlji.な恕脱会をIJ制限することが予定されてい
ます。ぜひ、それらの集まりにもご参JJIIいただくようお願いする次mです。
また、2004{1ミ11月19・21Flには、早稲田大学問際会議場において、「2004{r世界アスベスト点京会議

(GAC2004)Jを開催する準備が進められています。この会議には、世界作liiiからアスベスト被災者とそ
の家政、労働者、市氏、綿々な分貯の •,If門家、行政｜比l係者等、様々な立場の人々が一堂に会して、 ｜五｜際

的・学際的な基礎のうえに経験やM新の知識をJl.;,{fし、共通の解決策を探る、 11lij則的な試みで、す。私た
ちは、この世界会議の成功に向けて、令力を尽くすことを陥認しています。

第171••1総会では、私たちの成果と到述

.(J..をぽi；認するとともに、新たな状況のもと

での取り組みの課題を雌i認したし止思い

ます。どなたでも参加lできます（参加燃

料）。ふるってご、参加下さい。

石綿対策全国連絡会議
干136-0071』右京都kl：点区f色戸7-10-1Zビル5附

全戸11／全センターl人l
TEL (03) 3636-3882/ FAX (03) 3636-3881 
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労$ iホットライン

フリ_タイヤルを常設化 
全题からいつでも無料相談0K
労災職業病なも無料電話相談

川本浩之
神奈川労災職業病センター■全国安全センターホットライン担当

1|はじめに
2003年のホットラインは、11月20-21日に、全国18 

か所で実施され相談件数は計121件であった。地 
域ごとの件数は以下のとおりだが、フリーダイヤル 
(0120-631202)が常設化されたため、以後も継続し 
て相談が寄せられている。東京5件、八王子〇件、 
神奈川2件、新潟14件、名古屋15件、京都13件、 
大阪12件、兵庫5件、尼崎8件、広島18件、愛媛1 
件、松山〇件、徳島6件、高知6件、大分2件、宮崎 
〇件、熊本〇件、鹿児島14件。
今回、東京、神奈川は、あまり相談が寄せられな 

かった。全国紙に小さく載る程度では、「労災職業病」 
というだけでは、あまりインパクトがないのであろう。 
その点、同じ都市部でも、関西では、京都新聞が取 
り上げた関係で、京都の相談件数は比較的多く、大 
阪も担当区域である鳥取からの相談が複数あった 
のも、地元の日本海新聞に取り上げられたからの 
ようだ。徳島や高知も地元紙に取り上げられ、人口 
比で考えると、大変多くの相談が寄せられたと思う。 
テレビで報道された名古屋、広島、鹿児島でも多くの 
相談が寄せられた。別日程でチラシで宣伝された尼 
崎の相談件数が多いのも、まさに地力のあらわれ

と思う。いずれにせよ、ホットラインがマスコミ頼みな 
のは、一定仕方のないことです。

ただ、報道されれば多くの相談が寄せられるとい 
うことは、本当に必要な人に必要な情報が、届いて 
いないことの証しだと言える。今後ともマスコミ対策 
についても、連携、工夫を図って、実施したい。

2|相談内容
各地に寄せられた相談を紹介する(地域、対応• 

回答は省略)〇プライバシーの関係上若干改変して 
いることもあることは了承されたい。
•急な転勤で、とりあえず会社の配慮で新営業所近 

くのホテルから通勤していたが、週末に自宅に戻 
る途中に事故にあう。労災にならないか。

•公園などの清掃作業中に脳出血で倒れた。労災 
にならないか。

•夫の会社の業績が厳しく、賃金カット、サービス残 
業が続き、疲労がたまっているようだ。どうすれば 
よいか。

•警備員をしている息子が帰宅途中に交通事故に 
あう。会社が療養補償は申請してくれたようだが、 
休業補償の手続きをしてくれない。

•娘が1年くらいうつ症状。今年の春から休職して
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いる。

息下が 10月に火綜し、数 H後に車の '1'で自殺し
ているのが発見された。係長になって、相～大定

そうだつたので、過労が原因ではないか。

・かなり以前に腰痛になったが労災にならないか0

.10数年前に事故で大やけどを負う。後遺出で苫

しいし、近所の人の同が冷たい。

労災で通院費は山ないのか。勤務 '1'の交通事故
は労災にならないのか。

・銀行員の起、千が転勤後、精仲病院に入院。会社

に責任はないか。

・娘がストレスのために同社できなくなった。労災で

はないか。

タクシー運転子の )d)¥,勤務'I'I: , L . 、筋梗塞で死

亡。会社は葬祭料は刑したカL労災ではないか。

.2 0代の女'VI今で、介護の仕事をしているが股焔に

なって休業。椎間板症だが仕事が原閃とも考えら

れると医師に言われた。労災になるか0

・2年前に昇進したが、会社の赤字、トラブル、浅うた

が重なり、 「うつ」に。

・夫が荷物の運搬作業中に事政にあい、全治半

年のλけが。会社が労災にしてく才 lない。

・労災なのに、 部医療費が山ないが、なぜか0

.夫が中間管開職で、残業、休日間勤が多い。不

~l( 、死ねたらいいなどとL 山、医師からは「うつ病」

と診断された。それでも山勤しているカえ大丈よか0

._L場の騒音が原凶で耳鳴り、ストレスでイ|事中に

倒れた。I'k削は仕事が原因の可能'1'1を言うが、

会社は認めない。

.2 0 0 3年2月の事故で、労災申請'1'だが、まだ決定

が 'rりない。

-鉱山で働き、じん肺の合併痕で休業補償ををうっ

ている。年金になるか、遺族年金はどうなるか。

.重畳物取り扱い作業で腰を痛める。治僚しながう

続けてきたが、 pq'liが軒作業に変わるように診

断書も山したのに、会社は無視。結局休業を余

儀なくされ、退職を強いられた。

・指のけがで労災になったが、爪をつけるのは先

のことらしいが、 一定期間が空いた後の治療も労

災が卜りるか。

-親戚が海外勤務中に大けがをして集中治療室に

いる。よくても車崎子生活といわれている。海外

の治綬費や個室代などは、労災からどの程度補

償されるのか。

• J::が鋼材の運搬作業 '1'に労災先。会社の対応

が信じられない。

.1ょ チドの指の1'' 1 ' :我、手術を21門|して 6か月山休んだ

が、会社は「労基署と相談して 2か月し;村本業補

償の請求はしな, lJと言う。また、今年も千指の切

断の1子我に関する休業補償の手続きをしてくれ

ない。

• 6年前、リ7HこJ支まれてけが。再発で請求したが、

再審査請求も棄却された。病院へ今も通ってい

るので裁判をしたい。

・白衛隊 Hだ、ったが病気で退職。障害年金の千続

きで、書績を書いてくれる人がいない。

労災職業病なんでも無料電話相談専用
フリーダイヤル常設化

~Þ;I 安全センターのネットワークでは、 2003 年度の全|玉ト斉「労災職業病f以ノでも無料電話相談」

を、 11月 20- 21t!の 28聞、上記0)'111話蒋号 (0120 -6312 02)で受け付け、同期尚1以降も同じ世話番号 

で市時相談を受け付けます。 2日間の全国 首相談には 18間休が対応し、それ以降は、常時対応が

可能な地域センターが分担して、全同をカバーすることになります。フリーダイヤルす古設化による桐談

機能の充実にご期待ください。
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|労災職業病～トライン E

.21 日凶作に機械修理中に挟まれて、足を1'子我。ヨJI立
年3月退職。労災請求をしたい。

.cn機のトで｛I:事をしていたら左眼を負傷し障害

が伐った。重機の会社に加害賠償をさせたい。

.車で営業の仕事。業務災当とも思うが、労災には

したくないが、どんな補償があるか。

・駐車場でパート労働者として勤務中に卓が飛び

山してきで、転倒。先円退職してしまったが、労災

の千続きはできるか。

・パートで台庫民員。腕J¥ i '今に登ったら、壊れていて

転落し負傷。会社に退職強要されて、退職願を書

いた。 1か月しか働いていないし、会社とモめたく

はない。

捻挫。労災認定され、接骨|涜で治療をしているカえ

ドラッグストアで別の薬を買いたい。労災は適用

されるか。

.tJ 撲で治療費は労災認定された。休業補償はど

うすればよいか。

.1、年 12月、重量物を持った際に、脊析を負傷しで

労災受給'1' 。幾つか病院を変オコったが、不親切。

なかなか治らず、気が滅入っている0

.中古卓販売。方膝半月板JH傷。労災認定されず、

2 0 0 0年に再審金請求したが、何もいってこない。

.労災補償制度とはどんなものか。保険料は誰が

払うのか。どんな樋績の補償があるか。

調理師だったが、 9月にリストラ解雇。子の痛みが

あり、健鞘炎と胃われた。労災請求はできるか。

.1 998 年に肢の骨を折った。 2年ほどで痕状凶定

とされたが、いまだに通院して主点、納得できない。

労働某準抗督岩にも行ったが臥Uだと言われた0

• 30 年 IUJ鋳造悶係の仕事をして、じん肺になって労

災給付を受けているが、 1 0 ) j円くらいしかもらえ

ず、悔しい。会社も白分が退職したらつぶれた。

.米犀に勤めて42+。ドl咋年「両膝変形悶節指」で労

災認定されたが、 1年で打ち切り。仕事に復帰した

が、やはり処理で再発巾話中。

-トラ、ソケの運転中にパスに追突される。会社は当

初労災にすると百っていたカえ肉賠責に請求して

くれと再われた。肝f督署も同じ事を青う。

・通勤途|でパイケ|司寸ての事故で、当H病院では

見常ないと言われたが、 か月後くらいから頭痛

とutき気に背しむ。自賠責を使っているが、過失

が五分五分と相子に員われている。生活が不安0

・ベルトコンベアの作業中に同僚のミスでけが。社

長も労災にしてくれない。度重なるミスなのに、具

休的改善がない。

• 15年前の転経事政で、足に障害が主る。労災に

はなったが、今から補償法ボしたい。

.2 0代の娘の会社は、健炭診断もないし、イl給休

暇もない。息子はサービス残業させられる。

.2 0代の女刊だが、スーパーで週に 21門|くらい、夜

の !C時半ごろまで 人で後片付けをすることがあ

り、不安だ。

-牧場で働いているが、 1'の下敷きになって足の

骨を骨折した。

-電気L事中に感電事故で党中州京宣に入院。労

災認定されているが、 ill院後に解雇された。現在

も療養 '1' 。損告賠償請求したい。

-息子が上L葺師として個人事業主の卜で働いてい

るが、社会保険・労災保険をかけていないようだ。

個人で人れる制度はないか。

-ヰヰ枠大Lとして真夏の就労中に脳内, ' 1 " ,血で倒れ、

後遺痛が伐った。他の人も熱くて倒れたようだ。労

災にならないか0

.事業主だが特別加入で労災休業中。イ|事がない

ので従業員への補償制度はないか。

-入社後ま毛ない事故で、クビ均め下がマヒする大

けがをして入院中。休業補償は大丈夫か。

・息チがエタノールなどでめまい、てんかん発作を

才三こして治療'1' 。専川家に相談したい。

.1 0月卜旬に労災事政にあった。休業桁償につい

て知りたい。

-公立病院の看護師だが、患者から暴力を振るわ

れて鼓膜が破れた。時間がかかったが公務災害

になった。一部自費になっているのが疑問。

-自動車部品会干十で弾発性の油がJ J ; t閃と恩オ二れる

のどの痛み、せきに悩まされる。

.労働基準監督署の労災調奇書煩は見ることA γ E
きないだろうか。

-遺跡発腕のアルバイトで頭部外傷の事故にあう。

降需等級 14級と認定されたが、運動陣需などが

残り、不服審金請求 '1'。
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-運送業で無理なスケジュールのために事故を起

こしてしまう。現在も療養 '1'だが、会社は退職す

れば白動車事故の保険金を払ってやる、 JI(I 、言電

話などのいやがらせを受けている。

・ボイラ 関係の会社で、労災事故にあい、障当

等級9級の後遺起が残った。嘱託で非組台 Hな

ので、|積見舞金がもらえない。制下害賠償請求

できるか。

• 11事中に追突事故にあったが、会社は労災にし

たくないとして、傷病手当金プラス自動卓保険で 8

7刊l休業補償すると吾われたo

-親戚がじん肺と言われたが、お金がなくてあまり

病院に行っていないようだ。

I:が製紙工場で労災化。労災は適用されたが会

社の対応が不満だ。

・居、千が介護施設で働くようになったが、 241時|山勤

務が連続している。休が心配だ0

・し尿収集作業中に腰痛になったが、労災が認め

られなかった。

大工で慢性の腰痛。特別加入していない、病院

にも行っていない。労災にならないか 0

.じん丹市で在宅椴素療法をしている。階素吸入の器

具を労災申請 '1'0
・機械消 J>J Iこ｛史う有機溶剤が原凶で頭痛か1こどく

退職。労災中請したが認められなかった。詳しい

医師を紹介してほしい。

・はつJ36年で吃キやたんがとどく治娠中。労災に

ならないか。

・ ó8i,~の火性で、アスベストを倣った門出動引なし、が、

悪性胸膜中皮脂で治療中。医師の治療に納得

できない。

大工で帰宅後ろれつが回らなり、日断言明町*jWと診断

され手術するが、後遺症が残る。会社カらも解雇

される。阪療ミスも疑われる。

.［':j営業者で現場で倒れる。労災保険に加入して

いないが今からでは処理か。

-鉄恨で親指をつぶす。降下守何級か。

労災申請'1'に別の交通事故で休業を余儀なくさ

れ、桁償のととでもめている。

-鉱山で 17+ド働き、じん肺と言われているが、手続

を教えてほしい。

' 1 0年以|重量物を扱う仕事をしていて、「右ひざ

閣節水腫」と診断されたが、労災になるか。

.鉄鋼現場で粉じん作業をしていたが、「肋膜炎 J?
と言われた。

-解離性動脈悩と昌われたが、過労が原岡ではな

いか。

-交通事故で治療中だが、布状回定して健保で治

療するように言われている。退職したが労災申請

できるか。

-縫製作業をしてきた: i Jl,［肺胞蛋白町.1疫不全」と言

われた。

-労災事政にあったが、労働法準転督者の対応が

ひどい。

-造船で働いてきたが、 1［附腺維症」と昌われた。

.公通事故で治っていな, l(7) 1こ厄状同定にされた0

.1時|自l外労働が多い。

-重量物を取り倣う仕事で、頚椎症と言われた。

.通三族が本社をリストラされて、阿|玉|の子会社に転

勤させられて、うつになった。

・「カカン症候群げになった。

.建設労働斉で腰痛になった0

.住設労働者で脳内出血に。

-鉄工所で働いているカえ変形性関節症になったo

・今年同校を卒業し、就職した息子が、自殺した。

炎大下の作業引時 IUJ外労働、出燥など激務によ

り、性格が一転した。事業主の管理責任を聞いた

し迎。

-夫が決算のため伐業中に脳硬塞で倒れて死亡。

会牡は労働基準監官署が難いと昌ったとして、

千続してくれない。サーヒ、ス残業も多かった。

• 10+ド前にC型肝炎で公務災需認定された。最近

十Jち切りとなったが、再発の可能性もちると三わ

れているが、どうすればよいか0

.交通労働災需で 2+ド|山まど治療してきたが、今年

の夏に症状固定となったo 陪自等級6追及と［2;:師に

は言われたが、労働尾市恥督署からは｛ロIも言っ

てこない。

・運送業の運転子のよは毎円 16時間以上働いて

いる。波れていてやせてきた上に低賃金だ。なん

とかならないか。

-炭鉱で働いたことがま川、じん!附申請したが、労災
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|労災職業病～トライン E

認定されず、ノト服中しなてをしている。肺がんに

もなった。

• 1S 年前にうつ病になったが、今も治らない。労災

中請と会社に制需賠償請求したい。

保育同に勤めていた娘が肉律神経失調症で治療

中、退職を余儀なくされた。労災にならないか。

' S月に製造現場でケガをして労災請求したが、「変

形関節症」という病名のためか、いまだに決定さ

れず、休業補償がもらえていない。会社や労働

基準監督署に催促するがだめ。

昨年 11けに職場でぎつくり腰になり、 i且|涜治療し

てきた。椎間板ヘルニアと診断される。会社は凶

果関係がはっきりしないというが、労災中請でき

ないか。

・束).j~に件む 30 代の親戚が長距離トラ、ソクの運転

手をしていたが、勤務中に脳出血で倒れて死亡

した。過重な労働が原岡ではないかと思うが、労

災にならないか。

.管理臓だった親族が、栄官、後労働時I~Jも増える

1' 'で、うつ病になり、 R殺してしまった。会干十との

関係は悪くなかったようなので、労災巾請は気が

引けるが、どうすればよいか。

運送業の運転子をしていたが、トラックから転落

して労災治娠中。症状同定後の生活が不安。通

院費は出ないのか。

-建築関係州士事をしていた知人が仕事1' 'の事故
で死亡したが、労災が不支給になった。

-夫が佳設現場で車工、夜事故に会い入院治療中。社

長は労災の子続きをしないで、完治していないの

に、早く｛I事に問て来いという。

-現在労災治療中で、 12月に退版予定だが、その

後労災保険は適用されるか。

・スーパーの惣菜J百出をしているときに、偽げ物を

揚げている油に手をつっこんでしまい、やけどを

負う。羽在も通院治療  1''。

-職場でいろいろ嫌がらせをされた。

' 3年半前の事故で労災中請したが、だめだった。

.振動障告で労災申請したが不支J給とがコ、現在審

査請求中。

|木て事で振動一仁具を使 JIJしてきた。振動病の

検査を受けたい。

まとめ

相変わらず典型的な労災隠しが後を絶たない。

労災になっても、現状や将米の補償について、労

働長;宇野d督岩や会社がきちんと説明していなしL死

亡災需ですら、遺族にきちんと対応できていない会

社があξのは驚きである。また、災当性腰痛や交通

事故のように、手続をきちんと進めれば何ら問題が

ないようなものも、会社がきちλと対応しない例も多

い。症状固定をめくる問題も相変わらずである。

祈しい相談事例としては、 - ' 1 '斗まり粘神疾1: L ¥の増加 

で変ろう。まだまだ業務|認定事例が蓄積されてい

ないし、業務上の事案もあまり公表されることがない

ので、経験の共有化が岡難である(とくに本人が治

療中の場合)。少なくとも我々に相談するということ

は、本人や家族が仕事がICt閃だと確信されている

わけで、士Jk;は懇切T市に進めるしかない

今後は、全体の対応レベルのアッフ。が大きな課

E重であり、さらに充実した相談態勢を整えるために、

以下のとおり、いくつかの課題に取り組みたい。

まず、「事例検討・学習会」を開催する下定で反る。

例えば、時効やじん!附江仕組みは、かなり複雑な上

に、地方によって対比、が異なることもノタなくない。な

によりもケースに則して学宵すξのが最も効果的だ

と恩われる。

また、他の地域で事政をしたとか、転勤後にうつ

になったというようなケースは、『広域対応』が必必

となる。センター問、あるいは労働問休・医療機閣な

どとのさらなる連携を凶りたい。労災職業病相談は、

経験が物を言う。しかし、専従者にのみノウハウが

蓄積されるようでは、運動の広がりはあり得ない。

そ乙で、一般に市E反されているような制度の解説

書ではない、 ～1目自主対応マニュアル』つeくりを進めてい

る。

常設されたフリーダイヤルの今後についても、地

域センターのない自治体の行政窓Hに聞いてもら

えるような『リーフレ、ソ卜』の作成を予定している。

読者のみなさんからもその他ご亘、見、積械的な

ご提案をお願いしたい。 国
6 安全セノタ情報2 0 04 年 1.2月号



特集①/三池炭じん爆発40周年

三池の教訓をアジアに活かす 中韓代表招き醐シンポ 
深刻な炭鉱の労災職業病

2003年11月9日、福岡国際ホールにおいて、三 
池炭じん爆発研究会の主催による「戦後最悪の労 
働災害三池炭じん爆発から40年国際シンポジウ 
ムー三池の教訓を忘れない」が開催された。
XXX

「1963年11月9日に福岡県大牟田市の三井三池 
炭鉱であった炭じん爆発からちょうど40年が経とうと 
しています。

458人の死者と、労災認定されただけで839人の 
一酸化炭素(CO)中毒患者を出した事故は、世界 
でも類をみない炭鉱事故となりました。保安よりも生 
産性を重視した会社側の姿勢や、「ニセ患者」という 
言われなき地域社会からのレッテル張りに結果とし 
て手を貸した専門家(医師)の責任など、事故からは 
現代に生かされるべき『負の遺産』が生み出されま 
した。
国内では事実上ヤマの灯は消えましたが、多ぐ^ 

稼働炭鉱を抱え、日本の石炭輸入先でもある中国 
をはじめとするアジア各国では、今も炭鉱災害が頻 
発し、同じ『三池の道』が繰り返されています。
私たちは、すでに『三池co研究会』を結成、事故 

にかかわる貴重な資料群の収集•整理と刊行をめ 
ざした作業は大詰めを迎えています。その一方で、 
『負の遺産』を『正の遺産』として現実の場に弓Iき渡 
していく作業にも取りかかる重要性を感じています。 
新しく『三池炭じん爆発研究会』を立ち上げたのも、 
こういう思いからです。

今回の> ンポジウムはそうした作業の第一歩です。」 
(シンポジウム呼びかけのチラシから)

「三池の教訓をアジアへ伝えるネットワークづくり」 
が、このシンポジウムの眼目のひとつであった。
中国からは、中華全国総工会(ACFTU)が、代 

表団を派遣。中華全国総工会労働保護部の林富 
国(リンフンクオ)副部長を団長に、留学経験もあり 
日本語も堪能な中国疾病予防控制中心(CDC)職 
業衛生•中毒控制所(控制=管理)の李涛(リータオ) 
所長、それに炭鉱地帯を抱える黒竜江省の総工会 
幹部と鶏西(市)鉱務局総医院の若い女医、総工会 
の対外交流中心(=センター)の通訳という顔ぶれ 
だった。
韓国からは、炭鉱の中心地であった太白(テベク) 

で在家(宅)じん肺患者らの支援に携わる太白自活 
後見機関の元應浩(ウォンウンホ)館長(1997年5月 
号25頁参照)が来日される予定であったが、直前に

安全センター情報2004年卜2月号7



|特集① /三鴻炭じん爆発判明主

なって来才げよくなってしまったため

急逮ヒ。ンチヒッターとして、労働健

康連侍事務局長の｝,';J永沫氏

(チュ・ユンスJ(韓国・翰林大学医

学部助教授、翰林大学聖心病院

虚業医γ科課長)に来日して1いた

だいた。

今後1'閣の炭鉱杭察なども予

定されて宇則、～而3 年百|画のプ

ロジェク卜の1年同としては、ネット

ワークつくりに向けた足がかりが

つけられたということだろう。中同

代表凶は、大牟問、水俣、熊本

とま才コって関係者と交流を深めて、

15日に帰|玉|した。

シンポジウムは、美菜川成章弁護寸て(福|制城 1+1
法律事務所)の開会挨拶と、ICt田正純氏(前頁写買、

熊本予院大学教授)ではじまり、宇沢弘文(日本守一

寸て院会員、東忠大学名誉教f: i ) 、荒木忍(元九州T

業大学名谷教授)、森弘太(映|向|監督)、増子義久

(ノし朝日新聞記者)の各氏カものメ、ソセージが紹介

された(宇沢弘主氏のメッセージを岡みで紹介入

続いて、林富国氏(写貫 '1' )が、 '1'国における労

働安全衛生をめぐる段近の状況を切干守した。中同

では 20年の改革開放を経て著しい変化があり、労

働安全衛生重視、予防第 、科学的発反戦略が強

調されるようになってきている。立法においては、 2C臼1

年の版業病予防・治療法、 2002+ドの安全中産法、

そして l明 5年 (f)'労働法とL汚大きな進民があったに

れらの法律の日本音帝訳は|玉|際安全衛生センターの

ホームページで入手できる http://羽市市1'.11ωsh,gr

jp/Japane田/)。解決が必要な5つの重点)j面は、

①炭鉱、②爆発、③機械、④イヒ宇危険 l'IT r、@道路

水|交通、である。

炭鉱については、この問、違法・劣悪な労働条件

の小零細炭鉱を閣鎖し、 100万トンヨたり死亡率は

大幅に低下して、固有炭鉱では1.2人にまでなった

(以前は平均 5人位つ年問採炭量は 13億トンで、I!t
界第 1位)。

労働組合は法の起草や政策決定に参加しているb

企業のなかに、安全衛生の組織をつくって、労働者

から不安全を通報してもらい、企業に対策をとらせ

るようにした。労働安全衛生は栴段によくなりつつあ

るが、世界的にはまだ低いとJILlっている。 H本の経

験から学びたい。

李涛氏 C!.f.真卜)は、職業衛生・中毒控制所が品

近まとめた最新の中圃における職業病統計を紹介

した。今までにじん肺患者 58)j 人以上、すでに死亡

8 安全セノタ情報2 0 04 年 1.2月号
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している毛のが 13)j、療養'1'は 45)j。毎年1)j2T
人が新たに認定されているカ日炭鉱は約 2分の 1で

ある。次が中毒患者で毎年約 2,OC白人、慢' 1 " 1中毒が

1,300人に急性 '1'毒が600人程度にれらは未公表

のデータであるとのことだった)。

伝統的な職業病をコントロールしきれていない一

方で、化学物質、接着剤やベンゼン、ラテ、ソクスに

よる'1'毒など、新しい職業病も増えてきている。また、

三池炭塵爆発4 0周年を迎えて

今日、 J池炭塵爆発40周年を迎える。 1963年 11月9刊に起きた 池炭鉱一川抗の炭塵爆発は、

死者458人、一酸化炭ぷ中毒患者 839人の犠牲者を出した。日本資本主義の照史に才五ナる長大の産

業事故のひとつである。それは、水似病問題とならんで、戦後H本の高度経済成長がいかにんきな

人間的犠牲をともなって辰関されたかを象徴するとともに、現在円木経済の苫悩を千民させる事件で

あった。ゴ池炭塵爆発はまた、戦後日本の労働運動の先鋭を闘った=池炭鉱労働組合の昨悩のHF
史を象徴する事件でもあった。

1963年 11月 9円に起きた 池炭鉱 川抗の炭塵爆発は、年寄後最大の規模のJ池闘争の結末の

もつ悲劇的性怖をまさに象徴する事故であった。 =.)11抗は、有明海の海底、 350 メートルから 450メー

トJLの深さにある炭層を発掘していた。当然、炭鉱労働者の安全を最優先して、経済的、経営的観点

からの妥協は許されるべきではなかった。しかし、高度経済成長の「麻薬」に1['奇され、 _j白争議の lr勝
利」に酔った政附、大企業の粁蛍者たちにとって、炭鉱労働青た'Ieの安全はむしろ副次的な意味しか

もたなかった。 H本社会もまた、丘肖名に上る死者を山し、下名近い 略化炭素中毒の犠中.1古今を山

した_j也炭産爆発の悲劇か必も適切な人間的な教訓|を狩ることはなかった。 1860年代カめ現在にか

けて、水俣病問題、阿日市公害、it::I11,rIi )11崎 自動車道路公害をはじめとする数多くの公害問題、むつ

小河原、円小牧、ん分、志布志湾をはじめとする無謀な開発計画、全圃いたるとろこに美しい自然を

傷つけ、人間的な常みを破壊しつづけてきたダム、白動車両速道路の建設を '1'心とする公共事業の

強行は、その基本的性絡において=池炭塵爆発の悲l主aと異なるものではない。

三池炭塵爆発の4 0周年を迎えて、三池炭塵爆発の数多い痛ましい犠中|者の方々の霊を偲び、ま

た、残された家族の々々の悲しみと長い年月にわたξ ご苫労を思い、-:1也炭産爆発とボ俣病の悲劇

を原去として、日本社会、経済をより人間的なものに変えてゆくために、私も残されて全生命を捧げる

ことをさいたい。

宇沢弘文(日本学士院会員、東京大学名誉教授)
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|特集① /三鴻炭じん爆発判明主

新しい訳題として山稼ぎ労働者の職業病と多国籍企

業における問題を指摘されたが、前者で現有問題

になっているのは H本に愉出する畳製造一仁場にお

けるじん肺の問題だということで、これは前夜の交

流の場でも訴を聞いたが、加03年 11月号 11頁で紹

介した、 7月にバンコクの ANROAV会議で聞いた寧

波rPの問題のことである。後者としては、台湾資本

の製靴」二場で中毒が発生したが、倒産宣してしまった

という事例が紹介された。

おふたりの報白は必ずしも炭鉱の問題に焦点を

絞ったものではなかったが、今回、 ANROAV会議

で入手した「中国の小零細炭鉱における労働災害

の防止に関する研究」レポートの翻訳を 28頁に紹

介しておく。

周永沫氏(前頁た写真)からは、韓国に才卦ナる「在

宅じん11市患者の健成実態と改善法案」について、ま

とまった報汗をいただいた。また、今回参加できなかっ

た元麿浩氏かうも、「新たな転機を迎えているじん肺

問題、そして残った問題 太白地域を'1'心に」と

いう部幹が届けられた。同制作ともソウル tf件の鈴

木明氏に H本語に翻訳していたたないで、参加者に

配られたが、 11頁以下に紹介する。

日本側からは、ニ池 CO家族訴訟の原作であっ

た松尾悪虹さんが自らの体験と家族訴訟に託した

思いを語った(前頁右写貴、 1998 年 9月片 71:';f,5, 7

回出尻質表彰式でのスピーチを紹介)。また、同訴

訟の主任弁護寸てでをあった美菜川成章弁護寸て(写

貢左)が、裁判の焦点となった百時効の取りJ泣い、

②事政の原凶、③妻の慰謝料について、裁判lの4百

義を解説された。「裁判l割台めたときは 25歳だった」

と当時を振り返りながら、「誰かが歩かないと道はで

きない」という言長を引かれたのが印象的だった。

城ケ崎病院(玉1',市)のニ村孝一院長(与真;(r)

は、 10月3 H Jから11月H Jにかけて行ったlぎか:1の、

三池酸化炭素'1'毒患者40年目の追跡調金につ

いて紹介された。二村氏と原出止純氏はともlこ熊本

大学精神神経1"1に大学院4+ドメ主として在学中lこ、政

請を受けてかり出されて以;.kの患者との付き合い。

恩師の立津政順先生から「一生忠者とつきあって

いけ」とお(えられたむりが、 40 年にも及ぶフォロー

アッフ。謝金はj!I:界的に類例をみない貴重なもので

ある。

15年同 (416名受診)、閉 111の機会に実施された

お年目 (156 名受診、精神経誌 (1999年)11 巻 7~. 

等に報告)に続吉、 3日Uとなる40年 Uの一角健診

は 121名が受診した。患者(r区制凶も」とは、三宅村氏

の弁)高齢化し、受診者のほとんどが 70I長以上で、

62 歳が段年少だ、ったとのとと。

「印 i主としては、 CO中毒特有正物忘れやず|格変 

化fよどの症状が増悪(生活の場でないととらえにくい)

に、両血)土や脳梗窯等の合併症が加オ;るという 7年

前の前 Inl健診でわかった似 lojが、 )JU齢でさらに強

まっていξという感じを受けた。患者と家族の悩み、

福祉的ケアを含めた全人的な対比、、総台的ケアが

必 '~J と訴えられた。

事故当時は皆、者の訴えだけだと退けられた問題

が、 33 年凶の追跡調査では M R l等で他覚的に確 

誌｛されたりもしており、 40 年 Hの迫跡調査のまとめ

が待たれる。

あいにく衆議院選挙と重なり、参加者は多くはな

かったが、内容の濃いシンポジウムだった。

今後の民聞に期待とご注目を。 国
10 安全センタ情報2 0 0 4年 1.2月号



新たな転機を迎えているじん肺問題、 
そして残った問題

—韓国•太白地域を中心に一
元應浩(ウオン•ウンホ)

韓国•太白自活後見機関館

国際的な行事に招請していただき、一緒に交流 
できる良い機会になったにもかかわらず、参加でき 
ず申し訳ありません。しかし、原稿を通じてでも意見 
を交わせるようお許しいただき、感謝申し上げます。
三池炭鉱三;11坑の大爆発があってから40年を迎 

えることになり、犠牲者の皆さんに対し、哀悼を表し 
ます。

無理な産業構造調整で危機に逢着した韓国の炭田地帯
三池炭鉱労働組合の労働者教育活動と労働者 

の同意なく一方的に施行された合理化に反対する 
445日間の大闘争事件は、韓国でも労働者教育の 
事例として、よく登場しています。とくに三j I ［の大爆発 
事件は、対策なしに企業の論理だけで一方的に施 
行された合理化事業が、どれほど大きな災害をもた 
らすか如実に見せた事件だと言えます。韓国でもCO 
ガスによる爆発事故が何回かありましたが、三川の 
大爆発事件のような規模はありませんでした。わた 
しも今回、三池炭鉱の資料を調べながら、爆発事故 
の規模が非常に大きかったことを知りました。そして 
三池闘争以後、第二次合理化で炭鉱の人員が大 
幅に減らされながら、労働安全に対する対策をお 
ろそかにするようになり、これによって大瀑発事故 
が発生し、458名が死亡し、839名が負傷を負うこと 
になったのは、残念なこと以外にありません。ただ、 
この間、ひとつの炭鉱の労働闘争に止まっていた 
のが、この爆発事故を契機に全国民的関心事にな

り、労働安全に対する政府政策が大きく変化するこ
とになったのは、幸いだったと思います。
韓国でも、1990年代初めから、石炭産業に対す 

る合理化事業を施行しました。この事業の施行によ 
り、合理化前に347だった炭鉱と年間2千4百万トン 
に達した石炭生産量が、2003年現在は、稼動炭鉱 
9で、年間の石炭生産量も2百万トンに減り、ほとん 
ど命脈のみつないでいっています。

しかし、韓国でも合理化による問題は多く発生し、 
その後遺症が大変大きいです。炭鉱が多く散在して 
いた太白市をはじめとした太白炭田地帯1は、石炭 
産業合理化事業による被害が最も大きかった地域 
です。

1990年1月力ち石炭産業合理化事業が施行され 
10年という短い期間の間に多ぐ炭鉱が廃鉱となり、 
太白市は、深刻な社会問題が発生しました。太白市 
の場合、43に達した炭鉱中、93%が廃鉱となり、現 
在3つの炭鉱だけが残っています。20,000名余りい 
た炭鉱労働者も5,00〇名に減少しました。石炭産業 
以外には、他の産業が全くない脆弱な経済構造を 
もっている太白市は、働く場を失った多くの炭鉱労 
働者と地域住民が他地域に出ながら、年平均8.2% 
の人口減少現象を見せ、1988年度に11万5千名に 
至った人口は、2000年度には49.5%減少して5万 
7千名になりました。

このような急減な人口減少現象により、太白市の 
一部地域は地域空洞化現象が加速化しており、廃 
鉱以後長期的な失業状態にあったり、新たな貧困 
階層に転落する事例も続出しています。それのみ
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特集①/三池炭じん爆発~(周年 目

ならず、各種の労働災害による後遺障害を経験し

ている労災患者と、じん肺に代表される炭鉱職業病

問題は解決されないまま、課題として残されることに

なりました。

合理化による地域問題に対する

住民たちの対応努力と政府政策の変化

いまや政府主導の合理化政策は、土壇場にきま

した。現在稼動している炭鉱のうち、来年度に2~3

の炭鉱が廃鉱となれば、石炭産業合理化事業は仕

上げになると展望しています。しかし、合理化事業を

進めながら、政府が放置した問題が残っており、こ

れを合理化事業が終わる前に、見えるかたちで方

案を準備しなければなりません。そのうち最も大きな

問題は、地域経済再生方案の準備と長期失業者と

貧困層、およびじん肺患者等労災被災者のための

対策整備です。

1.地域経済再生法案の模索と推進内容

まず、廃鉱により経済的困難を経験している炭鉱

地帯の都市が、石炭産業に替わる産業を育成し、

発展させることができる代案を模索することです。す

でに1993年から太白炭田地区内にある太白市を

はじめとした炭田都市は、政府の一方的な廃鉱一辺

倒の政策に強く反対し、地域社会の経済的問題を

解決できる代案整備を持続的に要求しました。

しかし政府は、廃鉱一辺倒の合理化事業を継続

して推進し、地域住民に対する対策は、全く考慮さ

れませんでした。遂には1995年初から地域住民の

強力な対政府抵抗運動が繰り広げられ、時間が経

つほど、市民不服従運動の様相に飛び火しました。

結局政府は1995年3月3日、江原南部の廃鉱地域

内に内国人出入カジノの開設と、代替産業活性化

のための支援などを含めた廃鉱地域開発のための

「特別法J制定を約束し、一段落となりました。

3・3合意書を契機に、韓国の代表的な炭田地域

であり、合理化以後廃鉱により最も多い被害を被っ

ていた江原南部の廃鉱地域の4つの市・郡、7地域

(太白市、三陪市道渓呂、娃善郡古汗・合北・新東

巴・南面、寧越郡上東邑)の住民代表が集まり、「江
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表1石炭産業合理化事業施行前と施行後の太白

炭田地域の現況

資料大韓石炭公社 50年史， pll0 

原南部廃校地域住民連帯会議(以下、連帯会議)J

を結成しました。そして連帯会議は、3.3合意として得

た成果である「特別法」制定のための住民立法運動

を、本格的に展開しました。

しかし、特別法制定運動の過程は長く、冗漫にな

りました。白頭大幹の中心に位置した高原山岳地形

である地域の特性上、山林と環境を保全せねばな

らぬとの政府および環境団体の立場と、適切な開

発を通して地域を生かすのが優先だとの住民の立

場が、五分五分に張り合いました。また、内国人出

入カジノを設立することに反対する経実連など、全

国規模の市民社会団体の強力な抵抗にぶつかり

ながら、住民立法運動は何回かの危機を迎えまし

た。内部的には、連帯会議に参加した地域聞の小

地域主義と利害関係が絡みながら、何回か葛藤と

鋭い対立を経たりもしました。

結局、廃鉱地域が際した深刻な状況を直接日に

した首都圏の市民社会団体および環境団体の立場

が変化し、これを契機として政府も「持続可能な開

発Jを前提に、開発の利益が住民と地域の疎外階

層に戻るような構造を作れば、規制を解いて開発が

可能なように支援するという立場に変わりました。組

織内の葛藤もある程度整理がつき、当初の政府案

どおり内国人出入カジノを蛙善郡古汗・合北地域に

設立することを他地域が認めて、特別法制定運動

は坦々と推進することができました。1995年11月に、

2005年までの時限的効力を発生する「廃鉱地域開

発支援に閲する特別法Jが制定され、翌年施行され

ながら、江原南部廃鉱地域は新たな転機を準備す



ることになりました。

しかし、特別法が制定・施行されて今年で 8年目

を迎えており、ょをと3年経てば法の効力が終わる時

点に雫りますが、 i' J泉市部廃鉱地域の闘発は、原

点でくるくる回って主如、石炭産業に苔オ二る新産業の

誘致と活性化は、相次いで失敗に終わりました。地

域住民が出資し、設すした太白市民株式会社なと

住民主導の地域開発を試みましたが、これまた財源

催保の岡難と、 J M F通貨危機まで合わさって、挫折

するほかありませんでした。廃鉱地域の経済的活f[

化と住民雇用創山、主うよび福祉増進むの目標を持っ

て設立したい, [玉|人間入カジJ 'だけが活性化し、廃

鉱地域の暗い夜空を少しだけれど明るくしていξの

みです。

結局、持続可能な開発を U標に進められてきた

住民寸法運動は、内国人カジノひとつだけまともに

設立した、いオつむる「カジノ立法」になったという内外

の批判!とともに、未だ JJ正鉱地域rJ:劫率的な開発の

展望は小透明です。特別法の|時限を延長するため

の住民運動が再び始まってはいますが、毛ともと首

都凶からはるか離れており、道路等父通網が劣悪

な水準に止まっているところに、地方自治体なりの

努力にもかかt>rうず、経済不況が重なりながら、外

|玉|企業の投資など民間資本の誘致条件すら難しく

なっている実状なので、この地域の経済|門|復には

もう少し多くの時間を必要としています。

2.長期失業者と貧困層およびじん肺患者等

労災被災者のための対策準備と推進内容

廃鉱以後灼経済的閃難と同町に台頭した問題は、

廃鉱によるλ量失業と人円の外地流出です。しか

し、より大きな問題は、労働力の喪火で、外地に山

て行けない人たちにあります。外地に,'Hたとしても、

仕事を探すことができる人たちは、片く労働 )Jや特

定の技術があったり、ある程度の資金がある場合

です。反目、外地に州て行けない人たちは、すでに

老いて労働 )Jが大きく低下した状態に加え、資金も

ない場合です。彼らが長期的な失業状態にとどまる

ようになり、地域社会の新たな貧閃として位置してい

ます。彼らのうちの相当数は、じん肺患者か労災の

後遺障百を休験している人たちです。

政府は、彼らのような民主外階層に対する配慮を、

全くしていません。

現夜、炭鉱が品も多くあった)(,',市と娃書郡のじ

ん肺患者は4,1 4 8 人司です。全国的にはじん肺患者

の数が、全国塵111市災当者協会は5) j 7下人と主張

して, lますが、政府は、公式的に 16 サ709 人で、現存

療養中のじん肺患者は 2,738 人だと発表し、格段の

差があることが分かります。 4しかし、どの基準を適

用したとしても、よ,',炭出地区内 5つの僚養病院と

隣の東海市の療養病院なお|原 1,1'4部圏の 6病院に

療養1[1のじんiJI市患者は 1,271 人に至っており、 t去が

定めた早j千戸可により、療養等の支緩から除外され

た「在宅じん肺 J患者J"まで台めるならば、単 地域

に、相当数のじん肺患者が集1' 'していることが分か

ります。

じん肺患者の実態を調査した資料によξ と、彼ら

は、ほと/しどが5 0成以上(96. 3 % )の見性(94. 4 % )

で、小学校卒業未満の低学席者 (74.0%) です。ほ

とんどがずともと離れ、 人または夫婦だけで住ん

でおり (69.1%) 、下どもがいても 19.5%だけが、月

3 7万ウォン(約3万7千円)の経済的支媛を受けて

いるのみです。 1か月の収入は、療養給｛、jを受けて

いる療養じん11市患者と、そうでない住宅じん11市患者

の問に、大きな将差を見せています。療養じん肺忠

者の場合、月 100 万ウォン～ 150万ウォンが75.5%
で庇る以面、伝宅じん肺患者は 1ω )J ウォン未満が

8 6 . 3 %と現われました。そして、 tf宅じん肺忠斉の半

分科度は、福祉国体、宗教凶体などの経済的後援

に依存しています。このような貧困状況にも、彼ら

のほとんどは働かないでおり (80.7%) 、働かない瑚

山は、仕事も不足し、労働強度が高い H展臓がほ

と人どなのに加え、高齢および娯病による労働能力

喪失(82.9%) のためです。特に布宅じん肺忠者の

場合は、子どもがいる場合、政府の公共扶助から

除外され、事実上タヒ角地帯におかれています。 7

じん肺忠者は深刻な貧同線上に置かれています

が、彼らに対する社会的支援はきわめて制限され

ています。地域の福祉同体である干十会法人太白牡

会福祉会が、 1995 年から貧閃なじん肺忠者を対象

に経済的後援事業(月 5 万～15 万ウォン)を実施し、

医療の恩志を受けられない在宅じん11市患者を対象
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に、地域内院院 (dispen出 ry)と協))して無料診療と

投薬事業を、 19ヲl年から却00年まで実施しました。

また、地域のライオンズクラブ、等の奉 11団体が、報

貧の在宅じん肺患者のず女漢学金支援と桁計費後

援を行う事業を実施しました。しかし、全国屋!防災当

者協会がよ 1'［に本部を置いていますが、協会の主

な収入源になる療養じん肺患者を中心にしたじん肺

制度と政策の改善に重点を置き、消極的に対応す

るだけで、 tf宅じん肺忠者を含めた貧同じん肺忠斉

のための救護事業は、全く施行できませんでした。

このような協会の消極的な対応とは追って、太白

炭困地域の医僚人、市民運動活動家と、じん肺忠

者を対象に救護事業を担当していた太白社会福祉

会が1' '心になった福祉問休が集まり、 1999年に「じ

ん肺問題を考える市民の集い(以下、市民の集い)J

を構成し、政府に対策を求める活動を持続的に展

閣しました。しかしこの過程で、塵肺協会はむしろ強

い敵対感を見せ、じん肺問題を協力して解決しよう

とする努))よりは、対寸:的様相に追いやりました。じ

んilI市問題は、唯 協会のみが乗り出して政府と協

議し解決しなければならないものであ以じん肺問題

の当事者でもない何の閃係もない組織 (1市民の集

い』を指す)が問題に割り込むのは問泣いで変ると

いうのが、協会の一目した立場でした。

結局、じん肺問題を 緒に解決していこうという

努力をしながらも、二元化したままそれそ、れの )j式

で対応せざるをえず、大きな力にできず、政府のじ

ん肺政策と¥r:場にも、大きな変化がありませんでし

た。そのような 1' '、1994年と 2000年の 2回にわたり、

じん肺問題に対する|司会レベ;1の|玉|政航査が実施

されましたが、その場に市民の集いで活動していた

人たちが参考人として山席し、じん11市問題の深刻さ

と政府の無対比、を陳述、糾押する機会を得ました。

特に 2000年 11月7tJに閣かれた国会環境労働委

員会の労働部国政監金に、と匹 と太白地域の在宅

じん肺忠者 11 ' ,が参考人としてW,席し、じん肺問題の

実相を一つひとつ陳述し、その場に一緒にいた労

働部長官と労働部のじん111市問題と閣連した部署の

局長および抑 3実務公務Hたちは、与野を問わず

参席した国会議員たちカら降り注ぐ批判!と実質的な

対策を追及されました。これを契機に、じん!附問題

を収本的に解決するための政府レベルの議論が、

本格化されました。

そのうぜ年の2 ω l年 1月から労働部は、 f : l il政情査 

|時に捉F日されたじん肺問題を解決するたるとの政策

樹立に着子し、その年の 6月に、じん肺患者のリハ

ビリを含めた「労災忠、青1)ハl:::1)事業5か年百|回創部

実践事業」を発表し、 3か月後の 9月には、「じん肺患

者保護総合対策」を発表し、じんlIi市問題解決のため

の政府レベ;1の実質的な対策を続けて打ち問しま

した。とくに、じん肺患者保護総合対策には、「じん

11市療養範囲の拡大」をはじめとしたじん肺患者リハ

ビリフ。ログラムの開発およびじん肺忠斉保護療養

施設の設置等、現場の意見を反映したHli肯を盛り

込んでおり、合理化事業以後政置されていたじん肺

問題に対する画期的な転機を用,吉することになり、

じん肺患者に新たな希望を抱かせてくれています。

(表 2参日首)

じん肺忠者保護療養施設は、じん肺問題を解決

していく新たな代案として認識されました。現在のじん

11市患者の療養休系は、 j去が定めた合併症があった

り、重度の呼吸閃難を持つじん肺忠斉だ、けが僚益

病院に入院できます。そして長期|叫にわたり病痕が

進行するじんl怖症の特性上、 ー!主入院することに

なると、短くて5～6年かう長くて 10 年を超えて病床

を市めていて、病床は限定されており、新たな療養

対象者が発生して毛療養の機会を持てません。

しかし、じん肺忠者保護僚養胸Il支が建立さオ吋は、

合併痕の治療が完 f し、医療的な処世は必'～ない

けれど一定期間保護が必要な高齢のじん肺患者と、

軽恒の療養忠者を別途に収容し、保護とリハビリプ

ログラムを専門に施行できるようにしました。

また、今まで療養の恩志を受けらオないまま兆角

地帯にいた tf宅じん肺思者にも施設を開放し、利

JIJできるようにして、多様な福祉サービスを受けられ

るようになりました。

しかし、じん肺忠者保護療養施設の設立と, lう祈

たな代案が川立されましたが、これを運営する方案

については、政府と専門研究機関、および市民の

集いと底肺協会の立場がそれぞれ差異があり、彦

見を近づけられないでいます。市民の集いでは、じ

ん肺患者保護療養施設が地域社会に聞かれた施
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表2 じん肺患者保護対策の要旨

現行 ; 今後の対策

O療養認定対象合併症(8種川O肺炎、マイクロバクテリア疾患等の認定検討中(研究委託
*肺結核、結核性胸膜炎、続;中)

発性気管支炎、続発性気管支 o後遺症の範囲にじん肺を含む(2001.7.5)
拡張症、即発性気胸、肺気腫、;o療養承認緩和(HRCT、心超音波検査追加検討)
肺性心、肺がん a 

。給付基準及び療養 o食事代(1食) 0療養給付算定基準の改定(9月中)

慣行の合理的改善 *一般食 3，860ウォン、健康 食事代引上げ(一般食4，110ウォン、栄養食 4，930ウォン)

公団及び医療機関の療養管理慣行に対する行政指導

遺族給付支給手続きの簡素化

食 4，500ウォン

生活費補助検討及び自立居鋪賃貸事業の拡大実施

。じん肺療養機関及 oじん肺療養施設目太白、旋 o京仁地域じん肺精密診断・療養担当機関追加指定(安山中
び福祉施設の拡充 ;善、東海、 )1頂天等2，835病床運;央病院)

営 oじん肺病院の施設改善推進
0じん肺福祉施設病院内休 1-33病床増築および休憩室、福祉施設改善

憩室運営 1-2002~2004年 (242億ウォン投資)

0じん肺患者保護療養施設の建立

2002~2004年(1 85億ウォン投資)

O じん肺患者リハビリ oじん肺患者リハビリプログラ oじん肺患者趣味活動の支援拡大
プログラムの開発・運;ムの運営 ; 支援金引上げ(2万ウォン?3万ウォン)

営 ほ 15の趣味活動班に368名参;特別支援金新設(展示会費用等支援)

加(1人当り月2万ウォン支援) 0リハビリプログラムの開発研究委託中

。じん肺患者の生活 o中高生学資金支給 o大学生学資金支援対象・範囲の拡大(2002)
保護対策 大学生は1~7級の障害者に; 障害等級9級まで拡大

限り200万ウォンを限度に融資; 融資額の引上げ(実学費全額)

Oじん肺慰労金の支援 o生活定着金の支援
障害、遺族給付額の60%追 1-1人当り2，000万ウォン

加支給 o障害者登録は保健福祉部に協力公文発送保健福祉部
O生活定着金の支援 l人当り;研究委託中(今年中)

3，000万ウォン 江ん肺患者実態調査及びデータベース構築

設となることを前提とする次のような意見を提示し、

実質的で総合的なじん肺患者保護プログラムが施

行されるよう、政府に強く要求しました。

lii也域社会にぱっと聞かれた』太白じん肺
患者保護療養施設一じん肺患者保護療養

施設の運営方案に対する提案一

1. 目標

じん肺患者の社会的復帰と経済的自立を助ける

リハビリ・自活・自立を包括するプログラムの開発と

施行を通じ、じん肺患者保護療養施設の社会的機

能強化を成す。

・従来の収容と医学的(療養と消極的リハビリ)サー

ビス提供に限定されているじん肺患者療養システ

ムから在宅じん肺患者の問題まで包括する、新

概念のじん肺患者保護療養施設になるようにす

ることに重点を置かねばならない。

・じん肺患者保護療養施設¢効率的運営のために

は、【療養(収容)および医療的リハビリを含んだ

諸サービスセクター 療養セクター](短期ケアお

よび在宅サービスと自活プログラムを含んだ包括

安全センタ情報2004年1・2月号 15 



|特集① /三鴻炭じん爆発判明主

的社会復帰プログラムを運川する社会福祉セク

タ 干十会福祉セクタ］［じん!附関連の研究お

よび政策開発のための研究セクター 制究所セ

ケター］［事務および管理セクタ←ー管理セクター］

と4つのセクターを設定しなければならない。

2 組織の機能と役割の設定

・各セクターの機能と役割

日産養セクター一療養センター］地域社会江じん肺悶

連医療機関との業務提携をi困じた医療協力ネ、ソ

卜ワーク構築、じん肺 4門医療機関の協力を通

じたじん肺患者の治療・投薬と俣療的リハビリ・ケ

ア、相談を通じた心理的リハビリ支援等を担当。

特にデイケアの機能を強化し、社会福祉センター

と協 }Jして、リハビリのためのプログラムを重点実

施。

［宇士会福1什セクタ一一社会福祉センター］療養じん肺

患者の趣味活動の支援および社会刊 Inl復プロ

グラムの運用、在宅じん肺患者のための人浴・

訪問診僚・看護等のff宅サービス提供、シャトル

パス運行を通じた干|原 I+J部地域の在宅患者施設

訪問フ「ログラムの運用(療養センターのデイケア

プログラム連携)、療養および夜宅忠者の白活

を助ける自¥r.作業場運 JIJ等の自¥ r .プログラム実

施、社会福祉センターが大きく力点を置カ寸ユばな

らないのは、 ff宅信社サービスの拡大連常と白

活・自～フ。ログラムの活刊化。

［研先所セクター- - - f i肝究センター］じ! ul附患者の診断・

治療'i!:1薬および薬理作用・医学的リハビリ・ケ

アおよび予防のたるとの作業方式の改善などに関

した謝金・研究事業、セミナーおよび報白書発干JI ,
じん肺関連政策(7)M究開発と提案等。

［管理セクター一事務管理センター］一般的事務及

び施設管理

3目対外的機能と役割の設定

・じん肺問題の直接の当事者でまる塵肺協会の意

見が効果的に反映されるようにするシステム構築

が求01)':オ1(理事会または運常委員会参加)、特

に「聞かれた施設化」のために地域社会の関連

機関、凶体が参加する(仮称)運営委員会を設置

する方案を講ずる。ただし、理事会がZIi肯された

場合、運営委員会は社会福祉センターの対社会

的機能を勘案し、(仮称)社会福祉淫常委は会と

して設置する方案を講じなければならない。

・地域社会との協力と支持のた訴の連携)j案模索

(地域件民との閃かれた広場準備および、施設管

理、構内食堂のアウトソーイング、地域内で調達

可能な各種物品の購買等、仕事の車JI山と地域経

済寄与方策検討)要求される。

・長期的て持続的な政策樹¥r.と財政等の支援方案

が講じられねばならず、江原道、太白市の協力

方策も積械的に講じる必要がある。

このような提案にもかかかうず、ポだ政府の具体

的な答弁はありません。しかし市民の集いは、持続

的な対政府県求を通じ、じん肺患者保護療養施設

の正常な運営のための努力を継続していくをのです。

じん肺忠斉保護僚養施設は、 2001年 6月に樹立され

たリハ日 j事業5カ咋計画およびじん肺患者総合対

策に基づいた、政府の積極的なじんIJ ,市患者問題に

対応するという恵志と努力の崖物として、ちゃんと運

営さえされたなら、今後、首 L麻のように絡んだじん肺

問題を、効県的に解いていくのに、相当な寄句をfT

うととと期待されます。したがって、この施設が合問

的で効率刊の高い施設として定着し、当談、地方自

治体を含んだ地域社会の文持と協力、当事者であ

る塵肺協会と専門家グループ、政策～局との円滑

な意志疎通の開設、ひいては計量的、質的評価を

泊じた山l目に何する実績を山すことで制度的に定

着し、全|玉|的に第2、第3の施設が拡大するように

寄与しなければなりません。

じん肺患者保護療養施設は、今年 7けに太白巾

に設立が決定し、現有敷地買入れ作業を行ってお

、り 2004 年度に一仁事を着一仁し、 2005 年末閣院をH

標にしています。

むすびに

これまで見てきたように、)(1'1炭困地区に代表さ

れる韓国{J炭産業の現実と合理化事業による廃鉱

で、地域社会が経ている問題の実状を簡略に記述
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しました。地域経済の再乍方案をJIJ意するための住

民立法運動の民開等、韓国牡会内でもめずらしい

運動が展開されましたが、持続可能な開発を行うた

めには、未だ行くべき道は多いです。内国人カジノ

の閣発効県と収益を喧くった地域問、対政府との利

害対立と葛隊が、あちとちで去 l刑しており、出初の

特別法の守:法趣旨とは違った様相を見せて llC、亡

差是慮されます。

とのような問題を向ド平伏するためには、各地域が持

つ地域的特殊'VIと大志の環境をやかしながら、雇

用を剣山するための多様なアイディアを集診る必要

があり、地域聞の協力と連帯が、そのどのときよりも

深くなければなりません。地域経済の危機を克服し、

地域住民の暮らしの質を向上させるためには、今ま

での戦闘的な性民運動でなく、地域問、地方白治体

等との協 )J的ガパナンスを構築する必泌があり、も

'YJ> L体系的で合理的な住民運動¢組織化が要求

されます。

また、じん肺問題等、廃鋭、以後の地域社会の課

題に対しては、協会と市民組織仰二元化した状態で、

協力的関係を構築できないそれぞれの対応をして

きましたが、たゆまぬ努 )Jの結果、じん肺問題の恨

本的解決のため、じん11市患者保護療養施設の設置

と療養範凶のが; ; i c等、ロJ視的な成果を挙げることが

できました。しかし、今後も政府政策の動向をたゆま

ず監視し、問題が発生するたびに積極的に対応す

るため、日本の「全 l:li l安全センター」のような組織が

必 l止です。

二硫化炭素'1'毒等、全国自 Jに争点となった職業

病等の労働災害問題を解決するため、韓|玉|社会の

多様な活動が進められていますが、ただひとつ、最

も多い職業病患者群を形成しているじん肺問題に

限っては、関連 N G Oの活動も微弱なのに加え、対

応努力も H本社会より小足していとと lLLいます。じ

ん11市問題を研究する学者の研究は、相当な成品去を

挙げていますが、運動の次ノじで、もう少し積械的に

対応する強 )Jな N G O組織が必山です。全国塵肺

災当者協会がありますが、協会の運動力量につい

て現場では非常に懐疑的に見る見方が多く、政策

の閣発と協商等の対応形態も、システム化または育

鋭化されないまま、会長 人のカリスマに依存して

おり、より一層じん肺問題を解決するた詑の俣療人、

労働問題専I"J家、社会事業家等が '1'心になる新た

な N G Oの同現が急を要します。 回
1 太白炭団地帯は、太白市をはじめとして肱苦郡

市行・台北邑、ニ|坊市道渓邑、市越郡の一部地

域なおI J .原道1+ 1部地域のλ規模炭岡地域として、

園内採刷が可能な無煙炭 40%である 6億 8下)J

トンがとの地域に見事蔵されており、そのうちの半

分以|が太白市に埋蔵されている。

2 内国人山人のカジノを法的に明示し設立する

ようにしたことは、破絡の措置である。今まで韓|司

は、外圃人を対象にするカジ/を全国 13個所に

許可したが、ごく制限して賭Niを許存しただけであ

り、|付|玉|人を対象にする賭博は許さなかった。し

かし、 I1原州市廃鉱地域の難しい現実を勘案し、

「廃鉱地域の 1個所にのみ許存する」と正但書き

を付けて政府が11方なく許容したものである。と

れを恨拠に、 2000 年度に、政府および地方自治

休の持ち分 5 1 %と、民間持ち分 49%で 2,000 億

ウォンをげl資し、同内初の|付f : l il人間入が許され

たカジノ・リゾートホテル rm京ランド」を設なし、本

格的な運営に人った。現在、江原ランドカジノは、

毎年泊、成長し、オ _7'ン後の 3年間の売上額が

1兆 117 億ウォンlこ、当期純平I j益は4,8 0 5 億ウォ

ンに達し、 2003年度には 1年の売上額たけで 1~t

億ウォンにのぼるものと展唱されている。とのよ

うな急成長にもかかわらず、賭博による社会的

問題も急増しており、賭Ni産業が持つ明暗が克

明に行き3とっている。ただし、地域経済とJ也域住

民の福祉|何|ーのための投資が増え、展川の機会

を多くつくり、未だ微弱では～るが、廃鉱地域の経

済を再生させる効果も挙げている。

3 l'上国法人全国産肺災常者協会に登録されて

いる現況で、太白巾が 2,776 人、舵苦郡が 1,372

人 (2000年 12月現有)。しかし、実際には繋録さ

れていない患者が、伺当数もっといるものと桁定

している。

4 このように全同塵肺災害者協会と政j付の統計

に格段の京がある原因は、じん肺府を認定する

基準が泣うからである。全国塵11市災当者協会は、
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炭鉱在職経歴がありじん肺症審議を受けた人を 
すべてじん肺患者と認定しており、合併症の有無 
に関わらず、協会の会員として受け入れている。 
したがって、協会は2000年12月現在のじん肺患 
者を、じん肺症審議を受けた53,045人を含め5万 
7千人と主張している。反面、政府(労働部)は、 
じん肺審議を経てじん肺症と判定された人に限り 
じん肺症と認定するので、2000年12月31日現在 
のじん肺患者は、16,709人と公式発表した。全国 
塵肺災害者協会の主張に問題はあるが、じん肺 
症の判定基準を制限的に適用する現行法と制度 
に従い、じん肺症判定から除外される患者が多 
いという現実を勘案するなら、政府の主張にも問 
題がある。
5じん肺の予防及びじん肺勤労者の保護等に関 

する法律施行規則第2条の規定によると、「肺結 
核、結核性胸膜炎、続発性気管支炎、続発性気 
管支拡張症、続発性気胸、肺気腫、肺性心、肺

癌」とじん肺症の判定基準第18条による心肺機 
能の高度障害があるじん肺患者が療養対象であ
る〇

6 全国塵肺災害者協会にすら登録されないじん 
肺患者は、法が定めた9種類の合併症に該当し
ない合併症を持ったじん肺患者と、合併症がない 
じん肺患者、いわゆる「単純じん肺患者」に分類 
し、事実上じん肺症と認定されずにいる。彼らは
法の保護を受けられないまま、診療および療養 
と補償から除外されており、このようなじん肺患者 
を「在宅じん肺患者」と呼んでいる。

7 太白自活後見機関(2001)、2001太白じん肺
被災者の生一太白地域じん肺被災者実態調査 
報告書、2001.6.1P63-77およびユ•ボムサン瀏 
氾相)他(2002)、じん肺勤労者リハビリプログラ 
ムの開発一疾病の治療と貧困の解決、韓国労働
研究院、2002.4.3013148-172から引用。

在宅じん肺患者の健康実態と 
改善方案

周永洙(チュ•ユンジュ)
労働健康連帯/翰林大学医学部

1.はじめに
1990年代に入り、石炭産業合理化の措置で多く 

の炭鉱が門を閉め、出て行くことができず残ってい 
る在宅じん肺被災者だけが、荒涼たる炭鉱村を守っ 
ている(表1)。息が切れ、言葉すらまともに継ぐこと 
ができない彼等の唯一の願いは、治療を一度ちゃ 
んと受けてみたいというものだ。呼吸困難が日に日 
にひどくなっても、検診結果は別に異常無しと診断 
される現実に対し怒り挫折し、たまに、一緒に生活 
していた同僚が病院に入院することを羨まねばなら
18安全センター情報2004年1-2月号

ぬ在宅じん肺被災者に、じん肺法は既にその価値 
を喪失して永い。つまり、急速な経済発展がもたら 
した豊かさと富は、一部階層にのみ集中し、結局、 
切り羽の最先端であらゆる犠牲を甘受しながら、黙々 
と働いてきた大多数の炭鉱労働者たちには、各種 
の災害と職業病による死、身体的障害、そして疾病 
の苦痛のみが、そっくりそのまま残っているのみであ 
る。
現在、「じん肺の予防とじん肺勤労者保護等に関 

する法律」および同法「施行規則」によると、じん肺 
所見がある者(表2)に「活動性肺結核、胸膜炎、気 
管支炎、気管支拡張症、気胸、肺気腫、肺性心、原



表1太白市の年度別廃鉱現況

廃鉱会社

ハ。ソン、tョ7'ソン、ウソン、サムソン、シ手ヨンウ、テド
ン、サンウォン、tョ7"シン、サムホ。ン、オソン、サムヰ二ョ

ン、ノVヨン、ナムイル、トクヨン、トクチョン、ウォンシV

資料石炭事業合理化事業団『事業十年史~1997 、
pp219-235 

発性肺がん等8つの合併症」が併発する場合に限つ

てのみ、じん肺専門療養病院で療養が可能なことに

なっている。すなわち、合併症が伴わない単純なじ

ん肺患者は、じん肺症の「軽重jに関係なく、自宅療

養をしている実情だ。そのため、病院治療の一回で

もまともに受けられず、死亡するじん肺患者があま

たいる。じん肺患者がたつて病院療養を望むのは、

もちろん病院としり所が与えるJ心理的慰安感と必要

な医療サービスをたやすく受けられるのが、最も重

要な理由であるが、また他の多くの場合では、病院

に入院することで療養給与を保障され、家族の生計

に少しでも助けになるのみならず、死後にも遺族補

償が容易になるという点が重要な理由であると把握

されている。

よって昨年冬に、太白白活後見機関の主導で「職

業病と認定されなかった在宅じん肺被災者の保健

福祉実態を評価することで、現行じん肺被災者管理

体系の問題点を把握し、より改善された制度的支援

体系の樹立と管理法案を提示」するための調査研

究が進められた。本発表者は、この全体研究のう

ちで保健部分、すなわち健康実態評価部分を担当

し、以下の内容は、当該調査研究の過程と結果に

ついての記述である。

2.本論

表2じん肺症身体障害等級

換気機能が55%異常制限され、

高度障害 心肺機能の障害程度が70%以

上の者

換気機能が45%以上制限され、

3 重等度障害 心肺機能の障害程度が50%以

上の者

換気機能が30%以上制限され、

5 軽度障害
心肺機能の障害程度が40%以

上の者のうち、じん肺の病形が4

型と判定されたJ者

換気機能が30%以上制限され、

7 軽度障害
心肺機能の障害程度が40%以

上である者のうち、じん肺の病形

が1， 2， 3型と判定された者

換気機能が20%以上制限され、

9 軽微障害
心肺機能の障害程度が20%以

上の者のうち、じん肺の病形が3，

4型と判定された者

換気機能が20%以上制限され、

心肺機能の障害程度が20%以

上の者のうち、じん肺の病形が1，

11級 軽微障害 2型と判定された者、または心肺

機能障害がない者としてじん肺
の病形が2型以上と判定された

者

2000年12月から2001年5月まで、江原道太白炭

回地域全体の在宅じん肺被災者4，148人のうちで、

不等確立抽出法である戦略的情報提供者抽出法

(strategic infonnant samplin只)を使用し、調査対象

者450人を票集した後、彼等から他の調査対象候補
者の情報提供を受ける方法である累積的抽出法

(snowball samplin引を活用し、全部で1，040人に対

しアンケート調査を進めた。アンケート内容は、人口

学的要因とじん肺症関連事項(過去の職業歴、じん

肺判定関連情報、現在および過去の疾病歴など)

で構成され、事前に教育された25人のボランティア
により調査された。収集された資料は、技術的な評

価とロジスティ、ソク回帰分析などの方法で、分析された

(分析過程では過去から今までじん肺症や珪肺症と

診断されたことがある人を「じん肺症・珪肺症」患者

安全センタ情報2004年1・2月号 19 
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「じん肺肺がん」業務上災害認定(ハンギ、ヨレ新聞1999.10.01.)

ソウル高裁、「合併症」判定。鉱山労働者遺族に補償判決

肺がんで、亡くなった鉱山労働者に、肺がんをじん肺の合併症と見なし業務上災害を認めた初判決

が出た。今回の判決は、労働部が肺がんをじん肺の合併症と認める立法予告をしてある状態で出た

もので、肺がんを抱えていたり、肺がんで亡くなった鉱山労働者の救済がどうなるか注目される。ソウ

ル高裁特別11部(裁判長チヱ・ビョンハク部長判事)は30日、肺がんの一種である小細胞がんで、亡く

なった拡山労働者ホン某さんの夫人チョン某さん(62)が業務上災害による死亡であることを認めるよ

う勤労福祉公団を相手に起こした遺族給付等不支給処分取消請求訴訟で、原審を破棄し原告勝訴

の判決を下した。裁判部は判決文で「鉱山労働者のじん肺は石炭や珪士、雲母、珪酸などにより生じ

るが、彼らは発がん物質が多く含有されたデ、イーゼル燃料に曝露し、がんにかかる確率がより高い」

とし、「最近の研究結果、じん肺と肺がんの関連性が、普通の場合より2.5倍ほど高いと現われている

ので、肺がんをじん肺の合併症と見なければならなしりと明らかにした。裁判所の判断は、東国大予

防医学教室が92~96年に鉱山労働者を対象に研究した結果、じん肺患者が肺がんにかかる確率

が一般人に比べ1.5~3.4倍高いと現れたことによるものである。チョンさんの夫は、 60 年代から江原

道太白で坑夫と炭鉱ボイラー室の職員として働き、じん肺にかかった後、昨年3月に肺がんで、亡くなっ

た。チョンさんは業務上災害と認定し補償金をくれるよう訴訟を起こしたが、 1審が二つの病気の問の

因果性が立証されなかったとしゅ理由で棄却するや控訴した。訴訟を引き受けたノ・ドンソン弁護士は、

「この問、肺結核等7つの病がじん肺合併症と認定されてきたが、一番致命的な肺がんは、医学的因

果関係が立証されなかったとしゅ理由で外れていた」とし、「ようやく初めて法的救済の可能性が聞け

た」と話した。現在じん肺患者は全国で3万名余り、じん肺が肺がんに発展する患者は、毎年50人程

度に達するものと推測され、過去の死亡者の規模は把握されずにいる。

と定義し、最終的に、「じん肺の疑いJ状態に残って

いる人を「じん肺疑症」患者、そして、残りを「正常」と

区別した)。

1)一般的状況

本調査結果中、いくつかの項目を組み合わせ、

過去から現在までじん肺症や畦肺症と診断を受け

たことがある人を「じん肺症・珪肺症」患者と定義し、

最終的に「じん肺疑症j状態に残っている人を「じん

肺疑症」患者、そして、残りを「正常」と区分し分析し

た。3つの群すべての平均年齢は60代初盤であり、

「じん肺症、珪肺症」患者群が39.9%だ、った。

2000年7月以前、すなわち医療保険が統合され

る前に持っていた医療保険の種類と医療保険の種

別保有状態を評価したが、調査対象者全体のうち

10.2%のみが医療保護対象者と指定されており、ほ
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表3調査対象者の年齢分布

とんどは医療保険に加入し、医療サービスを利用し

ているものと確認された。本研究の調査対象者に選

定された人の特性として推し量るに、医療保護対象

者の分類は、予想より少ないほうだと判断される。

(訳注:1種医療保護は医療費全額支援され、2種医

療保護は一部本人負担がある。)

2)疾病有病率

現在抱えている疾患について調査したが、高血



表4調査対象者の分類と患者等級別平均年齢

* 最終的にじん肺疑症患者と残ってし治人(以下、
キャフ。ション省略)

料過去から現在までじん肺、あるいは珪肺と診断受

けたことある人(以下、キャフ。ション省略)

表5医療保険

圧、糖尿病、肝臓疾患、心臓疾患などのように、大

抵一回擢患すると引き続き持つようになる疾患と、

再発も可能であるが結核のように疾患に擢患した

後、適切な治療が成されればなくなる疾患、そしてか

ぜや機能性胃腸障害のような疾病擢患が継続して

繰り返される疾患など、多様な疾患保有の有無を尋

ねた。全般的に、「アンケート回答」を通した疾患有

病率は、一般人口集団のそれよりすべて高かった

が、代表的な成人病と知られている高血圧と糖尿病

の有病率は29.8%と13.8%と把握され、肝臓疾患は

25.3%、心臓疾患は38.4%と把握された。結核の場

合、一般人口では1%程度の有病率を見せるのに

比べ、今回の調査では20.1%が結核を抱えている

と答えたが、これは多分、面接をする調査員が生涯

有病率(今までかかかったことがあるか)を尋ねたた

め算出された結果であると考える。本来、アンケー

ト調査を通じ疾病有病率を推定する方式には、多

少無理があることは周知の事実だがにの調査結果

もほとんど過多推定されたものと判断される)、そう

だとしても、主要疾患の疾病負担順位と程度を大略

推算するのには、助けになるものと考える。そして、

全体的に疾病はあるが、治療を受けていないと答

えた人が 17.4 ~62.2%程度と確認されている。

の
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比較的ありふれたアンケート用紙を利用した評価

が、ある程度正確であると判断できる疾患を中心に

見てみると、高血圧は60代で最も多く、この有病率

は同じ年齢の一般人口集団より3倍以上高く、糖尿

病と肝臓疾患の場合は、全年代に均等に分布して

おり、これもまただいたい、一般人口より1.5倍と8倍

程度の高い水準だ、った。心臓疾患の場合は、質問

をどのようにするかによって多少差がありえるが、

本調査結果では、有病率が30%を超えるものを調

査した。しかし、このような成人病より特徴的なことと

しては、筋骨格系疾患(関節炎、捻挫)と呼吸器系疾

患(気管支炎、結核)の有病率が、年齢増加にした

がって次第に増加するというもので、これは、炭鉱

という劣悪な職場での総労働時間(労働量)と老化

過程の併合した効果だと判断することができる。この
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表7疾病による患者の年齢分布/年代別疾患有病率

ような疾患については、一般人口集団での有病率

資料がなく、比較提示できなかった。

「正常Jより「じん肺擬症Jが、「じん肺擬症」より「じ

ん肺症、珪肺症」が、よりひどい健康異常状態と仮

定し分析してみると、高血圧、気管支炎、結核、心臓

疾患の疾病歴は「じん肺と関連して健康がよくない

ほど、より高い有病率を見せるjと分析された。これ

は、既存の医学知識と相当部分一致するもので、

じん肺症が進行することにより当該疾患がたやすく

併発するためと判断される。ここで注目される部分

は、「じん肺擬症」に属する群でも各種疾患の有病

率が相当に高いという点であり、また、合併症の範

囲も、より一般的な疾患の方に認めるのが妥当な

ことを間接的に示唆する部分である。
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3)疾病危険度

先に言及した部分を統計的に処理してみると、正

常群に対比し、気管支炎と結核の場合は、「じん肺

症が重くなるほど」その疾病危険度が増加すること

(気管支炎は2.009倍、2.676倍増加し、結核の場合

は3.535倍、4.637倍増加する)が統計的に有意が

確認され、統計的に有意ではなかったが、高血圧と

心臓疾患で、その傾向が増加するものと確認されて

いるにのうち特に気管支炎と結核の場合は重要な

撹乱要因である喫煙歴を補正しても、その統計的有

意牲が維持されることが分かった)。

患者の重篤度により治療順応度に差異があるか

を確認してみたが、日IJに差異は確認されなかった。



表8　患者等級別疾病有病率

疾患 正常 じん肺擬症 じん肺症・硅肺症 計

計 64(100.0) 561(100.0) 415(100.0) 1040(100.0)

高血圧

患者数(％) 15(23.4) 162(28.9) 133(32.1) 310(29.8)
治療× 4(26.7) 54(33.3) 48(36.1) 106(34.2)
治療○ 11(73.3) 108(66.7) 85(63.9) 204(65.8)

糖尿病

患者数(％) 10(15.6) 84(15.0) 49(11.8) 143(13.8)
治療× 5(50.0) 35(41.7) 24(49.0) 64(44.8)
治療○ 5(50.0) 49(58.3) 25(51.0) 79(55.2)

肝臓疾患

患者数(％) 12(18.8) 151(27.0) 100(24.1) 263(25.3)
治療× 6(50.0) 91(60.3) 63(63.0) 160(60.8)
治療○ 6(50.0) 60(39.7) 37(37.0) 103(39.2)

気管支炎

患者数(％) 40(62.5) 432(77.0) 339(81.7) 811(78.0)
治療× 24(60.0) 202(46.8) 135(39.8) 361(44.5)
治療○ 16(40.0) 230(53.2) 204(60.2) 450(55.5)

結核
患者数(％) 4(6.3) 107(19.1) 98(23.6) 209(20.1)
治療× 1(25.0) 38(35.5) 38(38.8) 77(36.8)
治療○ 3(75.0) 69(64.5) 60(61.2) 132(63.2)

関節炎

患者数(％) 37(57.8) 324(57.8) 242(58.3) 603(58.0)
治療× 15(40.5) 119(36.7) 104(43.0) 238(39.5)
治療○ 22(59.5) 205(63.3) 138(57.0) 365(60.5)

捻挫

患者数(％) 49(76.6) 359(64.0) 269(64.8) 677(65.1)
治療× 17(34.7) 124(34.5) 84(31.2) 225(33.2)
治療○ 32(65.3) 235(65.5) 185(68.8) 452(66.8)

心臓疾患

患者数(％) 19(29.7) 205(36.5) 175(42.2) 399(38.4)
治療× 14(73.7) 121(59.0) 90(51.4) 225(56.4)
治療○ 5(26.3) 84(41.0) 85(48.6) 174(43.6)

表9　じん肺擬症とじん肺症あるいは硅肺症患者の疾病危険度

喫煙歴を補正した後にも気管支炎と結核の疾病危険度は優位な水準で維持されている
①2.021(1.1703.490) ③3.472(1.2349.774)
②2.633(1.4904.655) ④4.362(1.54312.333)

正常 じん肺擬症 じん肺症・硅肺症

対応比 対応比 95%信頼区間 対応比 95%信頼区間
高血圧 1.0 1.326 0.723～2.432 1.541 0.834～2.847
糖尿病 1.0 0.951 0.466～1.941 0.723 0.346～1.512
肝臓疾患 1.0 1.596 0.829～3.072 1.376 0.706～2.680
気管支炎 1.0 2.009① 1.167～3.458 2.676② 1.523～4.704
結核 1.0 3.535③ 1.257～9.940 4.637④ 1.644～13.083
関節炎 1.0 0.998 0.591～1.684 1.021 0.599～1.740
捻挫 1.0 0.544 0.298～0.995 0.564 0.306～1.041

心臓疾患 1.0 1.364 0.777～2.395 1.727 0.976～3.055
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表10各種疾患別「じん肺擬症」と「じん肺症あるいは荏肺症」の治療に応じない程度

31J、常用労働者5人以上の事業所月賃金総額167.1

万ウォン[2001.5J)

5)症状有病率

呼吸困難の程度を尋ねたとき、ひどい呼吸困難

症状である「日常動作にも息が切れる」と答えた人

が、全体の38.9%に達していることが分かり、これ

を最近「じん肺症・珪肺症」患者と確定した人で見る

と、58.1%ほども確認されている。しかし、ここで注意

してみる部分としては、「じん肺擬症」と分類された人

も32.8%もひどく「息が切れたjと答えたということで、

実際に現場でわたしが、じん肺患者を問診してみる

と、客観的な証拠(胸部撮影所見等)に比べ、「日常

活動能力」が顕著に低下する人をたくさん発見する

ことができ、これは患者の「判定jに、より「総合的な

表11 治療を受けない理由

表12r金がないから」と答えた人の年齢分布 (単

位人)
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表13r金がないから」と答えた人の月収入額分布
(単位人)

(%) 

l人欠(本研究調査の対象者1，040人全体の月平均収

入額 52.5万ウォン)

表14呼吸困難の程度

健康状態jについての評価が必ず入らなければな

らないという点を示唆したと言える。これは障害等級

のうち最も良好だとする11等級の判定者のうちでも、

49.6%もが「息がひどく切れる」と答えた結果からも

同じく確認されている。

重症の疾患を疑える「症状」調査で、 i3か月以

上咳と疾(たいてい結核と慢性閉鎖性肺疾患の疑

い)J、「胸痛(心臓疾患の疑い)J、「関節と筋肉痛」

などに全体回答者の70%以上がそうだと答え、そ

の他にも「ひどい体重減少(各種の成人病や癌な

ど慢性消耗性疾患があるとき)Jと「胸焼け(胃腸疾

患)J、「歯痛」などは40%を超える水準でそうだと答

えたことが分かった。この「症状j調査の結果は、前

で分析した多様な健康異常の症状とほe.Aど一致す



表15 最近の診断結果*による患者等級別呼吸困難

の程度

16.9) (24.7) (58.1) (100.0 

*ここで、前の分析でとは違って「最近の診断結果によ

る患者等級」を利用した理由は、最近の診断水準が現

在の呼吸困難水準をより正確に反映すると仮定したか

らである。

表16 最近の診断結果*(こよる患者等級別呼吸困難

の程度

0) 

*ここで、前の分析でとは違って「最近の診断結果によ

る患者等級」を利用した理由は、最近の診断水準が現

在の呼吸困難水準をより正確に反映すると仮定したか

らである。

るものとして、特に呼吸器系疾患と心血管系疾患等

に対し、より精密な診察と治療が集中されねばなら

ないことを示唆すると思う。

6)症状危険度

「重篤な症状」について、患者等級別「症状危険

度」を推算してみると、「咳、疾」では「じん肺症、珪肺

症」患者だけ、「胸痛1項目では「じん肺擬症Jと「じん

肺症・珪肺症」患者の危険度が、統計的に有意に

高かったが、「正常j人に比べて咳と疲の場合は3.351

倍、そして、胸痛の場合はそれぞれ2.993倍と5.058

倍高かった。これもまた前で記述した結果を支持し

てくれる所見である。もちろん、この部分も最も重要

な撹乱要因である喫煙歴を補正した後にも、有意に

確認されている。

7)その他の事項

現在喫煙者は全体の58.3%で、現在喫煙者の喫

煙量を見ると平均23.8PackYear (1日に1箱ずつ1

年吸えばlPackYe訂と言う)であった。飲酒は全体の

54.5%が「現在も飲むjと答え(一般人口でも年代に

より若い人が主に多く飲み、年を取ると一貫して減

少している傾向を見せており、 1995年統計庁の資

料によると40.8~74.3%が飲酒すると答えている)、

彼らの飲酒量をアンケート用紙で尋ね推算した結果、

だいたい1人が1年に2合入りの焼酎を79本飲んで

いるものと推算できた。この喫煙と飲酒についての

情報は、前述した各種の疾病と症状分析で「撹乱要

因」と見倣し、その影響を補正しようと母型に加えた。

表17重症疾患を疑える症状有病率

安全センタ情報2004年1・2月号 25 
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表18rじん肺擬症」と「じん肺症あるいは荏肺症患者」の各種症状別危険度

1o 0 

喫煙歴を補正した後にも咳、疾と胸痛の症状危険度は有意な水準で維持されている

①3.374 (1.6686.828) ②3.014(1.7775.111) ③5.174 (2.9539.067) 

表19 喫煙の有無

表20喫煙者の喫煙歴

標準偏 j最小値 j最大値
差 (py) (py) 

21.3 。
15.1 0 110 

3.結論および提案

1)より幅広い療養基準の拡大

表21 飲酒の有無

現行のじん肺法によると、じん肺症と診断された

者として療養を必要とする条件(じん肺症の合併症

または続発症肺結核、結核性胸膜炎、続発性気

胸、続発性気管支炎、続発性気管支拡張症、肺気

腫があり、医学的に療養が必要だと認められる

者、じん肺と診断された者で高度の心肺機能障害

日常生活を営むのに支障がもたらされる程度が

あり、医学的に療養が必要だと認められる者、じん

肺症の病形が第4型で大陰影の大きさが片側肺野

の1/2を超えて併発症感染の予防および、その他の

処置が必要だと認められる者、じん肺擬症(0/1)で

ある者で肺結核が合併し療養が必要だと認められ

る者)が明文化されており、この適用または基準よ

表22 現在飲酒者の1年平均アルコール摂取量

l人当りl年平均アルコール

摂取量(アルコール80gを焼

酎l本に換算)

79.3人

124.6人

71.4人

8之6人
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u
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日

u
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日

u
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日
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『じん肺療養合用化法案研究 日本のじん肺制度との比較を中心として』

総論 棒'1 ,1・労働耐「光院発行(2003年5月)

韓国のじん肺患占の現況とじん肺制度

幹国じん~I[i岩、者の社会保障的改革に閣する調査研究

日本のじん肺缶、者の現況と問題点

l J木のじん肺患占のと主活実態調査

じん仙'l療養補償及び療養布1'度に閣する円砕比較 

結論 実施点と今後の方向

著苗のひとり劉氾相氏が 2003年 10月に来H調杏。 3章、 H木の統J十資料等は、全国

安全センター古谷杉郎事務局長の手によるをのである。

り厳格に、多くのじん肺患者が、療養体系内に入れ

ずにいる。五際に全体の対象者について論l食して

みた結束、日常生活を常むのに支障がもたらされ

る科度(恒常勤作にも足、が切れる)と心肺機能に問

題がある人 (3 29人)のうちでじん肺と関連して療養

給付を受けている人(179人)が5 4 . 4 %に過ぎず、残

る4 5 . 6 %は療養給付を受けていない宅『と碓認され

る等、基準設定とその適用に現五的な問題点が確

認されている。また、気管支炎と結核のみならず、而

血圧とJ心臓疾患のようなJ心血管系疾患の危険が増

加する証拠が、 質して羽金粘米で確認されている

と考えられ(高血圧、心臓疾忠の危険度がじん肺起

の重篤度がJ自加するほど増加する似 InJを見せてお

り、これのイJJ ,丙率も 般人口集問のそれに比べ高

い)、僚益.!;!;Ifのうちてサ乎吸:m系中,｛ ¥Oコ医宇的計イ曲

基準を、心血管系疾患にまでより拡大・改正する必

要がある。

2) じん肺症判定基準の変更

現行のじん肺起の判定のうちで、じん肺縦起と規

定されξ疾j患状態は、実際にそ江集凶が包括する

疾患の重;窮度の範囲がとても広いことが確認され

ており、これの再整備が念、がれる実状である。じん

肺擬府患者が持っている気管支炎や結核の有病

率( 7 7 . 0%、19.1% )だけ見ても、了E市;な人(62.5%、

6.3%)と違って、じん肺症や荏肺出と修診された人の

水準(81.7%、23.6%) にほとんど似ており、 般人

にJtベエ009 倍、 3,535 倍程度高い五感危険度を見

せている(統百|的に意味ある本準)。したがって、よ

切散!えした患者管理の観点を持ち、じん肺痕の判定

基準を大幅に改書する必盟がある。

3) r暮らしの質」についての評価

じん肺(擬)症患者の「暮らしの質」は、疾患の垂

篤度と共にほとんど比例して悪くなるが、省:観的な医

学的証拠が足りず、疾病治療および年計支援の必

要性が認められξ¢が難しい場合も少なくない。よっ

て忠者に総体的な「器らしの質」を許制できる指標の

同発と適 JIJを通じて、現実的な評伺を遂行しなけれ

ばならないと判断される。例えば、たやすくは「円常

生活動作」のような日常生活遂行能力を計｛曲したり、

健雑には「社会的支持水準の評価」など多様な評価

道只を適用し、彼らの「現実」を十分に比映しなけれ

ばならないだ、ろう。

4) 1次診療時の診療費免除あるいは補助

凶答者全体のうちH常的な疾患治療を受けてい

ないと符えた者 (817人)の52.1%(426 人)カ入「金が

ない」ことが主要な瑚山だ、と答えている。また本研究

調合i対象者1,0 4 0人の平均月収入が52.5万ウォン

と確認されている。普通、じん肺(擬)症と関連して

発生する健康異常の症状は、 fR4>:的な治療が簡

単でない「持続的な広状治療」が重要なことカちで

ある。よって、彼らの医療利用の域も代表的な障

害要凶である1次的症状治療時に所要となる治療

費用の免除、あるいは主援が必要なことと判断さ

れる。最も良いととは、このような常時的な医療要

求を充足させてくれる「じん肺専門病院」の無料利

用が許される制度的整備が必要だと判断さ 阿T内
れる。 祉岨

1
 2

補
l
 3

補
2.
 4
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中国の小零細炭鉱における
労働災害の防止に関する研究

人民大学労使関係人的資源校

2002年6月29日に、全国人民代表大会により「中 
間人民共和国労働安全法」が公布されたことは、中 
国の人々にとって大いに歓迎すべきことであった。 
しかし、労働安全の残酷な状況は、変わったのだろ 
うか？
不完全な統計によっても、同法の施行以来(2002 
年11月1日から2003年3月31日の間に)、747件の 
炭鉱災害が発生し、それによる死者1,318名、負傷 
者85名、行方不明者211名であった。そのうち、火 
災事故が3件で、死者1名、行方不明者30名、落盤 
事故が322件で、死者322名、負傷者3名、行方不 
明者3名、ガス瀑発が139件で、死者606名、負傷 
者58名、行方不明者90名、陥没事故が89件で、死 
者103名、負傷者3名、行方不明者12名、冠水事 
故が35件で、死者46名、負傷者17名、行方不明者 
66名、瀑破事故が13件で、死者16名、負傷者3名、 
その他の事故が147件で、死者175名、行方不明者 
10名、であった。

これらの災害のうち、504件が、郷鎮企業及び私 
的所有企業におけるもので、67.5%を占め、また、 
954名が死亡(行方不明者は含まず)、全死亡者数 
の72.4%を占めている。その災害のほとんどは、火 
災、ガス爆発及び陥没事故であり、合計400件で、 
死者822名となっている(上記企業全体の79.4%、 
行方不明者は含まず)。

いくつかの資料によると、炭鉱におけるじん肺患 
者が210,000Aにのぼることを示している。状況は、 
深刻という以上のものである。
郷鎮企業及び私的所有企業において、あまりに 

も多くの災害が発生している。2003年3月以降も、

3月22日に、3件のとりわけ大きな災害が、陕西省 
Luiliang地域の郷鎮企業で発生し、64名が死亡し 
ている(行方不明者は含まず)。旧本でも報道され 
ているように、その後も炭鉱災害が相次いでいる。］
近年、中国国務院は、安全生産に関するいくつ 

_法令を発布し、一連の原則と方針(「安全な生産、 
生産のための安全」、「安全第一、予防指向」等々) 
を定式化し、機械化した生産•管理の水準を改善し、 
また、労働者の労働条件と労働安全衛生のレベル 
を大いに改善した。その一方で、中国政府は、採炭 
の発注のあり方を調整することに大きな努力を払い、 
数多くの不適格な小零細炭鉱を閉鎖、転換させてき 
た。その結果、小零細炭鉱における災害と死亡者 
数は、近年、著しく減少した。しかしながら、安全生産 
法が施行された後、かなりの災害隠しが存在してい 
る(甘粛省のXiao Nangou炭鉱、湖南省のFengyuan 
炭鉱やShunxing炭鉱など)。

マスコミ報道の多くは、これを腐敗や地域の保護 
主義のせいにしているが、より奥深い理由を見いだ 
すことができると考えている。
理由①安全監督システ厶の欠如
上述のように、中国政府は、安全生産に関する 

多くの法令を策定してきた。それは、多数の小零細 
炭鉱の転換によって、生産量の減少をもたらした。 
しかし、供給と需要の大きなアンパランスは、いくら 
かの閉鎖した企業をして、命令に背き、生産を再開 
する気にさせている。
多くの国において、労働安全衛生監督は、通常 

労働省によって行われている。この仕組みは、「三
28安全センター情報2004年1• 2月号



者(政労使)監督」でi l ' ;る二とが望ましい。 1998年以

前は、 '1'国でも同様であった。 1999年の機構改革

後は、|玉|系労働安全局の機能と権限の範凶 1-'1にあ

る。しかし、このシステム設計は、「自己監督」に陥る

という懸念を回避することはできない。国家炭鉱安

全局は、地方政附から独立しているととはできない。

結果的に、効果的に災需を抑止することができてい

ない。

理由②営業許認可システムの欠如

政府は、今後は日向な炭鉱開発を認めるつもり

はないととを明定しており、許認可権は地方政府に

与えられることになるだろう。こうしたルールは、「中

間人民共和国鉱物資源法」、「炭鉱法」、「炭日開発

管開措置」、その他の法律に示されている。しかし、

今なお違法な小零細炭鉱が盛んになる状況をコン

トロールすることはできていない。

理由③不完全な業務災害保険システム

'1'国では、業務災告保険 (EIl)は 1951年に ['1'華
人民共和|玉|労働保険規則」が父付されて、段初は

企業の臓員 (staff)について確¥ r .され、ニオ1は 1953

年に改iTされた。この改了王は、労働保険の対象を

拡張して、同有、公私共有、私有及び集団所有の

一仁場、鉱山、及び鉄道、航空、郵便、電気通信、運

輸業などの基幹部 I"Jの企業をカバーするようになっ

た。

過ぷ 15年|山、継続的に附属の 連の団連法令

を含めて発民してきでいる。業務災当保険は、経済

の発展と社会の安定に、大きな役割を果している。

市場経済と労働 )J流動化のた詑の改革のニーズを

満たすために、業務災当保険の対象はさらに拡大

されなければならない。 1996年に出された「企業虚

業災宵保険試行対策」が、労働者のために産業災

告保険に加入することを強制的に求め、「炭鉱法」

もまた、炭鉱は労働者のために個人傷害保険に加

入しなければならなし止明確に指示し、さらにいくつ

かの川や地域が、労働者のた訟の保険費用を支払

うことを要求する文占を発行したとはいう宅のの、全

てのJ首肯はいまだ履行されていない。炭鉱災害の

頻度が高いことから、牡会保険機閣は、産業災当

保険を認めることを渋っている。したがって、いくらか

の大規模、 '1'規模の国イl炭鉱はその労働者に産

業災害保険を与えてはいるもrJ:の、莫大な数の小

零細炭鉱は、支出を削減したいがために、その労働

者に保険をかけていない。郷鎖及び私イl鉱山にお

ける[pcasant workcrs (農民労働者?)Jは、その労

働条1 '1がきわめて劣 IAiであるにもかかわらず、現

廷には業務災当保険の対象に含まれていない。炭

鉱災害がアンダーグラウンドで発生す才リま、隠置さ

れるか、「内々に解決」してしまうおそれがある。

対策の検討:新たなシステムの提案

1 炭鉱での安全監督の強制的実行の強化

監督が、中国の政治システムによって影響を乏

けるようなことがあってはならない。安全管理の効

果を両めるために、昨督部門を強化し、取督の効率

を広めなければな~~tJ_lr ~o 運JIJがd容易で、経済変化・

改革の影響による法の不安定さを減少させるような、

体系的かつ科学的なやり方で、適切な法令を策定

するための能 )Jのあるス夕、ソフを組織することがき

わめて重要で去る。経済的誘導のてことして差別的、

定動保険料率の設定と、効呆的な業務災害保険の

実励と懲詰Ji的メカニズムを確すーすること。

Z 具体的な安全措置の策定と執行の改善

炭鉱における災宵頻度の高さ、経 gの復施さや

システムの多様性のゆえに、 J , !伝の状況に適合さ

せるために、キH関関係のある諸法律を改訂、完成

させることが必 l立である。

リ ダーや専門部 1J" 7l!災当に対処するレベルと

能力に、焦点を出てる必要がある。したがって、特

化した専門家を古、成すξ 二とがき才コめて童公である。

3 炭鉱産業経営の認証システムの策定と向上

多数の小法な小零細炭鉱が閉鎖され、その後、

採炭が安上がりであることから、命令を無視して採

炭が再開された。天然資源が|玉'lポまたは人民に帰

属し、労働力が安く、炭鉱への投資は不法利得を得

ることができξ というのは、地下から黄金を刷ること
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に似ている 小零細炭鉱のほとんど全ては、太き

な国イl炭鉱カら子に人れた横流し品を所イJしてお

り、後者は彼らのために排点、換気をしているような

モのである。炭鉱産業経営の認証条1'1を引き|げ

ることにより、資源活用の費用ばかりでなく、探鉱調

査や域境保護の費用、その他の経費をもを受け取

ることができる。また、企業がうた務災害保険の経費

や安全生産の預託金を文払わなければ、採炭許可

は与えられないととになろう。とれらの経費のいくら

かは、労働条i'Iを改書するために使われなければ

ならず、いくらかは業務災当保険基金を完全なをの

にするために伎われなければならない。

小零細炭鉱を閉鎖、調整することと同様に、市場

経済の使命と政府の責任を統合することは重要な

措置である。経済的手段によって炭鉱資湖、を管聞

いまた、できるだけ速やかに違法な小零細炭鉱を

「市場カミら欣逐」することもまた、政府の義務である0

4 投資の増加と炭鉱の労働条件の改善

条件が悪く、非効率で、頻繁に労働災当の発生

している、郷鎮汝び私有炭鉱における安全投資を

とりわけJ自大することが、より重必である。また、これ

仰鉱山の安全投資に対する深刻な資金不足、占

くて、時代遅れ、かつ非効率な技術設備の問題宅現

われてきている。したがって、安全投資を増六し、機

械化及び安全装置を改善することが重要である。

さらに、公的設備保証、災害救助、教育及び普

及を閣始するための、全国的な安全桁産基金を設

立すべきである。これは、より進んだ炭鉱固では

般的なI［組みで&iC、安全生産孟にとって非常に効果

的である。

5 トレーニング・システムの強化

借対的に危険な労働条什、低賃金、長崎|自l労働

という悪環境が原閃で、小手手細炭鉱の使用者は、

そのほとんどが貨が低く、政策や法令、安全規則に

対する理解 )JIこ劣り、安全に対する考え方は不適

切、 R己防御、相互防御能力も低い、間出 antwork,町S

を募集しなければならない。とのごとは、すでに述べ

た低コストをもたらしている。したがって、安全能力の

トレーニングが 層重要になり、地点政府は、卜レー

ニングのメカニズムを完全なものにしなければなら

ない。また、小事細炭鉱における、強制的なトレー

ニング・システAtJ 1策定さなければなうない。安全能

)Jトレーニングにおける 部として、 「問拙泊tworke四」

白身心ワイニシアティブと注意を喚起しなけれはならず、

そのととは、炭鉱における災害発生の大幅な減少

に寄与するだろう。

6目業務災害保険システムの実施

小零細炭鉱がじん肺患者数、災下害発やや死亡者

数の最大の部分を占めていることから、 peasant

workcrs の生命は倖保されているとは言えない。ア

メリカやドイツ、イギリス、 H本、その他諸国におけ

る業務災当保険の実践から、以下の教訓を導き山

すととができる。

岳災害防止、職業リハビリ、被災労働者の再雇

用に関する、使用者の責任を強化すること。

②炭鉱に宇3ける同一労働組台業務災害保険を

設肯し、業務災需保険基金を設¥r.すること。

業務災'占保険基金の運営組織は、仕事により負

傷し、死亡した炭鉱労働斉とその家族に補償を行う

ために、炭鉱及び社会から広く資金を集めなけれ

ばな巳ない。業務災当保険基金の 定の割合の資

金は、災害の発生防止のために引き刑される。

現在、炭鉱のうた務災需保険システムは、完全に

は確立されていない。多数の小 d者細炭鉱が、保険

に加入していない。現存のシステムや法令の制約

のために、全中国を通じた炭鉱業務災需保険シス

テムを設置することはき止めて困難である。今円、

［:li［有を原則として、［:li［有の地方鉱山と全|玉|鉱山が共

存している。業務災需社会保険、世利保険及び使

用者責任の混合した体系が、炭鉱の様々な種類の

ニーズを満たすととができる。との体系は、過渡期

の形態として活 JIJできる。状況が熟してくれば、炭鉱

業務災当保険システムを完全に五施することがで

きるロ

これは、恒産を|今げるために、人々の桁活の水

準と質を高めるための毛のであるから、人々の 111 1.や

命に値段をつけることを許すようなととがあっては

ならない。小零細炭鉱に、社会全体の関心

がより 層向けられなければならない。 国
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特集②/はつり労働者のじん肺等健康障害
斫り(はつり)労働者のじん肺等 
健康障害-大阪、沖網… 
過労性疾患の補償•予防に問題提起

片岡明彦
関西労働者安全センター事務局次長

全国安全センターが毎年行っている全国一斉労 
災職業病電話相談。

1998年10月のその相談に電話をかけてきたMさ 
んが、いわゆる「はつり」労働者だったことがきっか 
けだった。「はつり」とは、建築、解体の現場でチッ 
パー、ブレーカー、削岩機など手持ち振動工具を使 
用して行う、コンクリート等の破砕、切削などの作業 
をいう。

しばらくしてMさんは、知り合いのNさんを連れて 
きた。Nさんは、はつり36年のベテラン。じん肺をご 
まかしながら就労していたが、勤め先からコンクリー 
トエ場への配転と給料半減を通告されていた。1999 
年、55歳の春、はじめての管理区分申請の結果、 
IV型「管理3 ロ」続発性気管支炎と決定された。Mさ 
んは熊本出身だったが、Nさんは、筆者は初めて聞 
く姓で、沖縄県久米島の出身だった。その知人、友 
人のはつり労働者もひとり、またひとりと関西労働者 
安全センターに来所、労災認定者は2000年7名、 
2001年はその倍程度と徐々に増え、今日に至って 
いる。
出身地では大阪以外が圧倒的に多く、沖縄が過

半数に達した。沖縄本島、久米島のほか目立つの 
は粟国島関係者で、粟国島出身者は多く、とくに戦 
後、那覇市内ではつり業に就き、この人たちが大阪 
に出てきて大阪市北区の一画でハツリ業を盛んに 
行ったことを知った。現在も、北区の天神橋筋6 丁 
目界隈、那覇市与儀周辺はともにハツリ業者と労働 
者が多い。

ひとつの診療所に通院している、こうした元はつ 
り労働者を対象にして、聞き取り調査聴力検査など 
を行い、分析と提言を2003年5月、報告書(「はつり 
労働者の健康調査一52事例の解析一」(36頁参照) 
にまとめた。調査対象は、2001年3月時点で、ある 
ひとっの診療所に通院中の主にじん肺労災認定患 
者53名だったが、振動障害、難聴も高率に罹患し 
ていることがわかった。

その後も、はつり仲間の伝手で少しずつ相談者 
があり、労災認定を受ける人も増加していたが、2002 
年9月に、沖縄県那覇市で入院中の離職者Sさんか 
ら相談があった。少し時間はかかったが、Sさんは、 
じん肺•合併症で2003年9月に労災認定された。所 
轄の沖縄労働基準監督署では、「ハツリ労働者の労
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ることができた圃¥r.病院の主治区が、「私は標準フィ

ルムの I型を見てもどこにじん 11市があるのかわから

ない。じん肺だと青うのなら、わかる先生に見てもら

えばいい。 」と、 'l然と言うのには少々驚いた。休業

補償請求用紙の病名欄にlr肺結核」としか記入して

もらえなかった。

しかたなく、彼の弁を別紙に記して請求川紙に添

付した。じんj怖所見については結局、平肝敏夫先生

(むうの亀戸ひまわり診療所)にレントゲン与兵を読

影してもらわなけれはきならなかった。

ラマダ・ルネ!ノサノス・リゾ 卜・オキナワ(恩納村)

災認定は聞いたことがない」むり。沖縄労働局で

も同様の以応だった。そして、沖縄行きは、後で述べ

る 10月の楠談会で5日 Uとなった。

今後の課題は、救済活動の強化継続、被災労働

者及び現役労働者の組織化、提百の実現だと考え

ている。ヨセンターとしては、大阪と沖縄での取り組

みしかないが、はつり労働者を取り巻く状況は全国

的に共通だ、ろう。取り組みを他の地域にも広げてい

ければと考えている。

労災認定されたSさん

じん肺・肺結核・続充fl気管支拡張症で、沖縄県

害見城市内の病院に入院'1'のSさん (72i,~) に対し

て、 2003年 9月、沖縄労県岩は、業務上疾病と認め

る決定を行った (2002年 11月に労災請求)。

粟国島出身のSさんは、 20 代後半からはつり作

業に就いた。一時、大阪で働いたが、主に沖縄で作

業に従事した。 5さんによれば、最終粉じん作業は

沖縄県恩納村にあるホテル「ラマダ・ルネ yサンス-

1)'/ート・オキナワ」建設L 事(佐藤L 業とJ也ノし大手・

同場組の JV) で、 1987"ド前後とみ巳れたため、所轄

の沖縄労基署に労災請求となった。 Aさんは、約自

午前から呼吸器出状で入通院していたところ、県立

病院で結核と診断され、圃¥r.病院に転院し約 1"ド|日I
の入院の後、地元の総合病院に転院した。ここで本

人に而談した。

1~-.: ¥r.病院、固な病院いずれも労災補償のための

サポートを行っていなかった。労災請求前に面会す

沖縄県のじん肺

ところで、 Sさんが最後に雇用されていたはつり業

者は、 Y組とL汚名の知れた「大手J(といっても小企

業)のはつりた者だったが、 Y組は、じん肺i:i;で定め

られてじん11市健診を全く実施していなかった。 Sさん

が認定された現存でも行っていない。沖縄労働局、

引 l'純労基署にも指専を'~請したが、未だにY組へ

の事情聴取さえfTわれていない。 Y組がしていない

ぐらいだから、まず他の業者はしていない。ちなみ

に、 Y 組社長も民国品出身。

沖縄県のじん肺に閣するデータを、少し調べてみ

た。

まず、れ'l純lRにおける過去 10年 IUJの「じん肺及び

その合併症での新規労災認定件数」。これは、被災

労働者の「応終粉じん作業が沖縄県|人jであったもの

のf' 1数」を示している。

加 1年度寸)件(建設業→lf牛) 、別口 l、1999-
2、1998-1 、1997-5 、1996-1 、1995-2 、1994

1、1993-0 、1992-20

建設業での認定毛主るようだが、労働局などによ

ると、県内のトンネル_l事が艮終職場であった事例

ということだ。

一)j、却01年のj沖縄県のじんilI市管理区分決定状

況をみξ と、全体で 3件(すべてセメント製造業で管

理 2) 。はつり作業者が設当すると考えられる「ずい

道工事以外の建設業」は、当然、 0件。管理区分申

請はじん肺健診で有所見とされた者について行わ

才lるので、実際にハツリゴ走者からじん肺健診結果の

届け山があるかについて、沖縄労働局に聞いたと
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天明佳臣先生(10.9那覇職業病相談会官公労共済会館)

ころ、「ない」とのことだった。
「沖縄県のはつり業者は法定じん肺健診を全く実 

施していない」ことはまず間違いがなかろう。
一方、これまで面談した沖縄の医師が、「沖縄の 

医者は沖縄にはじん肺患者はいないと思ってます 
よ」、「大学で沖縄ではじん肺は発生していないと教 
えられた」と語っている。住民健診で異常を指摘され 
ながら、精密健診で結核ではないことが確認された 
だけだったという、複数のはつり労働者もいた。
医療の側のじん肺への理解不足は、何も沖縄に 

限ったことではないが、「沖縄ではじん肺は起こって 
いない、じん肺患者はいない」という認識は、ちと問 
題が大きい。この点は、労働行政も同様だ。

なお、ある年の「都道府県別•業種別管理区分決 
定状況」、「都道府県別•業種別じん肺健康管理実 
施状況報告」は労働局のじん肺を主管する労働衛 
生課で、全都道府県のものが入手できる。端末か 
らの操作で簡単にプリントアウトされる。筆者は平成 
14年についてのデータをもらい、沖縄県の数字を 
知った。それぞれの全国計一覧表は、毎年10月の 
労働衛生週間の前に発行される「労働衛生のしお 
り」などで見ることができる。ただし、「じん肺健康管理 
実施状況報告」の業種分類は、その全国計よりも詳 
細な分類がされている。

10.11粟国島職業病相談会(左から筆者、白石、粟国村公民館)

那覇、粟国島で職業病相談会
Sさん労災認定を受け、沖縄県の斫り労働者、離 

職者の話をもっと聞くため10月6日から16日にかけ 
て沖縄に行った。今回は筆者だけではなく、大阪か 
ら粟国島出身の元はっり労働者2名、愛媛労働安 
全衛生センター事務局長の白石昭夫さん、全国労 
働安全衛生センター連絡会議議長の天明佳臣先生 
ご夫妻が参加した。筆者単独だったこれまでとは段 
違いの体制となった。
那覇市と粟国島の粟国村で行った職業病相談会 

などで、合わせて新たに21名の元斫り労働者、離職 
者から話を聞くことができ、遺族からの相談も1件あっ 
た。じん肺有所見あるいは有所見とみられる方が7 
割程度おり、聴力障害を合併する場合もあったが、 
振動障害についてはほとんどみられなかった。

たとえば、次のような相談があった。
□斫り歴：沖縄で約40年/死亡/アスベスト曝露 
歴を示す胸膜肥厚斑が全肺にわたっている。慢 
性呼吸不全による死亡とされた。新聞記事をみて 
相談に。

□斫り歴:大阪で10年、沖縄で34年/胸膜肥厚斑、 
軽度の不整形陰影あり、管理区分申請のために 
じん肺健診、聴力障害があり労災請求。

□斫り歴：大阪で15年、沖縄で18年/中等度の粒 
状影があり、続発性気管支炎とみられ、管理区 
分申請。

□斫り歴：大阪で13年、沖縄で20年/全肺野に粒 
状影、自覚症状はないが管理区分申請が必要
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i東嘬a,が'
(C? 2002 ALPS Mapuina Cq.,LW.

粟国島の位置

□斫り歴：大阪で28年、沖縄で16年/全肺野に粒 
状影、大陰影有り、呼吸器症状、じん肺健診し管 
理区分申請。

□斫り歴：大阪で10年、沖縄で30年/住民健診で 
何度も結核として指摘される。
なお、すべての相談者がじん肺健診を受けたこ 

とがなく、じん肺管理区分決定を受けていなかった。
滞在中に可能なことは進めたいと、相談者のか 

かりつけ開業医や、労働局の資料で知ったじん肺 
健診のできる病院に相談者といっしょに行き、医師 
に面談し、じん肺健診や聴力検査を受けた。その結 
果まず、2名の管理区分申請を沖縄労働局に、1名 
の難聴障害補償請求を那覇労基署に対して行った。
事前に大阪在住者のルートで那覇市、粟国島の 

離職者、現役労働者に声をかけることにし、そのお 
かけで相談に来た人が多かった。幸い那覇市の相 
談会には、西表敏克副委員長をはじめとする自治 
労沖縄県職員労働組合の方々の、粟国島では粟 
国村役場関係者の労を惜しまないご協力をいただ 
き、また、現地の斫り現役労働者、離職者、その家 
族の有志の方々からも多くのご協力があった。那覇 
相談会の前日には、県職労のはからいで県庁記者 
クラブで記者会見ができ、相談会当日の琉球新報 
に記事が掲載され、これを見て、相談に訪れた遺族 
もあった。

20年目の労災請求
さて、今回の滞在で進めなければならない懸案の
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ひと3が伊良皆徳助さん(85歳)の労災請求だった。 
沖縄県浦添市在住の伊良皆さんに会ったのは、2003 
年3月。伊良皆さんは、じん肺結核•アスベスト肺が 
んで労災認定された大阪在住元斫り労働者の遺族 
Bさんの親戚で、戦後、大阪に来た沖縄県粟国島出 
身斫り労働者の中でもっとも古い世代に属する。B 
さんからもらった伊良皆氏の障害者手帳のコピー 
には、「塵肺症により呼吸機能障害3級」とあった。
手帳は1982年6月に横浜市から交付されていた。 

伊良皆氏は、この少し前まで大阪で斫り作業に就い 
ていたが身体不調となり、息子のいる横浜に来て清 
掃の仕事をしていたが、健診でじん肺を指摘され、 
医師に、「これ以上仕事をしてはいけない」と言われ 
たという。そのあと沖縄にもどりずっと一人暮らしを 
続けてきて、1999年からは在宅酸素療法を受ける 
ようになった。いまは「要介護度1」と認定され、地域 
の医療、介護スタッフに支えられて暮らしている。

3月に、訪問看護にあたっている看護師さんの案 
内で、自宅を訪問し事情を聞いた。じん肺であるこ 
と、療養中であることが明らかなため、じん肺管理区 
分申請と労災請求をすることにしたが、事情で手続 
きが延びていたが、今回の訪問時に職歴等の聞き 
取りをし、労災請求書を作成することができた。

1940年に召集、ニューブリテン島で部隊を乗せた 
船が雷撃され沈没、九死に一生を得て沖縄にもどっ 
た。それ以来、約40年間斫り作業に従事した。最後 
は、大阪市北区に今もある沖縄出身の斫り業者で 
働いたということだった。
自己申立書を作成した翌日、じん肺健診結果報
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した。

全国労働安全衞生センター連絡会議(略称:全国安全センター)は、 
各地の地域安全(労災職業病)センターを母体とした、働く者の安全と 
健康のための全国ネットワークとして、1990年5月12日に設立されま

①最新情報満載の月刊誌「安全センター情報」 
を発行しているほか、②労災認定•補償問題等々 
での相談、③「労働安全衛生学校」の開催や講 
師の派遣など学習会•トレーニングへの協力、④ 
働く者の立場で調査•研究•政策提言、⑤世界の 
労働安全衛生団体との交流などさまざまな取り組

セン
みを行っています。

「安全センター情報」は、運動•行政•研究等各分野の最新情報の提 
供、動向の解説、問題提起や全国各地•世界各国の状況など、他で 
は得られない情報を満載しています。

伊良皆徳助氏の障害者手帳
告書を書いてもらった浦添市内の主治医の診療所 
で休業補償請求書の証明を受け、帰阪後、大阪- 
天満労基署に労災請求を行った。伊良皆さんは、 
「沖縄にもどってから市役所にも相談をしたこともあっ 
たが、どうにもならなかった」と話す。天満労基署は、 
11月18、19日に浦添市を訪れ、本人の事情聴取、 
医療機関調査を実施しており、一日も早い労災認 
定が望まれる。今回の訪問には、昔のはつり仲間 
3名が同行し、昔懐かしい話に花が咲いたのだった。

12月になり、じん肺•結核性胸膜炎で那覇市内に 
入院中のNさんが労災請求することになった。Nさ 
んは約30年間大阪ではつり作業に従事、今は粟国 
島に帰っており、10月の職業病相談会に来ていた。

伊良皆徳助氏

その後、村民健診で異常がみつかり、入院加療となっ 
たものだった。大阪•天満労基署に請求中だ。

すでに述べたように、沖縄労働局管内の斫り業 
者からのじん肺健診の報告は昨年は皆無、事業主 
側に認識が全くない状況といえるだろう。Sさんの件 
や、今回は述べなかったじん肺肺癌で死亡したBさ 
んの遺族補償請求などで、沖縄労働局、沖縄•那覇 
労基署で斫り労働者の問題を何度も話してきたが、 
認識は未だに極めて低い。ひとつずつ相談活動に 
取り組みつつ、その経験をもとにして、労働行政、事 
業者への働きかけをいかに行っていくのかが今後
の課題である。
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n玄つり労働者の健康調査|
一52事例の解析一

2003年5月
建設じん肺研究会

1.はじめに
本建設じん肺研究会のメンバーの一人が所属す 

る関西労働者安全センターは、毎年10月上旬に全 
国労働衛生安全センター連絡会議が主催する「全 
国一斉労災職業病電話相談」に参加してきてV巧。 
この相談活動は独自に活動している各地の安全衛 
生センター組織によって行われているが、「じん肺肺 
がん•アスベスト被害ホットライン」として実施した1998 
年の電話相談への相談者の一人が、はつり(斫り) 
労働者のMさんであった。
大阪市北区に住むMさんのはつり労働歴は約30 

年。阪神淡路大震災復旧工事中に肺結核を発症 
して8か月間の入院療養となり、会社から解雇され 
た。相談は、このときのじん肺•肺結核に対する労 
災補償を受けられないかということだった。故山下 
五郎先生(尼崎労働者安全衛生センター顧問)の診 
察により、Mさんはじん肺管理区分申請を初めて行 
い、労働基準局から管理区分決定を受けたが、話 
の中で大阪市北区天神橋筋6丁目(通称「天六」)周 
辺が、はつり業者とはつり労働者の集中地区であ 
ることを教えてもらった。しばらぐしてMさんは知り合 
いのNさんを相談に連れてきた。Nさんは本研究会 
メンバーの松浦の診察を経て、初めて管理区分申 
請を行い、合併症で労災認定を受けた。

このように同業の知人の紹介で、はつり労働者 
が一人またひとりと相談に訪れるようになり、松浦診 
療所に通院する元はつり労働者はかなりの数にの 
ぼ'るようになった。天六周辺在住のはつり業者とは 
つり労働者は、自身あるいは親が沖縄県出身であ 
る者が多く、患者も同様だった。相談に訪れた者の 
ほとんどがじん肺の健康診断を受け、管理区分申 
請をし、管理区分決定を受けるとともに、療養や休 
業が必要な場合には労災請求し認定を受けた。
相談者•患者が増えるにしたがい、次第にいくつ 

かの特徴的な問題点が浮び上がってきた。多くはは 
つり専業で従事歴が長いこと、比較的若年でも重度 
のじん肺がみられること、じん肺という病気のことや 
じん肺法•粉じん則といった法制度の存在や内容に 
ついてほとんど知らないこと、肺結核合併のような 
明らかな労災認定該当事例でも労災補償を受けて 
いないことがしばしばであること、振動障害とみられ 
る症状を有している者がいること、難聴が比較的多 
くみられることなどであった。また、病理解咅I)による 
病理組織検査の結果、職業性曝露が推定される量 
のアスベスト繊維が検出されてアスベスト肺がんと 
して労災認定された事例にも遭遇した。はつり労働 
者におけるアスベスト曝露も無視できない問題とし 
て認識するに至った。はつり作業における粉じん曝 
露濃度は他のじん肺多発職場と同様に相当高いと 
考えられるものの、隧道など他の職種の場合に比
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はつり作業で用いる振動工具と重機の例

(A)チッ)(-

( 8 )コンクリートカッター

(C)ブレーカー

(D)削岩機

(東芝再販売株式会干上パシフレy卜より)

(E)手ばつり

(F)) iッウホー(アタッチメント取替中)
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ベ、事態の深刻さ、対策の必 l比刊が看過されてい

る感があり、さらに、はつり作業における職業病対

策の不|分性は、建設現場全体にみられる共通の

問題を合んでいるのではないかとも考えられた。

はつり労働には、このような多くの課題があるに

もかかわらず、とれらの点に関する産業保健学的

守:場からの検討は、わずかな学会報告等を見るに

過ぎない。そこで、建設現場l主主卦するじん!附・粉じん

対策等の改書に取り組むととを U的に、本建設じん

肺研究会を2001年 4月にたちあげた。議論の中で、

はつり労働に才卦ナる問題を追求する 環として、患

者の健康障害の実態を明らかにするために而接調

杏を行うことになり、今|門|の調査に雫った。これまで

注目されていない職業集問としてのはつり労働者の

実態を明らかにすることによって、はつり作業に関

する安全衛中と労災補償についての現状を改善す

るたぜの契機としたいと考えたからである。

2.はつり作業の概要

「はつり労働者」は、建設、解体業において主とし

て「はつり(断り)作業」を行う労働者を指す。はつり

労働者は「はつり」業者または「はつり・解体」業者に

雇用されるか、小規模零細事業主としてのはつり業

者(一人親方を台む)としの¥r.場で、この作業に従事

している。はつり業者(俗にLめ斜) j )は、 般的に

は建設業における下請け末端に位置する小規模

事業主で変る。はつり業者は、コンフ' [ /ツサー・フ1'1/ー

カー・ユンボ・アイオンなどの工貝、機械を所イJし、

上部請負会社からの請け負い11:事を行っている。

請負元は、元請けて事会社(ゼネコン)の場合もあ

るが、その下請け会社である場合が多い。

はつ 7作業は、チッパー(与真 A)・コンクりートカ、ソ

ター( B )・ブLーカー (C)・自JI宕機 (D)等の手持ち動

力工只を使用して、コンクリー卜・アスファYレト・岩盤

等の破砕、切削、穿孔等を行う作業である。かつて

は、ノミとハンマーによる手ばつり (E)が行われたが、

次第に動力工具による作業となったoユンボ、アイ

オンと, lった重機 (F) も使用される。

はつり作業は、建設、解体における様々な一仁科

で行われる。たとえば、コンクリートの型枠を解休し

たf去の余分な部分の削り~Xり、道路補修了今事のた

めの路盤の面の削り取り、配管のためのコンケリー

トの溝切りと, lった作業がある。屋外での作業はも

とより、地下宣言、共|百I泌とL追った閉鎖A企山での作業

も多い。作業の特性上、苫しい粉じん、振動、騒下半

が発生する。

動))一仁具を駆動するためのコンブ。レッサー lT-rに
つき労働者2人が 組となり、コンブレ yサー、工具

一式を積載したトラックで現場に向かう。 i 事現場
ではつり作業が必叫な11寺にだけ行われる団係|、

作業期間は不定期になる場合が多く、また、大規模

ム事を別にすれば、短期間で次々と作業現場が定

わって L通くことになる。改造、解体一仁事では、その現

場の本米の業務が休止している期間が工事期間と

なるととも多い。仮問_l事になるとともある。

3.対象と方法

1)対象者

2002 年 l月現存、松 j前診療所に、呼吸お症状の

ために通院している者で、 lまつりての職歴を持つ 56

人全員に対し謝金協力を求め、このうち協力の惹

志友示。 :あった52人を今回の調査対象斉として設

定した。いずれも男ド|であった。

2) 面接調査

予め作成した謝金栗 (7資料編 1)調査票)を用い

て、同技による聞き取り調査を実施した。調査項 u
は、年齢などの基本的属-1'1にJJUえ、じん肺悶速の

肉覚症状とその経過、難聴と振動防自に閣する自

覚~iE状、職丹署、それぞ、れの雇用先における保護具

の使 JIJ状況などの安全衛や対策に閲する質問等

治的構成し、職歴を除き予め用意した選択肢カも回

答を求める形式とした。振動障害の症状であるレイ

ノー現象 (VWP: vibration旧 duc吋札rhite tin即日)

のイJ無の確認には、「指が白くなったことがあるか

合カリの質問のみでは疑陽性が多くなるロJ能性が考

えられたため、出現状況、白変の範岡、 Inl復|悼の状

況など¢質問も用意し、それらに対する回答結架か

ら VWFの有 J!l~を判断することにした。職府は、足終
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学校の卒う業E後均か、ら経千年ド的に司年ド単イ付、占>

外の職歴も含めて全て聞き取り、はつり工以少の職

慌にあっては「粉じんH暴露作業を伴っていたか合か」

「七綿曝露があったか斉か」全あわせて尋ねた。は

つり工としての職歴については、従事年数、振動工

具の使用状況に加え、雇用先ごとに防じんマスク、

耳衿、保護メガネ保護手袋の平均的な着川状況、

じん肺健診やじん!附教育のイl無についても質問し

た。日一会社に長年にわたって雇用されている場台

には、各積保護具の着 JIJ状況の変化などについて

毛確認した。これら作業条件の状況の検討にあたっ

ては、大きく10年区切りとした 196C年代下0年代、 80

年代、 9 0 +ド代の状況を、その期山で最も長く就労

していた職場で代表させることにした。

なお、而 t去を円滑に進めるために、対象者には職

歴を経年的に記した覚書を作成して持参するユとと、

労働局による最新の「じん11市管理区分決定通知書」

を持参するととの協力を求めた。また、而抜の資料

として振動一仁具のカタログなども川1ました。

面接の子順と質問 )j法は面接者問で予め統し

た上で、 2002 年 2月かう3月にカヰナて順次実施した。

なお、面接は一人あたり、ド均約 40 分似した。

3) 聴力検査

聴力検査を受診していた対象者に聴力検査結以

の提供を求めたととろ、 l人を除く 51人から協力が

得られた。全員が同 の耳鼻科院院での肱))検杏

を受けていた。聴力損火の評価は、聴力検査の結

果で伝古性難聴と診断された耳を除いて、労災桁償

訟で定1 1 :る6分法で評価した。

4.結果

1) 症例報告

今回の対象者の1[1内山、代友的な症例を以下に

報告する。

(1)典型的なじん肺所見を呈した例

1952 年生れの男性。管理区分決定時 48 歳。 19

歳 (197 l年)江ときに1年間鋳物会主1で配達の｛I事
をしたあと、はつり作業をはじめた。

G社(約 4年)、 11社(約 7年)、 I社係守 17年)の合計

約 28 年|山、はつり作業に専ら従事した。防じんマス

クはH社以降市時着用していたが、粉じんが激しい

ときはマスクの隙間から粉じんが流入してくることが

常であったむら。作業閣始後 10年Fl (30歳)前後
かう「日点、疾がよく山る」などの症状が山始め、 20 年

凶頃からとれら主状で医斉に通うようになり、じん肺

を指摘された。 2ωI年 5月、 「管理3口・ PR3・続発fl

気管文炎JC<!滑哩区分決定を初めて受けた心防じ

んマスク着用燃は比較的長いが、 3 0年弱の作業経

験によりじん肺が進展した例である。右に最近の胸

部l向I像を示す。管理区分決定後、労災認定され通

院加僚中であったカ¥, 2003 年 1月に肺結伎を発症

し入院となった。

振動障告については、過去l年以内にも寒冷曝

践にともなう 1I指発作を経験している。聴力障害に

ついては両高音滞感音難聴 (6分法:右 35.0 、町

民 3dB)と診断された。なお、耳栓の肴用経験は全
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くなかった。
(2) 振動障害で労災認定された例

1945年生れの男性。労災認定時56歳。16歳か 
ら19歳まで看板屋、土方、大工手伝いをした。20歳 
(1965年)から55歳までの36年間、はつり作業に専 
ら従事し、その間、約10社に勤務した。約15年間は 
沖縄で、その他の期間は大阪で働いた。防じんマス 
クを常時着用するようになったのは1973年以降で、 
耳栓は同時期から稀に着用するようになったと言う。 
作業開始後約16年目(36歳)頃から「咳、痰がよく 
出る」などの症状が出始め、31年目に会社の健診で 
じん肺(「軽度」との所見)を指摘されている。ただし、 
この時まで会社の健診(一般、じん肺とも)は一度も 
なかった。

じん肺健診を目的に松浦診療所を受診したが、 
レイノー現象発作を過去1年間にも経験しているな 
ど、むしろ振動障害の所見が目立ったため振動障 
害健診を受けた。総合判定では、末梢循環障害(V): 
自覚症状身体所見(S2) •検査成績(L3)、末梢神 
経障害:自覚症状身体所見(S1)•検査成績(L3)、 
運動器障害:右肘変形性関節症•手術的療法(不要) 
であり、休業加療を要すると診断されたため労災請 
求し、2002年3月認定された。なお、両感音難聴(6 
分法:右30.0、左29.2dB)との診断も受けている。
(3) 難聴で障害9級と認定された例

1938年生れの男性。管理区分決定時62歳。23 
歳(1961年)から62歳までの40年間、はつり作業に 
専ら従事。最初の2年間を除きJ社に勤務。防じん 
マスクは1978年頃から常時着用するようになったが、 
耳栓は時々着用する程度であった。電力会社関係 
の工事で、地下でのはつり作業によく従事したとい 
う。作業開始後27年目(50歳)頃から「咳、痰がよく 
出る」などの症状が出始め、34年目頃からそうした症 
状で医者にかかり、咳止めの薬を定期的に飲み始 
め、この頃に会社の健診でじん肺を指摘された。2001 
年5月、「管理3ロ-PR4(A, B) •続発性気管支炎」 
との管理区分決定を受け、労災請求し認定された。 
振動障害については、白指発作の経験はないが、 
寒冷期に手指のしびれが時々ある。

じん肺についての相談時に高度の難聴が推定さ 
れ耳鳴りの訴えもあったため、耳鼻科を受診をす

開放 125 250 500 1000 2000 4000 8000

C
> ロ-> \ 1

\ 1

-,C

[dB]125 250 500 1000 2000 4000 8000

すめ。その結果、両感音難聴(6分法:右63.3、左 
67.5dB、障害補償給付請求時)と診断され、障害補 
償給付を請求し、障害9級の認定を受けた。本調査 
における聴力検査結果を下に示す。
2)面接調査結果
(1)分析対象者の属性
調査対象として設定した52人全員が、面接調査 

を受けた。表1にそれらの者の属性を示す。調査時 
の年齢は48歳から76歳に分布し、平均は61歳で、 
10歳年齢階級別には60歳代が31人と最も多かっ 
た。はつり工として初めて就労した年は平均で1962 
年(年齢にして22歳)、はつり工の仕事から完全に 
退職したのは同じく平均で1999年(年齢にして59歳) 
で、その間の年数は平均36.4年であった。この間に 
はつり工として就労していた正味の期間は35.8年で、 
はつり工として仕事を始めてからは、他の職に就か 
ず、ほとんどの期間をはつり工として働いていたこと 
が分かる。正味の従事年数は最も短い者が16年、 
最長が49年と幅が広い。

はつり作業のうち、はつり用の各種振動工具(写 
真A〜D)を使用していた期間は34.1年と、正味の 
従事年数より1.7年短い。これは、振動工具がまだ 
導入されていない時期には手ばつり(写真E)が行 
われていたためである。

はつり工として就労した会社数は一人あたり平均 
4.6社で、その分布を図1に示した。就労会社数が1 
か所のみの者もいたが、多くは一つの会社にとどま
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図2じん肺管理区分決定を受けた
49人の管理区分の分布

図3じん肺管理区分別にみた工具
使用年数の分布

22人

O/n 

40 。 20 

3イ

2 

3口

4 

38 

中央値

37 

年

60 

ることなく、複数の会社に就労していた。最も多かったのはお年間に14

社に就労していた者であり、このケースを含め1か所あたりの就労年数

は平均12.1年であった。

(2)じん肺等の呼吸器障害
労働局から「じん肺管理区分決定通知書Jを受け

ていた者は、振動障害で労災認定を受けていた3人

を除く49人であった。それらの者のじん肺管理区分

の内訳を図2に示した。49人中、管理区分13ロ」と判

定された者が22人、管理区分14Jが4人と両者あわ

せて過半数を超えていた。管理区分12J13イJ13ロ」

の計45人の労災認定理由は、結核の合併が2人で、

残りは全例が続発性気管支炎であった。

図3は、じん肺管理区分とはつり作業に用いた振

動工具使用歴との関係を示したものである。工具使

用年数の中央値は13口jが37年、 14Jが38年と、 12J

あるいは13イ」に比べ、3年から5年長いが有意な

差ではない。工具の使用年数は粉じん曝露の機会

を示すものであるが、その時の作業環境、防じんマ

スクの着用状況などの影響も受けるため、粉じん曝

露量の指標としては精度が低いためと考えられる。

表2は、はつり工として就労開始後の、じん肺関

連症状の出現経過を従事年数で示したものである。

表に示した事項を全て経験した36人の結果である
が、「咳がよくでる」と自覚するようになったのは、は
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特集②/はつり労働者のじん肺等健康障害 目

つり作業を始めて平均26.6年経過した時点で、最短

がl年、最長が47年と個人間のばらつきは大きい。

およそその3年後に「健診などでじん肺を指摘」され

ている。さらに2年半後に、持続性の咳などの呼吸

器症状で通院を始め、その後、定期的な服用を開

始するにいたっていることが分かる。

なお、対象者52人のうち結核の治療歴を有する

者が、現在治療中の2人も含め11人いた。このこと

は、胸部画像所見でも確かめられている。うち7人は、

結核の治療中にじん肺の存在を主治医から指摘さ

れていたが、じん肺に合併した結核として労災申請

をするようにすすめられた者は4人にとどまっていた。

現在、今回の面接対象者の胸部HRCT、CTの
読影を、結節影、大陰影、線状影、胸膜プラークの

有無などに注目して、放射線科の専門医により進め

ている。写真は、そのうちの一例で、石綿曝露を強

く推定させる石灰化をともなった胸膜肥厚や線状影

が認められた例である。現在、 28人の読影が終了

したところであるが、その中から任意に選んだ6人の

HRCT所見等を表4に職歴とともに要約した。じん肺

管理区分に従って並べてある。他の職歴としては、

一人は隠道工と炭鉱夫、一人は炭鉱夫、一人は石

工を経験していたが、この3人を含めて全員が石綿

曝露の職歴を否定していた。線状影は28中11人に、

胸膜肥厚斑は軽度な変化も含めると21人に認めら

れている。はつり工のじん肺症例に胸膜肥厚斑が

見られたとする報告(1はつり作業者におけるじん肺

症の6例」藤井ら、産衛誌、42巻、p.662、第73回日

本産業衛生学会講演集、2000年)や、胸膜肥厚斑

が存在したじん肺に肺がんが合併したはつり工の症

例報告(1職業性石綿ばく露と石綿関連疾患基礎

知識と労災補償一」森永ら、p.256-259、三信図書、

2002年)、あるいは私たちの経験例(次頁参照)か

らも、今回の対象者の胸膜肥厚斑や線状影の原因

として、はつり労働者として従事した「吹きつけアスベ

スト建造物」や「アスベスト含有建材使用建造物」の

解体作業などが推定されよう。

表4線状影または胸膜肥厚斑を呈する6人の所見と職歴

調査時 HRCT/CT じん肺 はつり作業 その他の職歴職種と粉じん曝露

年齢 所見 管理区分 従事年数
職種と従事年数 粉じん右綿

71 線状影/胸膜肥厚 2 40 倉庫の片付け 3年 主正 主正

60 軽度の胸膜肥厚斑 3イ 42 なし 主正 主正

69 線状影/胸膜肥厚斑 3イ 38 自主道3年+漁業5年+炭鉱2年+自主道 1年+農業数年 有り 査正

68 線状影/胸膜肥厚斑 3ロ 40 炭鉱夫5年 有り 査正

60 線状影/胸膜肥厚斑 3ロ 37 農業兼石屋5年 有り 査正

60 線状影/胸膜肥厚斑 4 36 林業7年 査正 査正
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じん肺合併原発性肺がんで死亡し、死後の病理組織検査で

アスベスト肺がんとして労災認定された事例

1936年生れの男性。管理区分決定時64歳。今回の調査前に私たちが経験していた事例である。

出身地である沖縄県で農業、米軍基地工事(屋外、土工)に従事した後、24歳の頃から約40年間、

はつり作業に専ら従事した。2000年5月に肺結核を発症し入院。管理区分申請を初めて行い、同年

8月、「管理3イ・PR2・肺結核」との決定を受けた。このとき過去の職場の定期健診におけるX線写真

により肺結核の既往が確認されている。入院時に肺がんが発見され、療養休業中の同年9月に肺癌

で死亡。

病理解剖で高分化型肩平上皮がんと判明、石灰化をともなった胸膜肥厚もみられた。アスベストの

定量分析から、肺内アスベスト小体数3，286本/只(乾)、肺内アスベスト繊維数2，054本/只(乾)との結果

が得られ、「アスベストの職業性曝露が疑われるJと判断された。

以上の所見から、アスベスト肺がんによる死亡として業務上認定された(2003年4月からは「原発性

肺がんJは合併症となったため、管理2以上のじん肺有所見者に発症した原発性肺がんはすべて労

災補償の対象となったが、本事例の労災請求当時は、じん肺合併原発性肺がんは管理4または管理

4相当のじん肺に発症したものだけが業務上疾病とされていた)。

図5聴力障害等級と従事年数

耳疾患の既往のある7人を
除いた44人

従事年数

60 

図4労災等級(6分法)による聴力喪失レベル
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該当した2人であつた。

図5は、聴力障害等級とはつり工としての従事年

数との関係を示したものである。手ばつり作業でも

高い騒音を発することから、この期間も加えた従事

年数である。級外の者の従事年数が他の群に比べ

級外14級11級以下

20 
15 

(3)聴力障害

図4は、聴力検査結果の提供があった51人の結

果を、労災保険で定める6分法に従って労災障害

等級に分類した結果である。最多は、労災補償に

相当しない聴力損失なしミし基準範囲内の聴力を意

味する「級外jの者19人で、次いで11級が16人と多

かった。11級の自覚症状としては、両耳の聴力が1

メートル以上の距離では小声を解することができな

い程度、あるいは1耳の聴力が40センチメートル以

上の距離では普通の話し声を解することができない

程度に相当する、とされている。今回の対象者のう

10 5 。
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図5聴力障害等級と従事年数

耳鳴り | いつも l 
難聴の自覚| よくある

テレビの音を大きくする いつも

普通の大きさの声の聞こえ具合 IA|B| 

小さな声の聞こえ具合 | A 
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問題ない
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A 聞き取れないことが多い
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やや短いが、有意差はない。標本数が少ないこと、

従事年数は年数を評価していても日数、時間数は

含んでいないため騒音曝露指標としては精度が低

いことなどが、その理由と考えられる。

図6に聴力に関連する自覚症状の愁訴率を示し

た。「耳鳴りJI難聴の自覚Jを含め、日常生活での支

障を感じている人が少なくないことがうかがえる。

(4)振動障害
用意した質問の選択肢に対し、「寒冷曝露によっ

てJI掌背両側」に「手指遠位側から近位側にカヰナて」

「数分から数十分持続するJI白変現象」で「回復時

にシビレの増強などの違和感をともなう」と回答した

場合に、振動曝露によるレイノー現象(VWF)陽牲

と判定することにしたが、対象者52人のうち17人が

この判定に該当した(図7)017人のうち15人は、面

接調査時期を含んだ過去3か月の冬季にもVWF

を経験していると訴えていた。

一方、手指から上肢にかけてのシビレを愁訴す

る者は24人、肘関節の仲屈制限を愁訴する者も24

人と、ともに過半数に近い割合であった(図7)。なお、

clawhand(鷲手)などの尺骨神経麻庫の所見が1人

の右手に認められた。

表5は、振動障害の主要症状の組み合わせ別の

人数内訳を示したものである。いずれの症状もない

者は、わずか10人に過ぎない。残りの者はいずれ

かの症状を愁訴しており、そのうち4人はVWFも上

肢のシビレも肘関節の伸屈制限のいずれも訴えて

いた。

図8は、VWFの有無別にはつり作業に用いた振

動工具の使用年数の分布を示したものである。VWF

図7振動障害関連症状 表5振動障害関連症状の愁訴状況 図8VWFと工具使用年数
愁訴率

工具の

人
VWF しびれ 肘の制限 人数 使用年数

17(15) + + + 4 60 

+ + 5 

24 + + 3 • ' + 5 40 4 24 + + 7 

+ 8 ' • 
+ 10 20 • % 。 20 40 60 10 • 

VWF: vibratiorr-inwced white fingerて白
指発作)。、WFの()同の数値!ま直近の 肘の制限右屈ま曲たのは制左限のを肘愁関訴す節るの者伸展あるいは各にも発作を生じた者の人数。 。

VW有り VWF無し
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図9防じんマスクの着用
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図11保護メガネの着用
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有り群17人の平均使用年数は約34年、無し群35人

は平均35年と、両群聞に差は認められなかった。

標本数が少ないこと、就労日数が景気の変動を受

けて年によって大きく変わる就労形態では、使用年

数が振動曝露量の指標になりがたいことを示してい

るとも言えよう。

(5)保護具の使用状況

各年代における各種保護具の使用状況を図9か

ら図12に示した。

防じんマスク(図9)についてみると、 1960年代で

はごく一部の職場を除き着用されておらず、 1970年

代でも着用率は「常時Ji時々Ji稀」をあわせて過半

数に届かない状況であった。これに対し、 1980年代

では着用率は80%と高くなり、1990年代ではほぼ全

職場で、着用されるに至っていることが分かる。 1970

年代と1980年代の着用率の大きな違いは、1979年

に粉じん障害防止規則が施行されて、はつり作業

は「粉じん作業」として扱われることになり、事業者に

図10耳栓の着用
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図12保護手袋の着用
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「呼吸用保護具の使用J等が最低義務として課せら

れたことが影響していると考えられる。本規則の趣

旨から言えば、防じんマスクは事業者が労働者に

支給すべきものであるが、現実には個人持ちになっ

ているケースの多いことが、今回の面接調査で分

かっている。

耳栓の着用率(図10)は、いずれの年代も防じん

マスクの場合よりも低率であることが分かる。 1990

年代でも「着用せずJが半数近くを占め、しかも、「着

用」と回答していたマスクを着用した上での耳栓の着

用は、作業者の不快感や苦痛を強めることや、耳

栓による周囲音からの遮断が安全性の低下につ

ながることの懸念などが、耳栓の着用率を低くしてい

ると考えられる。しかし、騒音性難聴からの保護を考

えると、着用率を向上させる取り組みが求められて

いると言える。

はつり作業にともなって粉じんが飛散するため、

保護メガネの着用が必要である。その着用率(図11)
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図13じん肺に関する健康教育 図14会社の検診等でじん肺を指摘された経験

1960 

1960 会社では健診自体がなかった

1970 
1970 

1980 
1980 

1990 
1990 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 

は、1960年代、1970年代では低率にとどまってたが、

1980年代では大きく上昇し、1990年代には80%以

上の作業者が「常時着用」と回答していた。

保護手袋の着用率(図12)は1970年代から増加

し、1990年代では「常時着用」が多くを占めるに至っ

ている。しかし、全員ではない。

(6)安全衛生対策の状況

図13は、雇用先の会社で「じん肺に関する教育」

を受けたことがあるか否かそ尋ねた結果である。1960

年代で「ある」と回答した者は皆無で、その後、「ある」

と回答した割合は増加しているが、 1990年代でも40

%未満にとどまっている。受けた教育の頻度、内容

等については、今回の面接調査では質問自体を用

意していなかったため不明である。会社の健康診断

(一般健診やじん肺健診)などで「じん肺Jを指摘され

たことがあるか否かを尋ねた結果を図 14に示す。

1960年代は「会社では健診自体がなかったjと回答

している者がほとんどであり、 1990年代になっても

20%程度はまだその状況にある。一方で、「社内の

健診で言われた」と回答するものが年代を追うごと

に増加してきており、1990年代に過半数を超えるに

いたっている。

5.粉じん・じん肺対策に関する
法的規制の現状と問題点

本調査で、はつり作業従事歴のある患者がじん

肺だけではなく、振動障害、騒音性難聴に高率に躍
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患していることがわかった。振動障害、難聴に関す

る安全衛生対策、健康管理対策の不備な状況が、

じん肺と同様に存在していると考えられる。対策に

ついては近年は比較的向上しているとみられるもの

の、なお不十分とみられる。

あわせて、過去長期間、劣悪な作業環境によっ

てじん肺等の職業性疾病に擢患した患者が、事業

者の定J慢、安全衛生・健康管理教育の欠如からく

る知識と認識の不足を原因として、放置されている

のではないかと懸念される。

曝露粉じんについては、様々な粉じんに曝露して

いると考えられる。レントゲン写真等の検討からも

アスベスト曝露の影響が強く推定され、はつり作業

者についてはアスベスト曝露を前提とした健康管理、

曝露対策が必要である。

以上のような問題点の改善を図ろうとするとき、主

な問題の一つが法的規制が現状に適合しているか

どうかということである。そこで、、以下にはつり作業

と粉じん・じん肺対策にかかわる法規制との関連に

ついて若干の検討を加える。

1) 粉じん障害防止規則

現在、粉じん障害の予防対策を法的に定めてい

るのは「粉じん障害防止規則J(以下、粉じん則)で、

1979年(昭和54年)に制定された(昭和54年4月25

日労働省令第18号、平成12年10月31日労働省令

第41号)。それまでは、労働安全衛生法に基づく労



表 6.粉じん対策についての労働安全衛生規則上の規定(現行)

(有害原因の除去)
第 576 条 事業者は、有害物を取り扱い、ガス、蒸気又は粉じんを発散し、有害な光線又は超音波にさらされ、騒音

又は振動を発し、病原体によって汚染される等有害な作業場においては、その原因を除去するため、代替
物の使用、作業の方法又は機械等の改善等必要な措置を講じなければならない。

(ガス等の発散の抑制等)
第 577条 事業者は、ガス、蒸気又は粉じんを発散する屋内作業場においては、当該屋内作業場における空気中の

ガス、蒸気又は粉じんの含有濃度が有害な程度にならないようにするため、発散源を密閉する設備、局所排
気装置又は全体換気装置を設ける等必要な措置を講じなければならない。

(粉じんの飛散の防止)
第 582 条 事業者は、粉じんを著しく飛散する屋外又は坑内の作業場においては、注水その他の粉じんの飛散を防

止するため必要な措置を講じなければならない。

働安全衛生規則に簡単に規定されていたにすぎな ん対策は、防じんマスク着用がほとんど唯一の対策

い(表 6) 。粉じんによるじん肺の健康管理について

は、じん肺法に規定されている。原則

的な規定であるが、これだけでは具

体牲に欠けるため、労働側からの強

い要求もあり、政府レベルでの公労

使による審議を経て粉じん則が作成

された。その後、粉じん作業の範囲拡

大などについて数次の改正を経て今

日に至っているが、粉じん則の基本

的内容に大きな変更はない。

今回の面接調査によれば、粉じん

マスクの着用をきびしく指導されるよ

うになったのは 1980 年頃で、あった。

粉じん則の制定時期とほぼ一致して

おり、その効果と考えられる。使用者

の安全衛生管理責任という観点から

は、粉じんの有害性が古くから明ら

かであること、環境管理や作業管理

における対策手段もすでに確立され

ていたこなどから、粉じん則制定前に

は事業者責任が無かったり、軽かっ

たりということでは決してないが、粉じ

ん則制定が一定の効果を持ったとい

える。

2) はつり作業と粉じん障害防止

規則

はつり職場においての有効な粉じ

表 7.粉じん障害防止規則の規制内容一覧

ものについて規制があることを訴す。
労働安全衛生規則に定められている。

規制内容等

粉じん作業

いずれかの措置 全

体
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(厚生労働省労働基準局編著『安全衛生のしおり』平成 14 年度版より)
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となっているような今|叶の結果であったが、それ以外

の対策の可能性について、以下検討してみたい。

まず、粉じん則上のはつり作業の位置づけと規制

内容についてみてみる。粉じん則では、粉じん作業

の種類別に表7のような規制lを設けている。表7に

ある「粉じん作業」の具体的作業は粉じん則の別表

第1にjtJげ己れている。これはじん肺訟に定める「粉

じん作業」か3、石綿に係る作業(特定化学物質等

障害予防規則で予防措置が規定されている)を除い

たものである。はつり作業は、建設・解体のさまざま

な現場で行われるため、別表第1のどの作業に該

3するかは作業ごとに判断する必要があるが、民

も一般的に該当するのは [6岩｛J又は鉱物を裁断

し、彫り、又は仕上げする場所における作業(第13
号に掲げる作業を除く)。ただし、火炎を用いて裁断

し、又はイ士|げする場所における作業を除く。」と考

えられる。管理区分申請時の作業区分はたいてい

ここに分類されている。また、[1鉱物等 OM潤な土

ムを除く)を掘削する場所における作業。ただし、次

に掲げる作業を除く。イJ九外の、鉱物等を湿式によ

り試錐する場所における作業。ロ屋外の、鉱物等

を動力又は発般によらないで掘削する場所におけ

る作業」に該当する場合がある。たとえば、重機や

コンクリートブレーカーを使用した路幣や道J木の冊

目JI作業がこれにあたる。

) j 、表7にある「特定粉じん作業」とは、粉じん

発生源が「特定粉じん発生紙」で主る粉じん作業を

いい、「特定粉じん発乍源」とは「作業一仁程、作業の

態様、粉じん発生の態様等かC>'みて一定の発生源

対策を講ずる必要があり、かつ、有効な発生源対

策が可能であるをのであり、具体的には尾内又は

坑内において固定した機械又は設備を使用してfT

う粉じん作業に係る発生源を原則として列挙したも

のJ(粉じん|時宵防止規則の解説,労働省安全衛桁

部労働衛生課侃41頁, 1999年)として粉じん則j JJl

表第2に掲載されている。その別表第2をみると、は

つり作業が該当する別表第1の第6号の作業のう

ち「特定粉じん発生源」に該当するモのとして [5屋

内の、岩石ムくは鉱物を動力(千持式又はロJ限式動

力一て具によるものを除く)により裁断し、彫り、又は

仕上げする箇所J[6屋内の、研ま材の吹き付けに

より、研まし、又は宕｛Jぷしくは鉱物を彫る箇所」の

2種類が掲載されている。別表第1の第1月の作業

の中では[1坑内の、鉱物等を動力により』開削する

箇所」が拘哉されている。

しかし、はつり作業は、子持ち式又は可搬式動力

一L具を使用し、かつ、制ま材を使用しないので、別

表第2の第5号、第6号には設当しない。また、坑内

作業でなければ別表第2の第1月にも該当しない。

結局、はつり作業は法本的に「特定粉じん発生源」

には該当せず、表7にある特定粉じん作業lnJけの

規制は受けないことになっている。

表7中の「特定粉じん作業以外の粉じん作業」は

[11子l及JIJ保護具を使川すべき作業」と「その他の作

業」に区分されている。「呼吸用保護只を使用すべ

き作業」は粉じん則別友第3に規定されて才刀、はつ

り作業はまず別表第3の第4号「日JI表第1第6号に

掲げる作業のうち、屋内又は坑内において、子持

式ムくは吋搬式動力一じ具を用いて岩石メは鉱物を

裁断し、彫り、又はf士|げする作業」に該当する。

しかし、屋外作業はこの別表第3の第4月には該当

しないために、別表第1第6号に設3する屋外にお

けるはつり作業には、粉じん則|入|呼吸 JIJ保護具

の着用義務はないことになっている。また、別表第

1の第1号に該3するようなはつり作業のうち、「呼吸

JIJ保護具を使JIJすべき作業」としては別表第3の第

l弓「別表第1i +i1片 に掲げる作業のうち、 J九外にお

いて、衝撃式削岩機を用いてJ開削する作業」が掲載

されているだけであり、一般的なはつり作業は該当

しない。したがって、屋外のはつ!コ作業は表 7'1'では、

「その也の作業」にねナる「坑外J[屋外」が該出する。

以|を踏まえて表7をみると、はつり作業につい

ての粉じん日JI上の規制内脊等は、屋内1::;[うけるは

つり作業の場台、ヨ>全体換気装置、②休憩設備、

⑬清掃、④呼吸川保護具の4唄同で、原外におけ

るはつり作業の場合は休憩設備のみとなる。各規

制内容についての粉じん則の関連各条文を表8に

不す。

これらの措置の実施状況について、本調査にお

いて全Hに質問としては4ねたのは、呼吸用保護

具の着川状況だけでまるが、前述したように、粉じ

ん則制定以降は、呼吸用保護Rの着用指導は強
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表8はつり作業に関係する粉じん則該当条文

全体換気装置
第6条 事業者は、特定粉じん引業以外的粉じん引業を行う屋内11業場については、当該粉じん刊業に係る粉じ

んを減少させるため、全休換気装世による換気の実施正はこれと 10J等以上の措世を講じなければならないロ

休憩設備
(休憩設備)
第 23 条 事業育は、粉じん作業に労働者を従事させるときは、粉じん作業を行う作業場以外の場所に休憩設備をぷ

けなければならない。ただし、坑内守特殊な作業場でこれによることができなL時Jむを得ない事同があると
きは、この限りでないロ

2 事業者は、前項の休憩設備には、労働者が付業衣咋に千l着した粉じんを除去することのできる用具を備
え付けなければならない。

3 労働者は、粉じん作業に従事したときは、第1J覇。:休憩設備を利用する前に作業火等に付着した粉じん
を除去しなければならない。

清掃
( く古川の実施)
出 24条 事業者は、粉じん作業を行う開|什の作業場所については、毎lJ11ロ|以上、清掃を行わなければなうない。

2 事業者は、粉じん11業を行う昼内 11業場の床、設備守及び前条第 項の休憩設備が設けられている場所
の版等(閉山のものに限る。)については、たい積した粉じんを除去するため、 1円以内ごとに 11ロ| 、返期に、
真空掃除機を用いて、又は水洗する等粉じんの飛散しない方法によって清掃を行わなければならない。ただ
し、粉じんの飛散しない方法により清婦を行うことが圃難な場合さ当該清帰に従事する労働者に有効な呼吸
用保設貝を使用させたときは、その他の方法により清掃を行う三とができる。

呼吸用保護臭
出6市 保護上主
(呼吸用保護具の使用)
出27条 事業苫は、 jJIJ表出3に掲げる作業に労働昌を従事させる場合(泊7条第lJR各号ムくは泊2唄拝号に孜叫す

る場台を除く。)にあっては、当該作業に従事する労働者に有効な呼吸用保護貝(別表第3第5号に掲げる作
業に労働者を従事させる場合にあっては、 i主気マスク又は空気昨 1]&械に限る。)を使用させなければならな l0'
ただし、粉じんの発生源を密閉する設備、同所排気装置又はフ。ッシュプ)J,型換気装置ω設置、粉じんの発生
源を湿潤な状態に保つための設置守干の措置であって、当該作業に係る粉じんの允散を防止するために有効
なものを"背じたときは、この限りでないD

2 労働者は、第7条、第日条、第9条第l項、第2 4条第 項ただし書及び前項の規定により Ilf岐用保護具の 
｛史同を命じられたときは、当該呼吸用保護士主を使同しなければならない。

化されたと比ることができる。ただし、事業者の費用

負jDにおいて実施されているケースはほとんど梓

無であり、現在も労働者負担で実施することが当た

り前とされているようである。そのことは問題であり、

着用率や防じん効果を低下させる要素になり得る。

そのほかの点については、その後、復数の調査

対象者かY与ら hた内存は次のような毛のであった。

全体換気装置の措置等については、段近では蛇

腹ホースで吸気する集じん装肖が使川されるように

なっていたり、送風装置が使用されるようになってい

るただい比較的規模の大きな現場では一般的で

あっても、小さな現場では行われないことも多し通とム

う。こうした対策は、十数年前から行われるようになっ

てきたようである。作業場所によっては周囲に粉じ

んを概力飛散させないように閉鎖性を高めたりして

いるが、一度に多くのはつり作業が行われる場合

は、イl効な防じん対策がfTわれていないといった問

題点が主ると云う。休憩時は、コンフョレッサーの工ア

で身体に十J着した粉じんをとばして休息窒に入る。

休憩室が設置されているのは、規模の大きな現場

である。消同については、 1 0年程度前から現場に

よってはつり労働者が清掃をして帰るようになった。

工只の粉じん防止装置としては、たとえはエアかノター

の給本装置がある。ただ、カ、ソターの場台は、刃先

の規正記刊がJEiいため給水装置をはずしている場合

も多い。また、 人がカyターで切りながら、もう 人
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表 9 特別教育に関する粉じん則該当条文

(特別の教育)
第 22条 事業者は、常時特定粉じん 11業に係る業務に労働者を就かせるときは、当該労働者に対し、次の科目に

ついて特別の教育を行わなければならない。
粉じんの発散防止及び作業場の換気の方法
作業局配管理

ニ 呼吸用保設貝の使用 ω方法
四 粉じ/叫±係る疾病及び健康科理
五関係法令
2 労働安全衛止規則(昭和 47イ|労働省令第32片。以下「安衛問JIとIIう。 )第37条及び第3R条並びに前項

にどめるも江のほか、 IciJ項の特別の教育の実施について必要な事項は、厚牛労働大臣が定める。

が集じん装置のホースの先を持ってきて集じんする

こともあるとぶう。

3) 粉じん障害防止規則に望まれる改善点

はつコ作業現場は粉じんH暴露濃度が相当高いと

推測されるモのの、一つの現場のーL期が短期間で

ある場合がほと/しとであり、粉じん発中源が移動す

るため、現行の粉じん則の規制内存にならざるを得

ない而があるととは台定できないが、改書の余地は

あると考える。

第 1に、屋内のはつり作業について「全休換気装

置による換気の実施又はとれと同等以上の措置」

が義務づけられている一方で、モニタリング、としての

作業環境測定の実施義務が全くないということは、

粉じん H暴露防止対策が呼吸用保護具に偏り過ぎる

結果をJfiいていξ と以われる。移動充恒源に対して

は個人曝露量のJ明定を含めての効なモニタリング)j
法を導入すれば、効果的な全体換気の実施を促す

ことができよう。

$2に、労働者に対する「特別の教育J(表 9)の

実施北務が、特定粉じん作業だけに限定されてい

る点についてはとれを早怠に改め、それ以外の粉

じん作業にも義務づけるべきである。今|門|の直接

調金から、じん!附に関する教育を受けた経験がな

い者が多くを占めていたが、粉じん則で義務づけら

れていなLミことが主盟な原因と考えられる。労働者

が適切な教育を受けることの意義は大きい。かつ

「との種の教育は、くり返し行うことにより一層効果

を定着させることかできることかう、当校業務労働者

を就かせた後もくり返し教育をf廿ことが望ましいJ(r粉
じん障害防止規則¢解説」労働省安全衛生部労働

衛千百果編)。本調査対象者に対してモこのような教

育がなされていたならば、予防対策ゃ健炭管理対

策の実効を上げ、労災補償給付の請求権を知らず

行使できす可コミξ 弘通ったことも防けきたと41われる。

4) じん肺法

1955年にけLサ附等特別保護J劫 5施行されてしん

肺忠者の健康管理体制がスター卜した。 1960 年に

じん肺法が施行され、 1978 年の)(1幅改正を経て今

の内存となったo現在は、このじん肺法によってじん

肺の早期発見、じん肺有所見者のじん肺の進展度

表 10 じん肺の予防等についてのじん肺法該当条文

(子防)
苛｝S 条 事業昔及び粉じん作業に従事する労働者は、じん肺の予防に闘し、労働安全衛  1'法及乙鉱山保安法(昭

和 24年法律第 70号)の則定によるほか、粉じんの発散の防止及び抑制、保設 Rの使用その他について適切
な附置を講ずるよう±努IOtd: otれiまならない。

(教育)
第 6条 事業者は、労働安全衛生法及び鉱山保安法的規定によるほか、常時粉じ/しイ十業ご従事する労働者に対し

でじん肺に関する予防及び健康管理のために必要な教育を行わなければならなし L
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表 11 健康管理手帳に関する労働安全衛生法等の該当条文

労働安全衛牛法
(健康管理手l阪)
出 67条 都道府県労働局長は、がんその他の重度の健康障害を牛ずるおそれのil"る業務で、政令で定めるモのに

従事していた青。 )うち、厚生労働省令で定める要件に該当する背に対し、離職の際に又は離職。コ後に、当該
業務に係る健康管理干帳を父付する毛のとする。ただし、現に当設業務に係る健康管理子帳を所持している
者については、との限りでない。
2 政府は健康粁理手帳を所持している者に対する健康診断に閣し、厚生労働省令で定めるところにより
必要な措置を行なう。
3 健康符理手帳の交刊を受けた者は、当該健康苧!理手帳を他人にぷ波し又は貸与してはならない。
4 健康管理 r帳の様式その他健康管理子帳について必要な事唄は、厚牛労働省令でどめるロ

労働安全衛牛法施行令
(位尿管士甲子帳を交付する業務)
第 23条 法首} 6 7条第l項の政令で定める業務は、次のとおりとする。

(目丹)
二 粉じん作業(じん川法(昭和 35イ|法律第 30片)第2条第l項第三月に規定する粉じん作業をいう。)に係る
業務

(略)
十一 {1綿(これをその重量の 1パーセントを超えて fT有する製剤その他の物をfTむ。 )を製造し、ムくは取り般う業

務
(目的

労働安全衛1'規則
(位康管叫手帳の交付)
第 53条 法第6 7条第1項の厚止労働省??で定める要 1'1に該当する者は、労働基準法(昭和 22 司法律第49月)の

施行の日以降において、次の表の|欄に掲げる業務に従事し、その従事した業務に止、じて、離臓の際にメ
は離職の後に、それぞれ、同表の下欄に掲げる要什に該当する者そ正也厚止労働大臣が定虻る要什に該
斗する占とする。

業務 要件

咽再)

令第23条第二せの業務 じん肺法(昭和二十五年法律第二十せ)第 13条第2項(阿法第 15条第3項、第 1,(
条第2J且及び第 16条の 2 2自羽目において準崩する場合をfTむ。)の規逗により決止
されたじん肺管理区分が管叫 2又は管叫 3である三と内

??第23条第| 片の業務 F刷 i,野に石綿によるイ、整形陰影があり、又は石綿による胸膜肥厚があることc

の把握と進展防止のためのHli簡が行われている。

じん肺法は表 1 0のように、事業者に常時粉じん作

業従事者への教育実施ぷ務を定めている。しかし、

今 Inlの出接調杏によれば、実態としてはて 1労働者
へのこうした教育は実施されていない。

健康管理については、常時粉じん作業者等に対

するじん肺健康診断の実施、これに基づく管理K
分決定、作業の転換(管理3イ勧奨、管理3ロ

転換J首肯)について規定されている。今|門|の由接調

金によξ と、じん IJi市健康診断は1 9 R O 年前後ぐらい

まではほとんど実施されておらず、それ以後につい

ても実施されている場合が多いとはいえない。特に、

有細業者に雇用されている場合に実施されていな

い。比較的規模の大きな事業者では、管f!由民分決

定手続きまで行っているケースがあり、管理 3以|

については作業転換措置を講じている場合がごく
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|特集② aまつり労働者。叫ん締噂健康障害

部にみられたが、収入が六幅に減ることから当該

労働者の不満は大きい。

一般的にはつり労働者の労働条件は悪い。ほと

んどが社会保険や展 JIJ保険に入っておらず、国民

健炭保険の加入者である。賃金は円給、仕事がな

ければ収入のない日が続く。もちろん、ボーナスは

ない。多くのはつり労働者は建設業における重屑

下請け構造の末端において者細事業主に雇用さ

れているという事情があり、乙れが原因となってじん

肺法の健康管理が有効に機能していないと考えら

れる。じん!怖の進行が健成診断で明らカ刊さなれば、

ノじ詰会社(ゼネコン)あるし斗ま上回下請け会社によ

り職場カら排除されて何の保障をなくなる危険があ

ξ という羽主主の'1'で、雇用している末端事業主がじ

ん肺健康診断を行わなかったり、管理区分決定千

続きを行わなかったり、健診結果をごまかしたりする

というのは、当然起こり得ることである。また、はつ

り労働者は比較的短期間で雇用主を変わるケース

があり、健康管理についての事業主責任があいま

いになる。健康管理体制が労働者のために機能す

るためには、建設業における特殊性を踏まえて、ゼ

ネコンを中 、'I.L lこ事業者が長代をもって被災労働者

の雇用と生活の保障をfTうことが必要不可欠と思わ

れる。

5) じん肺有所見者に対する健康管理手帳交付

制度

労働安全衛生訟は、 定のイfti業務に就いてい

た人が離職した場台、 tf職中には会社で受けるこ

とができた有芹業務にかかる健康診断を受けるこ

とができなくなるため、国が会社に代土ってその費用

を負但し、退職後にも健康管瑚を行えるようにする

ために労働者からの中請に基づいて健康管理手

帳を交付する制度を設けている。対象業務につい

ては労働安全衛生法施行令第 23 条に規定されて

おり、じん肺有所見者については第=号が該当す

る(表11)。

じん肺有所見者については従来、管理区分「管

理 3J以|の音が対象であった広が、制度改正によっ

てまJ03年 1月カめは管理 2以上の者に拡大され fふ
これにより、管期2の斉は「肺かんに関する検査」明旬

部らせん CT検査、 l惇疾細胞診)が、管理 3の者は

従米のじん11市健康診断に「肺がんに関すξ検金」が

加わることになった。とれらは年 1回以料で受けられ

る。

本調l金では対象者が寸へて労災認定された通|涜

忠斉であるととカ治、健康管用手帳を所持するとと

の直接のメリットがないため、健康管理手帳の所持

については特に聞かなかったoただ、聞き取り高l金
内容から類推して、離職したはつり労働者に才J灯る

じん肺有所見者江健康管理手帳中訪・交付率は非

常に低いレベルにあると考えられる。健康管理子

帳制度は有効な制度で庇るので、積械的な活用が

望まれよう。

なお、アスベスト製造、取扱作業従事者について

は、表 11にみるように労働安全衛生法施行令第 23
条第十一号が政当する。はつり労働者で、たとえば、

解体作業従事歴が明確であり、管理 2に至らない

がレントヶコ/所見等で石綿肺が疑われる場台など

は、この第十一号の適JIJの余地があると考えられ

る。

6. 提言

今回の而抜調査によれば、改止じん肺法(1 9 7 8

年) 、粉じん則(1979年)の施行の頃かう、11予l及川保

護只の着用等がきびしく指導されるよヨニなり、健康

診断の実施状況がやや改善されたようで去る。～に

言えば、施行以前は、そうした対策がと巳れていない

か、不徹底であったと考えられ、施行以降も不十分

な状況が継続している三とをうかがわせる。本調査

対象者は、ここ 3、4年の山にじん肺管理灰分決定

や労災認定を受けた人たちで～る。相談機関、医療

機関の受け入れ体制がはつり労働者の聞に知ら

れるようlこなったことで相談に訪れ、受診し、救済さ

れた人たちである。 )j、数済されることなく亡くなっ

たはつり労働者はとれまで多くいたと調査対象者は

異円|司音に語っている。

本調査の結栄を踏まえて、はつり労働者のじん11市

等健康障害の予防と権利保護のために、以卜の提

言を行う。
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1) 実態調査の早期実施

まず、はつり労働者、はつり業者についての広範

な実態調杏を早急に実施する必叫がある。はつり

労働者とはつり業者のおかれている現状、健炭被

害の実態の全体像等を明らかにして、対策のため

の基礎資料を得るためである。本調杏の実施対象

者はほとんどが大阪府在住である。同様な五態は
全|玉|各地に存有していると考えられるが、とれまで、

本報告のような調査は行われていない。したがって、

この実態調金は全国的に実施される必要がある。

調査は、労働行政出局、事業者団体、災害防止団
体によって行われることが望ましい。この際、業界
外部の研究者、I¥G Oの協力のもと、はつり労働者

と忠斉の権利を尊重し、被害救済に|分配慮する

ことが重必である。|百日時にこれらの調杏を通して、

はつり事業者に対する啓発や指導と、はつり労働

者への教育が行なわれるべきであろう。
また、将来的には調査は定期的に行われる必l立

がある。 Il!在、労災認定を受けている患者は、保護
具着用等が比較的徹底していなかった時期に主た

る峨歴を持つ者がほとんである。したがって、着JIJ

状況の改善等が効県を上げるのかどうかも、定期

的な実態調査によってはじめて検証可能であろう。

2) ゼネコンの責任に基づく事業者側の共同補

償制度と雇用・生活保障制度の確立

大多数が零細であるというはつり業者の実態と、
建設業におけるゼネコンの責任と権限の大きさを

踏まえ、健康被舎を受けたはつり労働者に対する

共同責任にぷづく災害補償制度と雇用・生活保障
制度を確立するべきでまると考える。たとえば、進行

したじん肺患者に対するじん肺法上の作業転検等

を末端 はつり業者のみでわうことは事実上不可
能であり、業界として対処するほかない。また、一定

しない現場に従事してきたはつりう;j働者に対する法

定外補償についても同様である。

3) 労働行政による法的措置の改善と財政的支

援等の実施

上記 1) 2)に主卦する労働行政が県たすべき責任

と役割が太きいことは諭を待たない。はつりた者に

対する啓発指導をより効県的に行うためには、ゼ
ネコン、事業斉団体を通じたモのだけではなく、はつ

り業者への直接的な集凶・伺りJI指導が行われるべ
きである。

さらに行政的には、はつり労働者の健康障害を

防止するための法的拍肯を改善する必l止がある。

たとえば、粉じん日JIの規定を見直し、すべてのはつ
り作業における保護具右用とはつり労働者への特

別教育を事業者に義務づけるべきである。作業環

境測定ないし個人曝露呈測定も義務づけ、作業者

と川辺作業者へのH暴露のより一層の低減を凶って

いくことも重山である。零細なはつり事業者が職場

改善対策を行うた訴の財政支援措置の実施も望ま
れる。離職者の健康管理対策の一棟として、じん肺

管理K分管理2以|のじん肺有所見者には本人の

申請に基づき健康管理子帳が交付されξことになっ

ている。との制度は有4意義であるにもかかわらず、

はつり業者、はつり労働者のほとんどが認識してい

ない。したがって、労働行政として、健康管理子帳の
官伝、 3と村巾話の勧奨をさらに徹底して行い、父村

率を大幅に101 1させることが必l立である。

7.資料編

(調金票省略)

建設じん肺研究会

車谷山見・松浦良平11'熊谷信二

中村狐・山根苧・林繁行・片岡明以
(研究協)J者)

!干純今郎・!平本光 ・瀧川貴生・凹話JI南季下
柳本高時・西村均・宮崎史朗・熊本降

松本j井司・同島陽千・I [ l j野方庸

(連絡先)関丙労働者安全センター
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塩沢美代子「語りつがねばならぬこと一日本•アジアの片隅から」26

名古屋YWCAに就職
塩沢美代子

女性の団体からの誘い
私は、かつて東京YWCAの体育専門学院 

で学んだので、その会員になっていた。繊維労 
連で働いていたときは、忙しくてその活動に関 
わっていなかったが、日本YWCAの機関紙を、 
いろんな分野の会員の意見でつくりたいとのこ 
とで、編集委員会のメンバーに加えられ、とき 
には寄稿もしていた。

その関係で、私が繊維労連をやめたことが 
わかると、名古屋YWCAの総幹事から、ここ 
に来て働かないかと声がかかった。名古屋周 
辺は、中小繊維会社など年少女子労働者の 
多い地域なので、YWとしても、何か彼女らに 
役立つ活動ができないかと、つねづね考えて 
いたという話だった。

YWCAは、全国の大都市にあり、そのナショ 
ナルセンターの日本YWCAが東京にあった。

東京YWCAの会館には、戦前には大変珍し 
かった、冬でも泳げる温水プールがあったの 
で、私は女学校時代から通いつめていた。し 
かし東京YWの指導層は、当時はごく少数だっ 
たエリート女性の集まりで、私には馴染めない 
世界と感じていた。それに女粗Sかりの団体も、 
私の性にあわないとも思っていた。

そこで名古屋YWからの話は、そういう発想 
をするローカルYWもあるのかと、その意外性 
を新鮮に感じた。

わずかな退職金と、失業保険で食いつなぎ 
ながら、のんびり山歩きなどをして、たまりにた 
まったストレスを解消しながら前途のことを考 
えた。すると名古屋YWからの誘いは、とても 
ありがたい話だと思うようになった。40歳近くなっ 
て、職歴が労働組合という女性の就職は、容 
易ではない。また繊維労連の愛知•岐阜県支 
部には、労連の人員整理で退職したが、優秀
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な久子オルグだった友人もいる。それに YWCA
は、その奨学金で 1951年に、アメリカでたいへ

ん心意義な研修をさせてもらった同体である。

その御礼奉公もしていないし、このさい YWCA
で働こうかという気になった。

繊維労連内の男女賃金格差

その気になったのは、もうひとつ大きな要凶

があった。それまで女性ばかりの団体とか職場

は、私の牲にあわないと思っていたのに、その

点が救いになったのである。なぜなら繊維労

連では、やり甲斐のある仕事を思いっきりやら

せてもらった半由一で、女性差別に対する憤憩

をかかえていたのである。具体的には専従者

の賃金格長であった。労働統計でみても、長

低の賃金水準の業種の労働組合で働くのだか

ら、賃金の安いことは覚悟の上で、司'/占をそれ

にあわせるのに工夫をこらしていた。住居は

3畳間、途中から 4畳半に山世したが、トイレは

共同で風円なしのアパートだった。

労連は夜、が働き始めて 6年たってから調査

部に、その 2年後くらいに教宜部に、それぞれ

男子の書記を採用した。しばらくして気付くと、

私より年齢も勤続年数も少ない彼等の賃金は、

私よりかなり高かったのであるo

私は就職後の 2年く叩らいは、 3'～～聞の暮して、

も生活費が足らず、 l手の遺品だった指輪など

を売っていたが、それも尽きてしまっていた。白

分がぎりぎりの生活をしていただけに、賃金の

男女格差を知って、内心おだやかではなかっ

たが、仕事に追われて、その問題に取り組む

ひまもなかった。

らないし、給食もなくなるので、その点を考慮し

たプラスアルファーが加えられるだけだった。

彼女らもオルグの仕事に意欲を燃やしていた

から、円らの労働条件にはあまりこだわらな

かったが、実際には牛 lliがきびしかった。女 T

オルグが全員あつまる、婦人対策委員会の

とき、このことが話題になった。

私は白分だけが差別の憤滋をかかえてい

るときは、なかなかいいf j ' ,せなかったが、女子

専従者の共通の問題となったからには、取り

組むべきだと思った。それで全国の労連雇用

の女性が集まる会議が終った伎に、子め小 11
委員長に時間をとってもらい、女子専従者の

賃金問題について話しあいをした。

小円さんは、明治時代から製糸工場が多く、

「ああ野麦峠」の舞台になった、長野県|崎谷の

山身だった。お母さんもお姉さんも製糸工場で

働いていたことがあるそうで、“僕は揺箆時代

から製糸失工の悲哀を知っている"というのが

口癖だった。それで労働組合を結成すると、久

子組合員の怠識を高めようと、婦人懇談会を

設置したり、私を雇ったりしてきた。

その点ではまことに民主的な運動家だった

のだが、彼の女性観は男女平等に基づいた

ものではなかった。女の幸せは、よい結賄相

Fに出会って家庭にはいり、犬に｛ I :え、家事・

育児に4念することだと信じていた。男にとっ

て、女は守ってやるべき対象という感覚だった

のである。したがって、男の賃金は妻子の暮し

を守る立場で考えなければならない。たとえ現

杭は独身の男でも、近い将来に家庭を築く立

場なのだから、基本的に女とは違うという発想

だった。

そのうちに各県支部に優秀な矢子オルグが

続々と雇用された。専従者の賃金は男氏とも

に、職場にいたときの賃金を基準に算出され

るので、やはり男立;格差は大きかった。火性は

会社の寄宿合を山て、部屋を借りなければな

当時の H本では、こういう考え方が当り前で

あり、民間企業では結婚退職が強いられてい

た。労働組合の民主化を進めていた小口さん

も、この点では例外ではなかったのである。

この話しあいの後半は、小口さんと私の
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騎討ちの論戦になった。一般の職場では、火

性が賃金£別に抗議すると、労働基準法の男

女同 労働同 賃金の規定を逆子にとられ、
職種の違いを口実に、同 労働ではないと逃

げられていた。しかし労連のオルグ活動では、
全く同 労働をしており、賃卜げ闘争や、各地

で起るさまざまな争議のさいなど、休日労働も

深夜労働も、男と同じにやっていた。そこで私
は、「子供の養育に関する費用がかかる点は、

単身者と違うのはわかるが、奥さんは夫の衣

類の洗濯もアイロンかけもし、食事もつくって

いる。外で男と全く|司じ長時間労働をしている
私は、奥さんの無償労働の代りに、クリーニン

グ庖や、さまざまな食堂で働いている人たちの
賃金労働に頼らざるを得ない。その費用をど

う考えるのか」とつめよった。すると小円さんは、

「打はお嬢さん育ちだから…」といったので、私
ははげしく反発した。「小口さんほどの理論家

が、なぜ話をそらすのか。これはここにいるk
Tオルグ全員に共通した問題である。失だっ
て男と同じく l Hは24時闘しかなく、男より体 }j
があるわけではない」といった。

この論戦そのものには、私は勝ったという感
じだったが、私にはあくまでも女子点従者の賃

卜げを求めることはできない気持ちもあった。

それは組合費から賃金をもらっている4従者
は、組合員の賃金水準より、両くなってはいけ

ないと思っていたからである。女子卓従者の場
合は対比されるのは女子組合員となる。 l場
には30代の女性などいないが、大手企業の本
社には、ごく少数だが同年代のOLもいる。私
の世代には“戦争独身(注1). .の女性が多い

からである。彼失らの賃金の、男子社員との
格差を解消しない限り、組合専従者の私たち

だけ、長別のない賃金を主張しきれなかったの
である。私円身にそういう思いがあったから、

小口委員長との話しあいは、なんの結巣も山

せずに終った。その2年後くらいに、組織崩壊

により矢子オルグの殆どが人員整理の対象

になってしまったのである。

尾張一の宮に居をかまえる

こういう経験から、女性差別への憤惑を感

じないですむ職場もいいかなという気になった

私は、 11 ,',屋 YWCAの招きに応じようと決断

した。つもりにつもっていた披労がとれるにし
たがって、新しい形で働こうというd意欲も生れ
てきたのである。また繊維労連時代は、日曜や
祭日など会社が休みのときに、 1~ 支部の集会

が閃かれるので、休日出張が非常に多いの

に、代休さえとれなかった。私は戦時中に歌っ
た、“海の男の艦隊勤務、月月火水木金金"と

いう軍歌を思い山しながら働いていた。

YWで働くなら週休1 tI(注 2)はもちろん、有
給休暇もとれるだろう。大好きな登山やスキー

に、気楽に行けるという期待も大きくなった。
そこで私は 1964(昭 39)年4月かう赴任する

ことにした。名古屋YWCAは、東京でいえば

“銀座"にほど近い、栄という巾の中心部にあっ
た。だから作むところを、年少労働者の多い地

域にしなくては、全く状況がつかめない。それ

で尾張 のnという、繊維工場地帯のアパー
トのー室を借りることにした。住宅費が東京よ
り安いから、 6"~ 問に台所とトイレ付きで、ア

パート卓用の共同浴場もあり、居住条件はレ

ベルア、ソプした。 Y Wへはパス、名古犀鉄道、
地下鉄と乗りつがなければならないが、名鉄

の特急に乗れば、 1時間くらいで行けた。

3月卜台jにはこの住居をきめて、束京のア
パートをひきはらい、引越しをした。新居は 24

時間、近くの織物工場の織機の青が聞こえて
いた。

名古屋YWCAの活動

名古屋Y Wは、東京Y Wよりはるかに規模
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は小さく、スタッフは12名くらいで、私とYWCA

の最初の接点である、プールや体育館はなかっ

た。英語に関するさまざまな講座や、料理教室

などをわって事業収入を得る部 I"Jと、会員や地

域のニーズに応えた、いろいろなグループ活

動や行事をね今う部門でなり立っていた。私は働

く婦人のグループや、会員に社会問題や政治

問題をd子んでもらう活動や、日曜日の午後に

働く肯少年が集って、レクリエーションのときを

もっ活動なとを、若いス夕、ソフとともにt_Q~した。

青少年の集いは、会只が Uこみで知らせる科

度だから、ごく少数の参加で、月に 1阿くらい

だった。会館の場所がら、とても l場労働者な

と、は来られなかった。

私を附いた総幹事の考えていた、名古屋周

辺の工場労働者に役守ーつ活動をやるのなら、

その地にある教会か、公共施設を使うしかな

いことがわかってきた。

とりあえずは、すでに行われていた活動をし

ながら、構想をねっていたのだが、ここは今ま

で私の働いていた作J占聞とは、全く別世界なの

だ、なと感じる場面もあった。

それは毎年行われるバザーのときだった。

バザーの日が近づくと、トラックの F配につい

て話していた。なんでトラ、ソケがいるのかときい

たら、ある幹部会員の家から.rI r物を運ぶのだ

という。このんーはトヨタ目動車の副社長夫人で、

1年間にお'iりじゃお歳昼をはじめ、さまざまな

機会に、貢がれた品物を保管しておいて、 YW

のバザーのさいに、全部を供出してくださるの

だという。それがトラック 1台分の量になるそう

である。食品でも長く保存できるものはとって

あり、その他もろもろの品物がある。これは胤

価ゼロだから、高級品を安仙で売っても、バ

ザーの収益のうえで、占める比重は大きい。

その他に会員のってで、業者から安く提供して

もらった品物や、会員からの提供品、または手

づくりのけ用品やクッキーなどがあり、年間予

算でバザー収入は、固定収入のひとつになっ

ていた。

生涯最高の登山も楽しむ

就職して間もなく、 の円近くにある大 F繊

維会社から、社内予校の、体育の時間を YW

の点に受けもってほしいという要請があり、私

が若いス夕、ソフとともに担 3した。鎖紡に通っ

た時代を思い出しながら、その経験を生かして

プログラムを考え、若いス夕、ソフに、彼女らが

どういう状況にあるかを訴しながら、週に 1同

通った。直践に女子労働者とともにいる時間

は、やはり楽しかった。

夏になると、いま!よlえば生涯で長高だ、った登

111もできた。科いスタッフのひとりが、名古屋で

は有名な矢子大で、 111岳部にいた矢作だった

のはありがたかった。ふたりで 4か月がかりで

プランをねり、熟述者向きのコースに挑んだ。

4年間山岳部で鍛えた2 0代半ばの彼長が、私

の分まで荷物を背負って、私のベースにあわ

せて歩いてくれたので、 3i内4 Rで北アルプスの

飛騨側を縦走した。 3 Tメートルを超すピーク

を越え、｝士、部川の源流の、言集につくせぬほ

どの清らかさに歓声を挙げた。岐車県の高山

側から人山し、国'山県に降りたのだが、幸い快

~lil乙忠まれ、めったに他の桜山者にも会わず、

思いつきり楽しんだ。こういう余得もあり、新し

い職場で半年はたっていった。

注 1 日中戦争・太、内干戦争で、 200万を越

す戦死者が出ており、その多くが若者だか

ら、その結婚相手となる年代層の女性(本文

の当時3 0才代、現在8 0才前後)が、結婚相

手に山会えず、心ならずも独身で一生を送

り、戦争独身と呼ばれた。

注 2 当時の労基法では、週 48 時間・週休 l 

Hとなっており、どの職場でも週休は lけだ

けだった。
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アスベスト禁止をめぐる世界の動き

ドキュメント

アスベスト禁比をめぐる 
世界の動き
ロッテルダム条約：カナダ等の反対で決定延期

Earth Negotiation Bullettin, Vol.15, No.98,2003.11.24

国際貿易における特定の有害な化学物質 及び駆除剤についての事前のかつ情報に 基づく同意の手続の適用に関する法的 強制力をもつ国際文書に関する政府間 交渉委員会第1〇回会合の概要
2003年11月17-21日

国際貿易における特定の有害な化学物質及び 
駆除剤についての事前のかつ情報に基づく同意の 
手続の適用に関する法的強制力をもつ国際文書 
に関する政府間交渉委員会第10回会合(INC-10) 
は、2003年11月17-21日、ジュネーブで開催された。 
100か国の政府代表255名と多数の政府間組織、 
非政府組織及び国連機関がこの会合に参加した。
事前のかつ情報に基づく同意(PIC)手続は、特 

定の有害な化学物質の貿易による有害な影響から 
人間の健康と環境を守るうえで、輸出国と輪入国の 
間の責任の共有を促進することを目的としている。 
ロッテルダム条約は、1998年9月に採択された。現 
在までに、73か国がこの条約に署名し、49か国及 
び欧州共同体が批准をしている。50か国の批准文 
書が預託されると、発効することになっている［11月 

26日にアルメニアが批准したことにより、90日後に 
発効することになった］。条約による最初の加盟国 
会議(COP ［Conference of the Parties］)が開かれ 
るまでは、INCが、PIC手続の履行に関するガイダ 
ンスを提供することになる。

INC-10の参加者は、暫定PIC手続の履行及び 
第1回加盟国会議(COP-1)の準備に関連した主要 
課題の検討を再開した。この作業の一部として、INC- 
10の主要な議題は、事務局の活動及び臨時予算 
基金の見直し、暫定PIC手続の履行、とりわけアス 
ベスト、DNOC ［ジニトロ•オルソ•クレゾール］、及び 
ベノミル、カルボフラン、サイラムの粉末パウダー 
体などの化学物質の包含、暫定化学物質評価委員 
会［ICRC］第4回会合の結果、手続規則草案、会計 
規則草案及び諸規定、紛争解決、ノンコンプライア 
ンスを含めたCOP-1の準備、全権委員会議後に生 
じた課題、関税コードの整合化システムの割り当て 
であった。
暫定手続の期間中に貴重な経験が得られたとは 

いえ、INC-1〇は、条約が発効する際に直面するで 
あろういくつかの課題を照らし出した。今後の課題 
としては、加盟国の輸入応答を確保すること、遵守
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メカニズムの策定に関する不一致を解消することが 
ある。条約の発効は、有害な化学物質に対する最 
初の防衛戦としての情報交換メカニズムに、重要な 
試験の機会を提供することになろう。(中略)

INC-10の報告
沖略)

暫定pic手続への化学物質の包含 
沖略)
參アスベスト：
火曜日にJim Willisが、アモサイト、アクチノライ 

卜、アンソフィライト、トレモライト、クリソタイルの形 
態のアスベストに関するICRCの書信(UNEP/FAO/ 
PIC/INC.10/7)を提出した。スイス、EU、チリ、アル 
ゼンチン、ノルウェー、ガンビア及びコンゴが、5種類 
のアスベスト全てを暫定PIC手続に含めることを支 
持した。カナダは、この問題に関する国内協議を完 
了できるように、クリソタイル•アスベストについての 
決定は延期するよう要求した。ロシア連邦は、ウク 
ライナ、中国、ジンバブエ、インド、インドネシア、南 
アフリカ、エジプト及びモロッコに支持されて、クリソ 
タイルに関する入手可能な科学的情報は、暫定PIC 
手続への包含を正当化するには不十分であると述 
べた。ブラジル、ウルグアイ及びベネズエラは、5種 
類の包含を支持したが、クリソタイル•アスベストの 
掲載に関する決定を延期している間は、4種類のア 
スベストでょしとする妥協案を提案した。ァメリカとオー 
ストラリア及びニュージーランドは、5種類全ての包 
含を支持したが、クリソタイルに関する決定を延期 

することに反対しなかった。条約が輸入国に対する 
早期警戒システムを提供することを目的としている 
ことを指摘して、WWF ［世界野生生物基金］インター 
ナショナルとPAN ［農薬行動ネットワーク］は、5種 
類全ての包含を支持した。
議長のAzevedo Rodriguesは、事務総長Willisの 

支持を受けて、クリソタイル’ •アスベストの科学的確 
実性に関する討論は、暫定PIC手続への化学物質 
の掲載の要求事項に関する「枠を越えている」とい 
う意見を表明した。参加者は、暫定PIC手続への4 
種類のアスベストーアモサイト、アクチノライト、アン 
ソフィライト及びトレモライトーを包含し、クリソタイ 
ルの包含に関する議論を延期することで同意した。 
参加者はまた、アスベストという語を先にもってきた 
うえで、4種類を個別に列挙するというカナダの提案 
に同意した。参加者は事務局に対して、4種類とクリ 
ソタイルを切り離すように、DGD ［Decision Guidance 
Document:決定手弓I文書］を修正するよう求め、掲 
載される4種類に関する部分を認め、残るクリソタイ 
ルに関する章を次回会合に延期することに同意し 
た木曜日の全体会議において、参加者は、事務局 
が用意した4種類のアスベストに関する決定草案及 
び改訂されたDGDを検討し、採択した。
最終決定：決定(UNEP/FAO/PIC7INC.10/CRP.12)

は、4種類のアスベストを暫定PIC手続に包含し、
アスベストに関する改訂DGD (UNEP/FAO/PIC/
INC.10/CRP.17)を承認する。(以下略) 

% http://www.iisd.ca/voll5/enbl598e.html。2003 年
5月号40頁、2002年4月号49頁も参照。

白アスベストの大使に気をつけなければならない
石綿セメント製品国際会議,India, 2003.11-10-11

2003年11月10-11日、ニューデリーのタージパレー 
ス•ホテルで開催された2日間の会議の終わり近く、 
ある参加者が、The Times of IndiaやThe Indian 
Expressグループのような出版社力巧7スベストを宣伝 

する広告を掲載したことを、告訴しようとしている環境 
ジャーナリストの計画に対して、アスベスト産業はど 
のような反応をするつもりかということについて質問 
した。Building Products Indiaの経営コンサルタント

安全センター情報2004年卜2月号59

http://www.iisd.ca/voll5/enbl598e.html%25e3%2580%25822003


|アスベスト童書泌をめぐる世喜界の動き E

Brig,V Pattabhiは、アスペア~J,'セメント製造業協会

を代表して、その広告は実際にはジャーナリストに

よって占かれた記事であり、法廷でのアスベスト訴

訟がアスベスト産業をして広告に踏み切らせたのだ

と符えた。

グジャラートとラージャスターシからやってきたア

スベスl螺露被災者のグループが、本tJ［1旧 12 tJJ、
全国人権委員会( N H R C )で報白を行っている。公

式的にはアスベスト会議は、 1'1アスベストは安全で

あると世界に宣言して終才必としても、 Shree Digviiay 

C e m e n t中十で2 R年問働いたえを亡くした妻である

Kodanthan Pani AzhakappanはまだN H R Cに向か

う途|にあるとしても、様々な固から参加のあった

アスベスト国際会議のすく近くの場所でそのような

会合が進行中なのである。

［国際アスベスト協会(AlA)会長のJG o d b o u t は、

アンフィボ～)レとクリソタイルには大きな泣いがある

と主張した。クリソタイルは現実の問題であり、われ

われは安全な使川に～1(り組んでいる。セルロースや

ポリビニルアルコールなどの代替品はあるが、ケリ

ソタイルの方がより耐久性があり、安価である。彼

は、ケリソタイルは代替品よりも安全でなL止証明で

きる がいるだろうか、と問いかけた。われわれは

回答と証明がほしい。安全使用の原則が適用され

なければならない。禁止している国はわず、かである。

それらの国が禁止をする権利は尊重するが、使用

しているわれわれの権利比尊重すべきである。われ

われは、貧凶と闘い、よりよい中活条1'1をもたらさな

ければならない。

との2日間のケリソタイル・アスベスト・セメント製

品に閲する圃際会議は、これまでに参加したなかで

最高の会議だ、った、と彼は付け加えた。 A I Aは、戦

略を練るために、必要に比、じてより頻繁に会議を晴

催するつもりである。われわれは、再々の固におけ

るクリソタイル繊維の大使である。

［インド］アスベスト伯報センター代表のM LGupta

は、 2 0 0 1 - 2 +ドに計画された会議は国際危機のため 

に開催できず、ヨJ03年3月に予定された会議はSA

R Sのために延期されて今開催されてl~Q,と述べた。

ニュー引Jーのアスベスト・セメント製品製造業協

会 (ACPMA) は、 2F 1問のクリソタイル・アスベスト・

セメント製品に悶する国際会議を組織した。この会

議の課題は、「健康・環J克的側面と経済的妥当性の

科予的レビュー」であった。

それは環境・森林大臣TR Baaluの閥会挨拶で

開始された0'*賓は、シンパブエ労働大臣l u l V M o y仏,

ジンパブ、工鉱業大l斗Chindori Chinin刷、カナダ副

高等弁務官BrianDicksunであった。

11月 10円、前奏江セ、ソションは、会議組織委員長

Dr G Vivckanandの歓迎挨拶で始まり、労働省上

場助言労働研究所 (DGFASU)削事務局長DBDeb
とカナダJD Inc会長のDr. Jacques Dunnigan が、

セッションの座長を務めた。

前奏セツ宇ヨンの発表は、イギリス政府の医学専

門委員会の元メンバである Dr. Kevin Browne に

よる「アスベスト繊維種類による桐違点 同版され

た恒物学的証拠のレビュー」、スイスの毒物学のコ

ンサyレタントDr.David Bernsten Iクリソタイ)1の生

物学的持続性艮祈の吸入実験の結果」、カナダ

のアスベスト研究所 ［AI］デ 1Vケター DenisHamel

r1980年代以前に才卦ナξ様々な種類のアスベスト繊

維の使用、製l'IT r汝びーじ程のレビュー」であった。

テケニカル・セ、 yション①は、中央公需|坊止評議会

会長のDr. V Raigopalan、イギリス政府医学専1 "J

委H会のノしメンバーDr. Kcvin Brownc とACPMA

副会長SA Bhimraiaが、 s I 6長を務めた。

発表者は、カナダJD Inc会長Dr. Jacques 

Dunni巳an、Hydcrabad Industrics LimitcdOコDr. S 

PV ivek Cha旧 dra Rao rインドのケリソタイ)~・アスベ

スト・セメント製造業においてfTわれた研究のレ

ビュー」、ロシア医宇アカデミー・ロシアW HCollabo-

ratin,gC entreのProf,LT E lovskaya rロシアのケリ

ソタイルペvント工場におナる労働者のJスク分析」 、

ジンパブ工のSMMHoldings Pvt Limitcd医予アド

バイザーDr. G M a t北arケリソタイル鉱山労働者に

幸三時ナる健康影響及びクリソタイル産業に対するガイ

ドライン』であった。

テクニカル・セ、ソション⑨は、カナダ・アスベスト研

究所ディレクター Denis H a m e l 、 ［インド］ラクナウ州

産業毒物守'リサーチ・センターの上級司lデfレクター・

毒物学部門責任者である Iqbal Ahmed、U,P

Asbestos Limited専務のAmitabh Tayalが出長を務
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めた。

クリソタイル・アスベスト・セメント産業に対するガ

イドラインに関する発表は、 Dcnis Hamcl の 1I玉|際

労働機関」、地方労働研究所晶1'所長M RRajput、

恥町S.EtemitE¥町 ιstLimited上級副会長(技術担当)

YS riniv晶j R a oの「インド」 、ブラジJLのS A M A会長 

Rubens Rela Filhoの「ブラジル」 、 Hyderabad 

Industries Limited副会長DBMundraの「アスベス

ト・セメント虚業におけるローコストな公害防止装置」

であった。

11月 11円のテケニカル・セッション③は、インド環

境・称、林省デ、イレケターD r G V Subramaniam 、カ

サーブスタンのMr. Tatishev、ACPMAのAK Saraf

が座長を務めた。

発表者は、Dr. Jacqucs Dunni国n1クリソタイル・ 

アスベスト・セメント江現代的な不IjJI卜その一般環境

に対する影響」、ロシア医学アカデミーEVKo刊l I u汰i

「土木」二事におナるアスベスト及び人造鉱物繊維佐

川のや物衛小学的問題」であった。

テクニカル・セ、ソション④は, Bri、豆V Pattaコhi 、'1'

央労働仙究所医学デ1 VクターDr. TVR加国R a o

が庫長を務めた。

発表者は、アメリカ・パーモン卜大学病理学部助

教授Dr. Arti Shuklaの「ケリ、ノタイル・セメン卜板製

造におけるケリソタイル使 JIJの健康問題」、イキリス・

ヴェールズのグラモーカ、ン大学国際アスベストリサー

チ・センター所長J8irdicの「クリ、ノタイJLの坐I上健

康を救うか、些かさをHlなうかワ」 、イギリスのインデ、 f

ベンデン卜な毒物学者Dr. John Hoskinsの「代替繊

維の健康影響」、持境・森林省アデ、ィショナjいデf

レクターDr. Lakshrni Raghupatiの「アスベスト・セメ

ント廃棄物の管理」であったo

テクニカjいセッション⑥は、インド全ILI労働組台

会議(lmuc)全圃会長G Sanjeeva Reddy、カナ

ダ・国際アスベスト協会会長 αemantGod加 ut、AJC

会長MLG叩 taが座長を務めた。

充表者は、Denis H a me l1世界貿易機関(WID)、 

環境保護庁 (EPA) 及び欧州連合 (EU) J、Clemant 

Godboutlカナダ」 、 VPattabhi 1アスベスト・セメント屋

恨板の代替品、進歩と限界」であった。

最後6テクニカJ[...セッションは、鉱山安全理事会

(DGMS)副会長DrPK Sish仁diyaとHyderabad

Industries Limited会長oPJ agetiyaが座長を務め

た。

発表者は、 Visakalndus回目Lirnited社長Dr. G 

Vivekananda Iクリソタイル・アスベストセメン卜製品、

巨|のi憂先課題と信技に関連した経済的妥出性」、 Dr

Louis Pe口 on lロッテルダム条約について」であった。

主賓とl<賓は、インド労働大臣Dr. Sahib Singh

V c n n a 、インド都市開発大出 8andaru Dattatrcya、 

ジンパブエ鉱 111太田 Shindori Chin旧制mであった。

M r. BaaluとDr. Sahib Singh Verma は、アスベスト

産業の擁護者として知られている。インド都市開発

大臣 8andaru Dattatreyaもまた、編されやすい者に

選ばれた。

会議には、インド政府の商i業省、端境森林省、

労働省、カナダのアスベスト研究所、インド産業連

盟( C II)及びアメリカの国際アスベスト協会均も、積

概的な参加があった。

会議の参加者は約 250 名で、うちおよそ 1α) 名が

海外からの参加者であった。

「インドのアスベスト・セメント虚業は、年間総売上

2 0 0 ｛告, i Aビーに成長してきで才夫人なお莫大な可能

性をもっているが、干十会のわずかな部分から、ここ

で取り上げる必要のあるクザノタイル・アスベスト・セ

メント製品川吏 JIJに団して反対の声が|がっている。

インドは、クリソタイル(白)アスベストのみを使用し

ており、そのほとんどがセメントをベースにした製l日

に使川されていることから、とくにこの使川の健康に

対する影響を知ξことが重要で£る」と、 ACPMA会

長AKS arafは述べた。

11月lHJHけのACPMAのプレスリリースは、ア

スベストセメント製品は環境に優しく、管理されt::.条
件¢モとで製造されているので、人体に安全である

としている。ローコストの公需防止装肯、代替繊維

の進歩と限界について議論された。

A C P M Aとアスベヌ卜情報センター (AIC)は、一体・

可| のものであることが、彼らのプレスリリースから

証明される。しかし興味深いことに、そのリリースは、

A1Cは、 1980年に 1860年社会団体等録法に艮つ

いて設¥ r .された非営不I j t t J体であると言っている。 AJC

は、 3 2か固にメンバーをもっアメリカの国際アスベ
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アスベスト禁止をめぐる世界の動き

スト協会(AIA)に附属している。1985年に、アスベ 
スト•セメント製品を製造するAICのメンバーが 
ACPMAという協会を設立した。ACPMAは、様々 
な州に存在し、直接•間接に1〇万人の雇用を提供 
している、34の製造施設を有する、13のメン'バーを 
もっている。

ACPMAは、消費者問題大臣Shared Yadavと商 
工大臣Arun Jaitleyを事情を知らせていると主張し 
ている。また、環境大臣、中央公害防止評議会にも 
説明を行ってきた。インド規格局(Bureau of Indian 
Standards)が設置する特別委員会のメンバーでもあ 

る。公告代理店を通じて、Hindustan Timesや 
Economic Timesなどの全国紙への宣伝公告や雑 
誌広告を通じて、PR活動を展開している。

すでにThe Times of Indiaやthe The Economic 
Timesが、白アスベストは安全だとする特集記事を 
掲載して、産業の利益を公衆衛生に優先する道を
選んでいたが、11月11日付けのIndian ExpressとThe 
Financial Expressもまた、再びアスベスト•セメント産 
業を称える特集の4頁立ての付録を掲載した。
※インド•アスベスト禁止ネットワークから

の情報を紹介した。

議会は補償法案を少なくとも4か月延期
NYCOSH Update on Safety and Health, Vol.VIII, No.5,2003.11.25

［アメリカ合衆国］上院が年末休会に向けてせわ 
しなくなるにつれて、いわゆる公正アスベスト傷害解 
決法案(S.1125)の後援者たちは、今年中の努力を 
あきらめた。11月22日、上院多数党院内総務Bill 
Frist (共和党•テネシー州)は、ロイター通信に対し 
て、「もう少しだけ議論が必要なことは明らかだが、 
それにも限度はある。われわれは行動しなければ 
ならないからだ」と語った。

Fristは、3月末までに、アスベスト立法に関する 
上院の取り組みを予定に組み込むと言った。

アスベストによって病気に罹った労働者その他の 
者への補償方法に関する一致を妨げている難題の 
ひとつは、総体の総額費用である。アスベストを使 
用する雇用者とその保険会社は、アスベスト関連疾 
患に罹患した人々に支払いを行う信託基金に対し 
て、1,140億ドル程度を支出する意向を表明してい 
る。AFL-CIOは、すべての被災者に対して支払い 
を行うには、基金は少なくとも1,538億ドル必要であ 
るという立場をとっている。

「アスベスト法案に関する取り組みを3月まで延期 
するというFrist上院議員の発言は、法案がいまの 
形のままでは成立させることはできないということを 
確認するものである」と、AFL-CIO安全衛生部長の

Peg Seminarioは言う。「AFL-CI〇は、アスベスト被 
災者に対する公正な補償のために働くが、この疾
病の流行に責任を有する企業を被災者に支払うベ
き費用から無罪放免するようないかなる立法に対 
しても、絶対に反対する」。

FFristには、それ以前のあらゆる法案や訴訟解
決計画と同様に、その主唱者が将来のアスベスト被 
災者数を大いに過小評価しているがゆえに、滑稽 
なものになっている現在の法案を延期させる以外に 
選択肢はない」と、企業によるアスベストの有害性
とその結果としての人的損害の隠蔽工作に関する 
4冊の本の著者Paul Brodeurはコメントしている。 
S.1125 ［法案］がモデルにしている1970年代の信託 
基金について、BrodeurはNYCOSHに対して、「マ 
ンビル社が破産手続中であったずっと以前に、シン 
クタンクの連中は、今後の原告数は10万人になる 
かもしれないと予測した。実際の数は35万人以上に 
なり、それがマンビル基金が資金を使い果たし、また、
被災者に支払われた補償が大いに低くなった原因 
であった。…いま、将来の世代に不要な痛みや苦 
しみを負わせている、アスベスト疾患に関する制度 
上の記憶の悲しむべき欠如を目撃している 
ことに…心からがっかりしている」と語った。
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立ち上がるイギリスの女性たち
アスベスト被災者の遺族

池田理恵
神奈川労災職業病センター

2003年9月に再渡英した。IBAS (アスベスト禁止 
国際書記局)の奨励も受け、イギリス安全衛生会議 
での合同じん肺写真展や、この一年に、イギリス国 
内で新たに発足した2か所のアスベスト被災者団体 
を訪問したので、報告する。

イギリス安全衛生会議
9月5〜7日まで第14回全国安全衛生会議が、ロ 

ンドンで開かれゲストスピーカーとして筆者も参加 
した。イギリス各地の安全センター、労働組合の安 
全衛生関係者を中心とする「実践的な」会議で、全 
体で500名位の参加がある。全体会議の開会式に 
先立ち、9月5日(金)の夜、宿泊先のロンドン大学経 
済学部学生寮のホールにおいて特別展示と講演「ア 
スベストーグローバルな破壊兵器(Assbestos-Global 
Killer) Jが行われた。
特別展示は、この間筆者自身が交流し、また合 

同写真展を行った、ロンドン、グラスゴー(クライドバ 
ンク)、リバプール、そして南アフリカからのアスベス 
卜被害の写真及びパネルと、日本からは横須賀の 
「じん肺写真展」を集会場に掲示。イギリス国内でも 
このように、アスベスト被害に関する合同展示を初 
めて行えたようだ。講演は筆者を含め3名が発言す 
る旨寸論会となった。

まず、グラスゴー(クライドバンク)の「クライドバン 
ク•アスベスト被災者の会」のジミー •クロークリー氏 
が、クライド川からアスベスト製品が流れ込み、造

ロンドン大学経済学部学生寮ホールで講演会

船•重工業関係までに扱われた結果、多くの労働者 
や家族に被害を広げてしまっていること、また、補償 
がすく''には払われないことから、スコットランド地方 
において多大な打撃を受けているというレポートが 
あった。

「職業•環境病研究所」のナンシー •テイト女史か 
らは、ロンドンやイン'グランド南部の工業地帯にお 
けるアスベスト被害についての発表があった。イギ 
リスでは、中皮腫患者の約半分が何らかの補償を 
受けているのに対し、アスベスト肺がんについては、 
皆無の状態であるとのこと。
筆者は、横須賀におけるアスベスト被害につい 

ての掘り起こしを労働組合、医療機関(診療所)•安 
全センターの三者がどのように取り組むことができ 
たのかを発表した。
司会をしていたロンドン安全センターのミック•ホル 

ダー氏は、掲示してある南アフリカのアスベスト鉱山
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|イギリスr ! l )アスベスト被災者遺族たさ

横須賀a:ふん肺写真を熱心に見てL唱方が多かった ロンドン大学医学部のセミナで話す筆者

近郊住民の被需と、補償までの経過を報告。タ主念

ながら、イギリス資本の企業だったため、ロンドンで

裁判が行われたカL地域性民の満足行く解決には

ならなかったことにふれ、会場に意見を求めた。

会場かうは、補償の傾や子続上の問題、労働組

合が真剣にとの被害について取り組んでほしL立
となどが発言された。それを受けて、「マーシーサイ

ド(リパブール)アスベスト被災者数援会」のジョン・

フラナカ>氏や、「マンチェスター安全センター」の卜

ニー・ウイットストン氏が、イングランドにおけるアス

ベスト問題などについて報白。保険会干十(損告賠償

を起とすと、企業は団体生命保険を掛けているの

で、保険会社が被告となることが多い)倒産後の補

償問題などの途 '1'経過にもふれた。

足後に、ミ、ソケ・ホルダ一氏が発言。イギ江jス|玉11付
においては2 0 2 5年までの1~JIこ、少なくとも1万5千人

カ吋可らかのアスベスト被告で亡くなるだろうとの予測

が発表されているが、アスベストはいまだ1二位われ

ている地域もあり、特にこれからは市場をアジアに

移していこうとされている。この状況を食い止めるた

めには、企業に対する制裁や、早期に充分な補償

の実現、被災者への充実したR療やケア、また、既

存建築物に庇るアスベスト対策を行政が率先して行

うなどの要求を臨みつつ、警錨を鳴らし続け、世界

的にもアスベストを全曲使川禁止させることが必 l止
だと結んだ。

ロンドン大セミナー

9月8tJ、ロンドン六熱帯医学(疫学)古川大学院)

の公衆環境調全教室に招かれ、セミナーを持った。

守生は、がん研究所などで疫学をもL門としている方

が多かった。筆者は、労災補償請求のサポートに

携わっている立場から、円本の労災認定時におけ

る諸問題について、:チ兵を 3とえて報 f与した。

ここではやはり、労災認定基準についての質問

が多く、認定基準に書いてある石綿線維や小体が

検査省庁臼!など)結果かう発見さ才11 ;劫りたら労災認

定は難しいのかという、かなりこまかい質疑応答と

なった o 今まで自分が携わってきたケースの話や、

転督岩の対比、などの問題まで話す結果となった。イ

ギリスてを検査をじ戊>出てこJない(とくにケリソタイル

などは、顕微鋭で北ても発見されないことが£る)ケー

スは増えつつあるようだ。イギリスではどのように対

処しているのかを出くことが、時 IUJの悶係|できなかっ

たのが残念であったが、当然のことながら円本の事

情を初めて知った方がほとんどであった。

この大学では多くの H本人留学中が学んでいる

ので、(今回は秋江学期が始まる前だったので少人

数の参加であった)何かしらのかたちでアプローチで

き才 lばとJLLっていたが、伐念ながら次|門|への課題と

なった o

ウェーJレズで立ち上がった女性たち

ロンドンから約 3時間電車に乗り、ウエールズ地

方カーディフへと 101かった。今年 3月、女刊(遺族)だ

けで立ち上げあとし ゅ「アスベスト問題をちえξ会ウエー
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研究も、他のがん研究よりも指例数が少ないことで

会のメンバ全員が夫を中皮腫で亡くしてl唱

ルズ(意訳だが英語名はAsbestos Awareness

Wales)J を訪問するためである。この会は、ある弁

護士が、中皮)1 >1(で夫を亡くした妻たちを引き合わせ

たことカら発足した。書記を勤めるメアリー・ニコルさ

んにお世話になりながら、横須賀じんilI市被災者の

会の活動などを紹介し、窓見交換をするととができ

た。

メアリーさんも、去を悪性腹映 '1'皮腫で約 l年前

に亡くしたばカ旬。しかを彼は、 18歳の時にグラスゴー

で断熱一仁として、たった3週|自lアルバイトとして働き、

アスベスト曝露しただけで、 '1'皮腫を発症してしまっ

たと¢ことである。女性たちのグ凡ーブだが、毎月サ

ポートミーテ fング(お付いを励ましあう)と、運営委

員会を開いているとのことで、会員は約 6名というこ

とだった(他に支段者が男性を含め何人かいる)。

この会の特徴的なことは、ホットラインを設け、会

員肉らがアスベスト被告に関する電話相談を行っ

ているとと、また中皮脂の引|究(治療や疫宇調査な

どを台めた)の資金集めのために、クラシ、ソケコニサー

トなどをfTっていることである。相談については、会

計のアン・ハウウ工ルさんが .}"03している。

アンさんは、 「妻|司- t :だと会話カγときるが、被災者

本人との面談になると、つい最泣亡くなった肉分の

夫のととを考えてしまい、つうくなって話せなくなって

しまう」と、こぼされていた。また、カーデ、イフには充

電所や工場(円本企業tある)が庇るので、他にも

アスベスト被災斉が, lるはずだ、が、未だ組合関係者

との接点がないということであった。

'1'皮腫という悲惨な病気を根絶治療するた11)の

まだまだというところであるが、他のアスベスト被災

者救援組織では、補償問題が先決で、制究対策ま

で考えていξとこ却まほと/しどない。中皮腫と診断さ

れた被災者の家族の多くが、まず知りたいのは、病

気に対する治療法がないかという三とで、とのように

女 '1'1 たちのゲ凡ープがなち l. iJ旬、 r~1jの侃点カら」

アスベスト問題をアプローチしていくことは今後の運

動にも必要なことだと感じた。そのことを怠識して「被

災者の会」という名称を川いず、「意識を高める

(Awaren田 s) Jことを名祢として使うことを決めたとL、

うととだった。

ヴェールズのアスベスト被宵 (1997年カも2日01年

までの聞に約 300人が何らかのアスベスト、九容で苦

しんでいる)が深刻 lこなったととをふまえて、会の運

動を周知させるために、行政へ公式訪問を中し込み、

9月 10 F1に、ヴィタ・ジョーンズ副市長と会談するこ

とができた。副市長は今回の訪問 U的のメモを事前

に読んでくださっていて、ウエールズの被需につい

てはJL' 、を痛めてお1、会のメンバーと共に気さくに対

応していただいた。行政関係にも会の支段者がいる

ことなどから、今後の会の発展を期待したい。

和平後の北アイルランドヘ

今回の主目的であったのは、北アイルランド訪問1
であった。以前から、造船所があるベルファースト

に「アスベスト被災者の(正義を考える)会ベルファー

スト」が立ち上がったので、訪問してほしいという依

頼を受けていたのだ。しかし、訪問直前に、ヘjレファー

ストではなく、なかなかベルファーストに来れない被

災者がいるデリー(ロンドンデリー)に行ってほしい

と連絡があった。訪問に関する連絡調整にあたっ

ていただいた、リパブールのジョン・フラナガン氏とも

打ち合わせをしながら、準備をすすめた。デリーは、

北アイルランドとつL叩近まで紛争していた地域だ、っ

たこと力、ら、アスベスト対策が送れていたことは|自l違
いなく、こ才1からというところなので、とにかく「感じ取っ

て」きてほしいとのととであった。

ウェ-)レスカらベルファーストまで飛行機で飛び、

テVーィの受け人れ岡休「北丙アスベスト被災者の(正
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|イギリスr ! l )アスベスト被災者遺族たさ

義を考える)会」のメンバーに出迎えていただいた。

とにかく、何もかもが初めてだ!ったのだが、ベyレファー

ストからデリーにいく小一時間の甫の中から、オり

エニテーションが始まった。

デリー元市長の死

「北丙アスベスト被災者の(在義を考える)会」は

2003年 6月に立ち上げたばかりだ。それ私デリー

の元市長(19 8 9 +ド度)ト二一・カーリン市議が: I lU"1

'1'皮腫に倒れたことに発端をもっ。巾議になる前に

郵便局に勤めていたトニ一氏は、 1 8歳の時、デリー

市内=大企業のこと℃デ、ユポン(アメリカ本社)て場

でアルバイiそし、たった 3か月間断熱工のそばで働

いた。そのときの日暴露が原凶で、昨年市議を引退し

これカらの余サてを充実させようと以った彼を「必刊胸

膜 '1'皮腫」が建った心抗がん剤治療のためベルファー

ストの病院に通院中、ある看護師から、「アスベス

ト被災者の(正義を考える)会ベルファースト」の集

会が閣かれることを知り、そこで、卜ニー氏はデリー

で被災者の会立ち上げを準備していた、クィッグ什jー

姉弟と出会った。

弟のジエラjレド・クィ、ソグリー氏は、運輸 般労働

組合(TG&WU)で長らく安全衛生jD"jを務めてい

る。 1 9 9 8年に、姉のアンジヱラ・ケラーケが、デ、ユポ

ンで断熱工だったたジョーの作業肴を洗濯したこと

が原凶による胸膜肥厚斑と診断されたrJ:をきっかけ

に、引 Jーのアスベスト問題に取り組もうと準備して

いたところだった。この偶然のきっかけをモとに立ち

上がり、デりーにおけるアスベスト被害の掘り起と

しを始めた。

残念ながら、卜ニ一氏は 11か月の闘病のあと今

年 2月に天に召された。ノじ市長の死は、デり一市民

にとってもショッキングな出来事だったため、敬けん

なカトリック信者であった彼の葬儀には、 500名が参

力目したとのことである。

彼の死は、さまさまな影響を及ぼした。乙とつは、

医療。「悪性胸膜'1'皮腫」という病名をデ'J~市民は、

初めて知るとととなった。また、アスベスト疾忠につ

いてほとんど無知(抗がん剤治療をベルファースト

でしかできなかったことがう察すξことができるように)

テリでのアスベスト集会

であった医療従事者が、興味をもちはじめた。実は、

トニー氏の下供のうち 3人が看護師(内ひとりはイン

グランドで勤務)で、医僚従事者のオルグができつ

つまるとのことだ!った。筆者の報告集会も現地の病

院でfTうこともできた。

デリーにおけるアスベスト被害

9月 12日朝は、 l也ノじのB B Cラジオ取材かう始まっ

た。ジェラルド氏、卜二一元市長の妻メアリーさんと、

白分の作業着が主とで、 39 践の娘を悪性胸映'1'皮
l隔で亡くした三ョニー・マ、ソクインタイア一氏と筆斉の

4名でスタンオに入った。 nち合わせもないまま、本

番である。会の立ち上げにも協力していただいた DJ
のスーザン・マックレイノルズさんのインタビューに

答えた。

ジェラルド氏が、デリーにおけるアスベス川皮当の

総合的な話をし、メアリーさんとジョ二一氏の発言に

続いて、筆者が今 In[の訪問の H的を話した。一通

りインタビューが終オコるとスーザンさんが、ジョニー

氏に、「ジヨ二一、あなたは今、病んでいますか ?J
と質問した。娘さんを今年 3月に亡くしたは、かと何っ

ていたので、少しきつい質問かと思ったが、ジョニー

氏が、「止南青うと良くはないよ」と答えていたことが

印象的だった。

デリ は、フオイル J[1 (カトリソクとフ。ロテスタン卜居

性区を分けていたJ11)沿岸に二大企業デ、ユポン、イ

ギリス階素会社と発宿所が隣擁している。イギリス

酸素会社はデリーのいたる所に、合法的に廃棄物
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を投来している。デュボンに断熱一仁として働いてい

たジョ一氏によξと、彼の仕事仲間lまほと/しど亡くなっ

ているが、補償に関する話は聞いたととがないとい

う。一仁業地帯があるということは、いたる所にアスベ

ストが使用されていてもおかしくないはずだ。

そとで筆者と会は、ト二一氏の死亡診断占の発行

(解剖したが、州の病理院からの報告がまだできて

いないので、化亡診断書もないままに埋葬された)

や、会の活動|人j容を知って全ううためにデリー市議

会、北アイルランド議会、ヨーロッパ議会の各議員

などに面談を申し込んだ。デリー市議会では副市長

カ1, 1_ヒアイルランド議会は副首相が対比、してくだ、さっ

た(トニ一氏が地方労働党に属していたことをある)。

また、北アイルランド紛争の手 11平交渉に尽力し、ノー

ベル平和賞を受A員したヨーロッパ議会議はでモ£る

(イギリス議会議員もA d D 、ジョーン・ヒューム氏に

会い、アスベストの危険性を訴えることができた。

伐の集会は、医僚従事昔、議!-l(秘占も含む)、

被災者などを台め、約 1 0 0名集まり、横須賀の例(俣

療・組合・センターなどが一緒に取り組んだ)の話に

耳を傾けてくださり、今後のデリーにおけるアスベス

ト被害についてどのように対応できるかという、かな

切末いテーマでのテ守イスカッションが繰り広げられた。

ノしデュポン労働者が、なぜ組合の安全衛生jD " j者

が来ていないのかと、かなり強い批判をしていた。

このことについては、労働組合にとって、退職者

の健康管閉までなかなか千が届かない現実毛主る

が、じとりでも多くの被災者の掘り起こしをしてし通くこ

とが必要ではないかと、横須賀でも2 0年たって何と

か一部I~J知されてきたごとにも触れながら、筆者も

コメントした。この話題については、かなりの論議と

なった。

今 101の訪問により、何人かの俣療従事者・議員

などが興味を持ってくださり、特にデリーrP議のへレ

ン・クィ、ソグ、リ一女史は、別の口にデリー市内や近

郊の観光案内をしてくださった。市議会については、

彼交を通してアスベスト問題について文援を受けら

れそうな話もするととができた。

まとめ

今|門|の旅で感じたことは女flたf 5のパワーで変る。

偶然かもしれないが、どこに行っても、久性たちが

立ち上がっていたととに、筆青白身もI),｝ Jまされた。ま

た、やっとわかったことだが、イギリス圏内では、 H
本よりもアスベスト被当が多発しているにもかかわ

らず、必ずしも知られていないということである。倖

かに一部の労働組心、が~Xり組んでいたり、マスコミ

で報道されたりということはあるが、隅々までは周知

されていない。日本の状況と大して変わりがない。

残念ながら、このレポートを書いているときに、「ア

スベスト被災者の(正義を考える)会ベルファースト」

会長であったロビー・ブラウン氏(造船労働斉)が、

アスベストによる肺がんで、 10月12 tJ、 6 5歳という丹

さで亡くなξという計報が人ってきた。廷は、ベルファー

スト訪問ができなかったのは、ロビー氏が肺がんと

なり会長を退任したが、後任が決まらず、受け入れ

態勢が整っていなかったとし巾事情だった。ご賀福

を祈りつつ、会が終わりにならないことを望みたい。

今後の課題を多く伐した今101の訪問であったが、

横須賀の経験を 者「分かち合える」ところで毛あっ

た。次回とそは、労働組台や被災者同士の交流が

で執ばと考えてL喝。

インヲーネット上のアスベスト関連情報

2 0 0 4年世界アスベスト東ぶ会議 (ht柏: / fpark3. vvak ¥vak.comF gac2004/)

平ヰ綿対策全国辿絡会議(BANJAN)ホムページ/rアスベスト~JJ草情報J (http://park3.wakwak.C() mrh an i anj)

アスベストについて考えるホームページ (http://park3.W3kwak.comrhcpafil/)
中皮腫・じん肺・アスベストセンターホームページ (hLLp://vv'ww.asbesLos-cen臼r. ip/)

「じん肺とアスベスト被害J~じん肺・アスベスト被災者数ほ某金ホームベ ジ(http://w¥¥へん'.1凶 a pc. o明 -jinpaij)

被災地のアスベスト対策を考えるホームページ (http://,,'川llm.mcsh.nc.jp(asbcstosj)

アスベスト根絶ネットワーケ(hllp:!!¥V¥VW. jca.apc.Org)aSllet/ )
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長尾光明氏の業務上疾病(多発性骨髄腫)に関する意見書
放射線被曝による多発性骨髄踵の労災申請

長尾光明氏の業務上疾病に関する意見書
村田三郎

阪南中央病院内科医師

2003年2月12日付けで照会(注：富岡労基署から照 
会)のあった、長尾光明氏の罹患している「多発性骨髄腫」 
が業務上疾病に該当するか否かについて、以下のように 
判断する。
長尾光明氏が罹患している「多発性骨髄腫」は、氏が従 

事していた原子力作業によって受けた放射線被曝に起因 
しており、業務上疾病に相当すると考えるが妥当である。
以下に,その根拠を,
I長尾氏の現病歴と診断に至った根拠
n放射線作業歴と放射線被曝線量
m多発性骨髄腫の疾患概念
IV放射線被曝と多発性骨髄腫の関係
Vわが国における原子力労働者の癌(特に多発性 
骨髄腫)の実態

VI原爆被爆者に発生している多発性骨髄腫
VD諸外国における原子力労働者の癌(特に多発性 
骨髄腫)の実態

週長尾氏の疾患と放射線被曝との因果関係につい 
て

の項目に従って概括し、意見書として述べる。

I長尾氏の現病歴と診断に至った根拠
1.現病歴
生来健康で、1986年1月31日定年退職するまで、仕事 

を全うしていた。
その後1992年まで、体調に問題はなかった。
1993年(平成5年=67歳)から、血圧の変動があり、 

A病院に通院。
1994年から、首の痛みが始まった。
1996年から、首の痛みのために温熱療法などを自宅 

で行っていた。
この間は、ずっとA病院で通院をしていた。

1998年2月になって、前歯が折れたために、歯科を受 
診。
同月に第3頸椎に圧迫骨折を生じ、3月13日にA病院 

に入院。そのB病院へ転院し、1998年4月14日に、B病 
院整形外科で第3頸椎病的骨折に対する手術を受けた 
(72歳)。5月〜7月まで入院。この時点で多発性骨髄腫と 
診断された。
同年8月23日には、A病院で左鎖骨病的骨折手術施 

行。
1999年1月〜4月、8月〜12月まで、リハビリ目的でA 

病院に通院。(2月〜3月は入院治療)。
2000年10月、B病院放射線科で放射線治療を受けた。 

(9月〜11月まで入院)
その後の病状は安定しており、内服治療を続行してい 

る。
2002年5月、阪南中央病院内科を精査目的で受診した。 

血液検査上、免疫グロブリンのうちIgGが2,380mg/dl(基 
準値880-1,800mg/dl)と上昇しているなど、多発性骨髄 
腫に係る異常値が認められるが、現在は臨床的に安定し 
ている。
2.多発性骨髄腫と診断された根拠
長尾氏が多発性骨髄腫と診断された経過と根拠につ 

いて、長尾氏の主治医であるA病院のC医師から提供さ 
れた資料(a)と本人の口述に基づいて概説する。
(1) 臨床症状

1998年2月から、第3頸椎病的骨折に基づく項部痛が 
あり、3月に近医受診し、その後3月13日に、A病院に受 
診•入院した。同年8月、左鎖骨部から肩にかけて痛みが 
出現したが、その時点で、鎖骨に病的骨折を示唆する骨 
融解像があった。

4月14日に、B病院で第3頸椎の手術を受けたが、この 
時点の手術所見では骨髄腫の疑いがあると指摘された。
(2) 血液所見、特に骨髄の所見
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1998年5月の血液検査では、蛋円分画でァグロコリシ

領域にλ型M蛋白が日記められ、免疫電気泳動では、 IgG
が3,210mg/dlと高怖をノl、した。骨髄像では、 J F 5質細胞は

1 .2 %で特に形態異常はなかったので、三の時点では、良
性単クローン件M蛋白血hとして岐うことになったnしか

し幻Jには、 λ型M蛍白の増加とI只Gが4,4 2印ng/dlと上

昇し、左鎖骨の骨融解像が認められたととから、多発性

骨髄腕と診断された。

(3) X線所見と骨シンチ所見

1998年3月、第3頚椎栴体の破壊像を認め、同年8月
には、ん鎖骨市に病的骨折を示唆する骨融解像あり。ま

た 1998イ131Jのテクネシウムによる骨シンチでは第3頚

作にアイソトープσ;集積像が見られた。とれ0A d :多発性骨
髄腕の骨浸判に対応する所見である。
(4)手術所見

1998年4月 14日に、日病院で第3頚椎圧迫骨折に対

するH,を受けたが、その際に出3預椎後mw椎弓にま

で腫療が及んでおり出血しやすかコたと報告され、手術
標本が小さいために充分判断できないが、形質細胞が見
られ多発性骨髄挿が者えEれる、といわれている( B病院

からの紹介状) 。また、 81Jには、 A病院で左鎖骨病的骨

折に対する手術をイ丁った。
(5)その後の治療と再発(鎖骨病的骨折等)の経過

1998イ1:81J以後は、売の血被検企腎と手術所見を総
台B~I二検討した結束、多発性骨髄腫の昆終診断のノしに、

抗府剤治療を開始。そ江後から),肩かう鎖骨部にかけて

の痛みは改善し、骨病変の改善(骨の再止傾 l{rJ)がみら
れた。以後の各種抗癌剤治頃の結果I只Gは著明に低下

し、痛みや血液検杏・骨髄像も改善したが、 2000年り月に

再度左鎖骨骨病変の思化を来たした。このために、抗f高
責!の内投句と日病院で政射線治療(台計4白G v )を乏けた。
その結果I g Gも低下し、現存に雫るまで安返した状態を

維持している。

(6)今後の治療の見通し

C医師の診祭とE見によれば、今後は多発性骨髄胴の
再 I'oと 次性白血病守の発症に注意しながら、現時点で

は、化学績法なしで経過観察を見ていく必要が庄ζと心と
とである。
(7)以上に述べた長尾氏の臨床経過、臨床検宜、I向像

検査、手術所見、抗癌剤治婚と政射線治頃による自覚症
状と検杏結果の改葬、その後の再発と寛解の状態は、 f去
に述べる多発性'þ?髄臆にヰ五ナる臨床経過と.~く 致して

おり、長尾氏が多発性骨髄腫に擢缶、し、現在も厳王立な医

学的監視の元に経過観察が必要であξことは疑いよきの

ない事実である。

11放射線作業歴と放射線被曝線量と

その当時の健康状態(検診結果から)

1 長尾氏の放射線作業従事者としての作業歴と被曝

歴の概要

長尾氏によれば、白川島プラント建設(株)関連の作業

に従事するようになったのは1972イ1:51Jからで、疋式な人

社は 1973年l月2 1 0であった。
以後、 1986年1月3 H Iに忘年退職まで、 13年間勤務

している。仕事は、現場所長、自J特・安全の現場監督てあっ

た。

長尾氏の「放射線管理T帳J(登封番号25-004674) (以

下、「放符手帳 J)によれば 1977イ1'1 0JJから1982イ1:11J 

までの期間に政射線作業に従事している。その聞は欣射

線作業以外の作業にも従事している。放射線作業につい
ては、放符手帳学 (b)によれば以下のとおりである。

［次fl.,史参照］
以上のように、 1977年 1 0月から19 8 2年1月までの4年 

3か IJ問、その聞の集積線量は7 0 m S v 、lイ|当たりのヤ

均被曝線量は 16.47mSv［70/ (4+3/12) 1である。

2 各サイトでの作業概要、従事期間暦日数、被曝線量

①東京電力福島第1-2号機R/B RHR HEX配管追

加工事
1977年1 0月5lJ ~ 1978年1月2 6 lJ :1l4 lJ :1 6.7m Sv 

0.1 4,(mSv/円
とのて事は、格納容器周辺の二次系配管の新設一仁事

とL、うことである。孔Bとは格納容器周辺の原f炉建用内

のことであり、 RHRHEXは2次系配下!の つを指す。

他の一仁事もそうでまるが、長尾氏は駐留として作業に
従事しており、作業員に作業指示をする点場にあった。

ただし、作業員ができない場合号、技術指導として自身が

作業をする場台もあった。作業服は黄色で、管叫区域に
入るがIに着替えて入る。通常江管理|ぇ域内作業は、 9時
30分か>311時30 分、 12時3 0分から1(,時 3 0分。この侍
は、 O.5 m S vのアラームメータを持って入っていたが、警報 

がなることはなかったそうである。 F-2は、福島第一原発の

2片憾の意味で、作業H=i小業務で午前中は現場の符理区

域にいたが、午後は時閣のうち、 8 0 %は引き上げて事務
所にいることが多かった。

他の工事においても同様であるが、配符の耐ff検査時

は被府民量が多くf," IJ 、R P V耐圧試験を実施した1978年

1月14lJは0呂田S vであった(長尼氏個人下帳の記載に
よる)。なお、長尾氏はこ¢時間lだけ毎Hの被曝線呈を記

載しているが、三れは、管開区域入域l日当たり6 0 0刊の

危険千当が支給されることになっており、その照合のた

めに記録したとのことである。
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測定期間 歴日数

外部被曝線量 3か月

集積

内部

被曝 作業内容等PD FB TLD
その他

1977年度

10/5-10/31 27 488 470 470

WBC

10/4入

施設名)F-2
(福島第1-2
号機)

R/B　RHR
HEX配管追加

工事

11/1-11/30 30 435 470 940 同上

12/1-12/31 31 590 490 1430 同上

2001/1/26 26 255 240 1200 WBC
1/26退

同上

合計歴日数 114 年度集積線量:1670 年度末全集積線量1670
1978年度

測定期間 歴日数

外部被曝線量 3か月

集積

内部

被曝
作業内容等

PD

TLD
その他

評価

線量

(評価

方法)

1/25-1/31 7 7
30

(FB)

30
WBC

1/25入

施設名)F-2
(福島第1-2
号機)

SCC対策改良

工事

2/1-2/28 28 270 300
(FB)

330 同上

3/1-3/31 31 651 740
(FB)

1070 WBC
3/15定

同上

合計歴日数 66 年度集積線量:1070 年度末全集積線量2740
1979年度

4/1-4/30 30 275 250

(FB)

1290

施設名)F-2
(福島第1-2
号機)

IHSI工事

5/1-5/31 31 266 260

(FB)

1250

施設名)F-2
(福島第1-2
号機)

IHSI工事

6/1-6/30 30 133 120

(FB)

630 WBC

6/8定

施設名)F-2,3
(福島第1-2,3

号機)

RHR遮蔽工事

7/1-7/30 31 196 190

(FB)

570

施設名)F-3
(福島第1-3
号機)

RHR遮蔽工事

8/1-8/31 31 209 220
(FB)

530 同上

9/1-9/30 30 140 130
(FB)

540 WBC
9/1定

同上

WBC
11/28定

12/11-12/18 8 87 105 100 100 WBC
施設名)F-3
(福島第1-3
号機)



X…検出限界以下　　「3か月集積」の欄の括弧は、検出限界以下の回数

(FB) 12/18定 RW/B 三重化
調査

2/2-2/29 28 22 17
10

(FB)

10

施設名)新型

転換炉原型炉

「ふげん」

1979年定検
工事

3/1-3/31 31 14 27 20
(FB)

30 同上

合計歴日数 250 年度集積線量:1300 年度末全集積線量4040
1980年度

4/1-4/10 10 0 1
Ｘ

(FB)
30
(1)

WBC
Bio

4/10退
同上

WBC
1/28入

1/28-1/31 4 18 16
X

(FB)

0

(1)

施設名)H-
1,2(浜岡1,2号

機)

濃縮廃液系改

良工事

2/1-2/28 28 302 304 280
(FB)

280
(1)

同上

3/1-3/31 31 333 318 280
(FB)

560
(1)

同上

合計歴日数 73 年度集積線量:560 年度末全集積線量:4600
1981年度

4/1-4/30 30 210 211 210
(FB)

770 WBC
12/18定

同上

5/1-5/31 31 243 248 240 730 同上

6/1-6/9 9 0 8 X
(FB)

250
(1)

WBC
6/10退

同上

WBC
8/31入

9/1-9/30 30

12

(ATLD)

21

10

(FB)

施設名)F-2
(福島第1-2
号機)

R/B MSSR弁
モノレール新

設

10/1-10/31 31 551

(ATLD)

670 530

(FB)

540

施設名)F-2
(福島第1-2
号機)

IMSI準備工事

11/1-11/30 30
585

(ATLD)

569
670

(FB)

1210
WBC

11/16定

施設名)F-2
(福島第1-2
号機)

R/B MSSR弁
補修工事

12/1-12/31 31 691
(ATLD)

735 720
(FB)

1920 同上

1/1-1/22 22 22
(ATLD)

34 20
(FB)

1410 WBC
1/25退

同上

合計歴日数 214 年度集積線量:2400 年度末全集積線量:7000



E~I~l'.t~I,,~j;圭 L間ゴJ部判明日~,(U同~~~í_:酎三時三回一一一一一

また、 3号機の一次系配管の廃液濃縮タンクの改造の

ために設計の功子として現場にMl Jか行ったことがあり、

その時には比較的被曝線量が多くなっていたとのことで、

たとえば、 1978年 10月お日3号でR W / Il :0 .5 m S v 、2 6 日

3号 RW/B:O.4mSvとなっているロ
②東京電力福島第1-2号機SCC対策改良工事、 IHSI

工事

1979年1月25 lJ~1979年5月 31 lJ :127 lJ:15 .8mSv
0.124 mSv/ 円

①と同様に、二次系配管一仁事で原子炉建昼内で実施さ
れる。

1979イH J Jは7.4 m S vと被曝線量が多いが、 18、22R

に耐圧試験を実施しているからだとのととである。

③東京電力福島第1-2、3号機R H R遮蔽工事
1979イ161J 1 円 ～1979イ191J30 円 122 R: 6. 6mSv

0.054mSv/口
二次系配管ι遮蔽L事で" , cJ、L虫f炉建局青山で実胞さ

才［る。

長尾氏側人手帳の記録によれば、 1979年 11月29口実
施『電離放射線障害防止規則に基づく検診で、世血球数

は、 10 ,3印1個!/Llで民常怖をボしィ、合怖となったが 12

月4日の内検診では8ヱ∞ 1'1/μlと低卜している。

④東京電力福島第1-3号機R W / B三重化調査
1979イ1121J l1 R~1979 イ 1 121J18R:8円 lmSv

0.125mSv/口
二次系濃縮廃液系配管のL事調官であり、 l京f炉建

屋内である。

⑤動燃「ふげんJ1 9 7 9年定検工事

1980年2月三 lJ ~1980 年4 月 10 lJ :69 lJ:l. 3mSv
0.019mSv/ R

長尾氏によれば、集蒸気装置の架台、の改良一仁三戸で、除
染状況は比較的がよかったと思うとのことで虎る。

⑥中部電力浜岡1、2号機濃縮廃液系改良工事
1981 年l 月 28 日 ～1981 年6月 9 日 133 日 1 1. 1mSv

0.083mSv/ lJ
次系濃縮廃問系配符工事さ却1原子炉建屋内であ

る。

⑦東京電力福島第1-2号機R / B MSSR弁モノレール

新設、 R/B IHSI準備、 R/B MSSR弁補修工事
1981 年9月 1 日 ～1982年l 月 22 日 144 日 19.5mSv

0.135mSv/ lJ
阿1哉の1981イ|で定検工串であり、格納d村出内の工事

であり、三れまで以卜に汚染j児の高い区域と作業である。

⑦カミら⑥までのL事はいずれも簡易マスクt.t. Zvしマスクな
し州十業だったが、本工事はすべて全面マスケを着用し、

同辺部はガムテープでよTじられていたとのととである。

3 記録された外部被曝線量と他の被曝要因からの被

曝についての検討

①記録された放射線被曝線量(外部線量)に対する評
価
以上のように、「放管F帳」を宅とに、長尾氏が 1977年

かeo1982イ111Jまで放射線作業't 'f事者として被曝した集
積総量は、子主計7 0 m S v ( 7レム)になる。そして、長尾氏。コ

年間被曝線量(外部線量)は

1977イ1': 16.70mSv

1978年 10.70mSv

1979年 13.0印nSv

19副)イ1': 5.60mSv

1981年 24.00mSv

となっている。特に、 1979年2月に 6.51mSv (651ミリレム)

被曝しており、この時期に被曝線呈が多いのは、 度耐
圧試験を行っているか円と考えられる。また、 RHR配管は

2次系配管であるが、その遮献上事は被曝線量が大きく
なる。

また、 ISきl年g以ヰ度曝線量は24rnSvと際立って多い。

この期間中は、中市電力浜岡泊原発で濃縮廃液系配

給の作業に従事(人峨円数は107円)し、東京電力栴同

第一原発で格納容器内定検に従軍〔入域日数は97日)し
て才刻、 011叫に高い被曝をうけつつ、作業をしていた。くし

くもこの時期は、今円問題になってL渇、「束京電力の事
故隠し」の時期である。

②福島第1におけるα核種汚染問題

長尾氏は、 1979イ111J.21Jに、栴同第原先2月憾の 
一仁事に従事し、長｛卸)1981年l月から6月に、巾部電)j
f民|吋泊原発で濃縮崎液系配管¢宇業に従事し、|叶年

9JJカ沿82イ1llJまで、栴局第 原ブ［2月機では、格納作

22内でモノv-JI.-作業(格納容器内のポンプなどの大きな
機材運搬するためのレールを取り付ける)に従事したロ特

に最後σ楕同原7じでの作業は、全面マスケ着用で江作業
であった。
内部告発によって、福島第一原発1・2号機共崩ギ訓気

筒でアルファ椛種が検出されてお江川染原岡は1月般に
あったと推測されているが、通気的には2号機とも通じて

いる。この福島治一原発正α核積汚染の時期が、長尼氏

の作業時則と 致しており、これが、長尾氏の被曝状i ' i I
に影響を可えていた "1能性がある。長尾氏が入った2号
機の管理|メ域内等で内市被曝につながる汚染を受けた

可能性が高い。
当時の被曝1&量測定は、ポケット線量計( P D )とフィル 

ムパソチ( F B )による外市線量抑JI ,とのみであった。後に 
T L Dが導入されまた定則的にホルボティカウンタ 

による内部被曝検査は行われているが、問題の汚染によ
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長尼氏正被曝線量 主たる作業原)［ 年間平均被曝線量

1977咋l主 16.70mS、 福島第原発 社員3.6 そじ也 4.7 mSv

1978年度 10.70mSv 悩島第一原発 社員3.7 そ0:白 7.4 mSv

1979年度 13.00mSv 福品第一以允 社員3.2 その他 5.8 mSv

1980咋 l主 5副)m Sv 敦賀.ふげん 社員1.1 そじ也 2.2 mSv

浜岡原発 社員2.7 そ0:白 2.2 mSv

1981年度 24.00mSv 浜国、福!r,j第一原発 社員3.0 その他 6.6 mSv

る被曝線量は、 l'検脊さは検出が困難でil';ξと考えられ

ており、この点は、被曝線邑紋値に災現されていない被
眼要凶として重視すべきものと考えられるU

以上のように、外部被曝線量以外に、無視できない量

の内剖被曝を受けていたと考えざるを叫ず、長尾氏は、少

なくとも7 0 m S vを超える被曝を受けていたと考えるのが
妥当である。

4 長尾氏の被曝線量と他の労働者との比較について

長尼氏の年間被曝線量は、斗 H寺長尼氏が放射線作業

に従事した原先における労働昔の被曝線量データとよJ
比すると、長低 1.5杭から艮 λ3.5m多かったととが明ら

かになコた。［上表参照］

以上に表小したように、長尾氏のイ|問被曝線量は、了仁
社員σJ被曝総量と比較すると、毎年長低3計、足晶で81日,
も多いことが分かる。また、正社員以外の臨時・下清け労

働者は、 般に被曝線呈が高い区成で臼労働を余儀なく
されているが、その卜請け労働者と比較しても、長尾氏の

被曝線量は最低1.5倍、最高では3. 5倍の高さになってい

ることカ氾月白である。 (参考資料C,原子力市民イ|錨2C ,口
原子 J資料情地室編 七つ森書官oJ

このように、木人の「放管子帳」や斗時の原発毎の被曝

実績の比較検討から、長尾氏は、他の労働昔と比較して

も、短期閣に非常に多くの被曝をする作業に従事してい
る事が明らかになった。

5 検診結果について

①検診結果と長尾氏の放射線従事者としての作業歴
について

長尾氏は、前述のように、 1977イ|カ沿1982イI1I Jまさ 
政射紋札業従事青として、政射線卜 o)fド業に付いている。

長尼氏が1977年カら1982年1月まで放射線作業従事苫

として被眠した集積線呈は、合言 170mSv(7 レム)であっ
た。

そして、長尾氏の年間被曝線量(外部線量)と、当時の

検査結果(白血球数)は

イ|間被曝線量 白血球数

1977年 16.70mSv

1978年 lO.70mSv
1979イI 13日日mSv

19初年 5.60mSv
1981年度 24mSv

6ヲ8001μl

6,肌)-68001μl
7,500 10 ,3日日 8ユJOIμ1

8ヲ9 α ) - 8ヲ6似］ - 9ヲ0001μ1

8,6001μl

となっている。

人成前検診では健康であったにもかかわらず、白血

球数は作業従事期間中に徐々に増加傾向にあることが
わかり、被曝により反応性に増加していたと与えξことが

可能ぜある。当時の白血球分類や血清免疫グロプリン呈
やZ廿(勝質反比、)は不明である。この頃から血巾 l只G 直

を測定して才うれば、放射線被曝と以後の多発性骨髄脂発

止経過が綿密にjJ i 'えられていたと考えらtlる。

凹多発性骨髄腫の疾患概念

1 概念

骨髄腕は、骨髄の形質細胞が哨ケローン性に培殖する

臆痕性炭忠であり、単 江免疫グロプリンをモノクローナ
)J,に並生し分泌する。免疫に関年する日細胞が分化の

最終段階で腕場化したモので、骨髄に局有しながらも骨

髄内に多允するために、多ブE性骨髄腫といわれる。好発
年商事は晶齢背であり、慢性に経過する宅ぽ)7うも腎不全に
よって急速に死に雫る組例まであり、臨!水経過が~I'r':例こ

とに多彩でil';る。 Jlが園の多ブ011骨髄腫のタじ亡数は、イ| 々
増加している。 1998年には2,901人(人口 10力人比て'2.3

人)になっている。 65歳以ょの高齢者に多く、 75歳以上で

は 10万人比で 16.2人に達しており、男性に多い (d)。

2 病因

骨髄挿の病因は不明で庇るが、疫守的、'(場か3血縁|什

ブE止から遺伝説慢性胆嚢炎ゃ骨髄炎が先行する例が

安全センタ情報2004年 1.2月号 73



E~I~l'.t~I,,~j;圭 L間ゴJ部判明日~,(U同~~~í_:酎三時三回一一一一一

ま主計三とから、慢性刺激説、広島長崎の被爆者に骨髄腫

の発牛率が多いことか玉、放射線・放射能品があξと、戸

川は述べて l'る (d) 。また最近、 Pax-5遺伝子の変異が

発症に関係してL唱と考えられており、とのほかにも多数
の因正が関与すξと言われる。また、原爆被爆者の追跡

調査カ仏放射線被爆j釘ご数|イ|を経て本症を先症する

刻j立が高い三とが判明している (0)ことは、遺伝子変異の

物理的要因である放射線と多発性骨髄酔との関連を畢付
けるものである。

3 病態生理

骨髄腕細胞はMタンパク(哨ーの免疫クロプリンまたは

その軽鎖で主るB叩 ce-Jon品タンパク)を産生して種々の
臓器に障者をもたらす。特に骨では、腫帰納胞か3遊離
されξ物質(破骨細胞刺激因nが破骨細胞を活性化す

ることによって、全身的な骨の融解が起こる。その結果、
初発症状として長も多いのは貧血による全身倦怠感と1T
病変による痔痛が主要な版状となる。骨粗索引hによる病

的骨折が特徴的であって、突然の骨折をきたいその原
凶検索の過程で初めて多発性骨髄腫と診断される三とも
多い。長尼氏の場合も全く 10J様の経過をとっている。

4 検査所見

血液検査では、免疫グロフリンの悶加( M蛋門悶加)と

高カルシウム血抗、民中I3ence-Jonesタンパケの増加、 X
線所見として骨質似壊による十」ち抜き像 punched outが

見られる, H発部位は頭蓋骨・骨明言骨・卜今腕骨・λ腿行・肋
骨でi ! 'Jる。全身骨への転格(浸潤)を検索する )ji主として

の放射線同位元素を使用した骨シンチグラフィーでは浸

潤部位に明瞭な71ヘノトープの取り込み像(集積像)が認
められる。 M蛋世正細胞組織傷害が原因で、腎臓への障

宮が認められる。腎障宮は蛍白尿に止まらず、最終的に

腎不全を米たす。また、骨髄腫納胞が悶殖し、その結果
として、造血器でil"る骨髄抑制が起こり、iH血球減少(赤

血球減少の結果として貧血、血小板減ノレの結果として、

出血傾向、 n血球減少の結思として易感染性)にかカミわ
る抗状検査所見が現われる。

IV放射線被曝と多発性骨髄臓の関係

1 病困からみた多発性骨髄腫と放射線の関係

まず、放射線かi;m.白血病の発生を誘発すξことは、多

く広被爆者や放射線従事者に関する疫乍的研究で明らか

になっていることであり、ここで論じずる必夏がない自明の

ことである。ー右、多発性骨髄臓の病凶は、いまだ催どし

ていないが、先に ld日べたように多くの要肉が庇るとされて

いる。そのなかでも) - ' 111は、疫学的立場カ 'i~ß)遺伝説、炎

~I'I卜が先行する例があることかうくる慢性刺激説、広島・長

崎正被爆者に骨髄腫の )6牛車が多いニとカらくる放射線・

欣射能説を述べている。また、遺伝子党異が多発性骨髄
慌の発院に関係していると占えられており、遺丘、正変異

の物理的要閃である放射線と多発性骨髄腫と¢闘連を裏

付けるものである。

2 疫学的調宣からみた多発性骨髄瞳と放射線の関係

放射線被曝をした集問に村党極・白血病その他の疾
忠に閣する挺学制査0)うちで長も主主要な~JðJ査は、原爆被

爆占の追跡調官と!京f力労働昌の調杏である。原爆被爆

者では、放射線被曝後に数|イ|を経て本症を発症する頻

l旦が晶いことが判明しているとと、我が 1'1や諸外1"1の原
f力労働苫の調査でも多発性骨髄慌の発中率が高いこ

とが明らかになりつつあることは、放射線被曝と多 )6性
骨髄腫の閑辿を裏付ける。

次の唄で、これG o疫予的調杏について検討する。

Vわが同における原子力労働者の癌
(特に多発性骨髄腫)の実態

1 我が国における原子力労働者の癌・白血病の実態

原f力発電所の運山、開始力、ら、(それ以前の建設段階

を含足ると )30イ|以上に及んで原子力充電所で放射線業

務に従事してきた労働者は、既に延べ 30}] 人に此ぶも
のと者えられる。しかし、原f力労働昔の府・白血病に関

tる調企研究は民間同体の小規模な調企や、個々の事

例報告的なマスコミ地道によるもののみで、ほとんど明ら
かにされてこなかった。

2 原子力発電施設等放射線業務従事者に係る疫学的
調査結果からみる癌・白血病の実態

①前1期(平成7年3月)原子力)[電施設等放射線業務

従事者に係る挺学的調査結果(財「司法人政射線影響協
会)(f) によれば、刊ド成2年～6年度までの:\4 1 j十結果では、

解析対象となった 114,900人の平均年齢は39歳で総累

積線邑は、 1,598.5人S v 、平均 人当たり累積線邑は

13.9mSvであったU この調査時点での対象子干の死亡子手数
は、時世血病死は66 1人であった。そのうちで多活性骨

髄腫による死亡者数はG名であコた。累積線邑別の死亡
期待値を"十許し、観察値との比較で死亡率の)～加と線量

増加との聞の岡県関係を判断した結果、 !iト神経系の新

生物のS M R (標準化死亡比)は、潜{則 10年で見ると右

意に高く、 JI利蔵癌が有意にI目力 nしたという結思になった。
しかし、この報告の最終判断は、「閃果関係ありといえな
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い」であった。

多発性骨髄腕による死亡占は、 10mSv末満群で5名、

1O- 2 0 m S v群で1名であったo集積線量が比較的合ない 
ゲ)vーフcで死亡者が発生していたが、SMRはそれぞれ

1. 2、2.0とやや高い傾向を示した。また白血病は累積線

量が10-100mSv未満江グループでは線呈に応じて直線

的にSMRが悶加していた。

報告の与祭では、「白血病と多発件骨髄牌は増加して

いなLりという結論になっているが、白血病は、 100mSv以

卜の3,100人の群での死亡者数がゼ口であり、多発性骨

髄挿は、 5 0 m S v以上被曝群で死亡占数がゼロであったー

長期間槻察をしてこの群でタ己主者が出れば円本でも閃

果関係が明らかになる "1能性があ-'たo

②第Z期(半成 12年 12円2 H J付け)原正力発電施設

字放射線業務従事者に係る疫学的調企結果(財同法人

政射線影響協会)(只)によξ と、平成7年～11 年j児までの

集直結果では、全解析対象集凶は175,93リ人で、そのうち

I月l集言|者中で経過槻雪すとおE人達(前 I(IJき角朴正集同)は

119,4 8 4人、その平均観察期間は、 7.9年であった。総集

凶線量は、 2,109/-、S vで平均集積線量は、 12m針。その

死亡数は5,5 2 7人で、タ己閃が恋性新生物でまるをのは、

2ヲ138人。うち門血柄は60人、前向き解析集団では1,191

人で、白血病は 23 人であコたD

多泥仕骨髄腫は8名の死亡者があった。内訳はlOm S v

未満で6fh 50-1α)mSvで1f、, 1α)mSv以上で1f,であっ

た。累積線量群jJIJ (mSv)に観察死亡数/期待死亡数 (0/ 
E比)を表ボすると

く 10群 1肌)

10君手 O
20 群 0

50-n. 3.63

100+群 7.22

傾向性の片側検定結呆 p値 0.047

であコた(付表3.1前 1(1陪解析対象集同今潜伏問1:0、

地域を制整)。

この調査結果報告では、者察として、 '1.何i¥s比較では、

全タ己主事は累積線呈が増加するにつれて増加するカえそ

の原凶は主として外凶死で、外凶死の死亡率は、累積総

量の増加とともに有,Qに増加する」と結晶づけたロまた、

「白血病の死亡率では有意な傾|向性は認めなかった。白

血柄を除く全悪性Wr生物では有意な傾向性は認めなかっ

たが、潜伏期を与慮すると有J百な傾向性を認めた(特に

食道・胃・直腸)。第I問l調企で有意な傾I(IJ'ド上を認めた熔臓

癌は今回右意な傾向性がなかった」とした。

さらに、「多発性骨髄牌は、住所地を調整した解析で有

意な傾向性を認めたが、症台数が極めて少ないので政射

線との関係を前ずる段階にはなLりとしたロ

方で Radialion Researchの最新月 (Feb:159 (2)

228-238) (h)C可土、との報告書が英文で公表されて才列、

lwasaki Tらは、要約で、「世血病をfTむ多く正軒では集

積線呈とタ己主不の聞に呈反応閣係は認めなかコたoただ

し、食道・胃・間腸・多発性骨髄腫では正の相関関係があっ

た」と報告している。

円本圏内での発表では、放射線との関係を論じる段階

ではないとし、英文では、「正の相関閣係があった」として

いるのは判断に苦しむが、ここに、数字で示したように、

内部比較で見ると、線量に応じてO氾比は増加しているこ

とは、明らかである。第l期制査で明らカヰ二なっていなかっ

た高線量被曝群でその後に、死亡昌が山たことが、線量

とタ己広者数の了Fの佃闘をもたらしたと考えられる。

とのように、現時点では原子 )J労働者に関する唯一の

「公的な」疫学調官結果か三みても、多発性骨髄牌は、放

射線被曝線量とタ己主宇の田和三佃閑閣係カ窃る志位新生物

であξ3というととは明円である。

VI原爆被爆者に発生している
多発性骨髄腕

1 広同・長崎の原爆被爆者に多允性J国髄臆が多く発止

している三とは、被爆者の必命制査や成人位版制査結思

からも明らかである。

被爆者の遍・白血病をはじめとする健康影響を広範囲

に記述し1渇成書である「原爆政射線の人体影響 1992J

(c)には、「高齢化社会に入りつつある現作では本広は増

加傾1(1/にある造血出腫療の つでt X注目されている」

と記載され、「骨髄形質細胞への政射線障害による腫場

発牛は、病変の場内可叶じ骨髄で己主る白血病が被爆占に多

ブEしたことを考え合わせると放射線による pf t;'I o障害の

っとして念頭におくべきである」と総説している。

また、原爆被爆占の「寿命調査第 10報、 Jj ;島・長崎の

原爆被爆昔によ?コける癌死亡、 1950-82イI:J ( i )では、白血

病を始めとする多くの癌とともに多発性骨髄腫について、

恒患率と死亡率のいずれも有志な線量反応が見られた

としている。その後の ili跡調査による解析では、「多 I'o性
骨髄腫について過剰リスクがあるとする証拠は認虻うれ

ないJ(i)という見解もでているが、今後被爆占の高齢化が

さらに進み観察則間が長くなるにつれて明確な相闘関

係がでてくると考えられる。それを示唆するものとして、長

崎原爆病院では、多発性骨髄艇の新発牛が急速に増加

しているという事J支がまる (1999イ|度原爆被爆者診療概

況)(k) 。
さらに、止、都原爆~1'~JÍf J公公判で明らかになった「厚牛古
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原爆院頃審議会による認定);(準(内nl)平成6年9月 19

lJ Jによれば、「原爆放射線起因陀の庇るとみなせる宅の」

として、胃艦、結腸艦、卵巣極につづいて多允性骨髄腫

が戸載されている。

このように、放射線被曝集凶としては最も多数で、長期

的に疫学調企がなされている原爆被爆者において、多ブE
性骨髄腫が多発し、これを欣射線に起凶する血液疾患と

してみなしていることは明らかであるロ

VII諸外岡における原子力労働者の癌
(特に多発性骨髄腫)の実態

①アメリカD O E関連施設労働者の疫学調査とその救

済策に関するクリントン/ゴア調書から

この報告書は 1997イ|当時のケリントン大統領が、エネ

JLギー宵と財務宵の省庁聞の台同委員会を設置し、ベリ

リウムの職業病の犠牲苫に対する補償7'ログラムを設け

ることをきっかけに、その他の疾患についての綿密な調

査を命じた結果をまとめたものである(1)。

その結果Aは、核兵器関連胞32の従業員の疫百周杏で、

22種績のガニが 般国民と比較してより高率に允止して

いる (SMR~標準化死亡率が高い)ととが確認された。

その労働省の累績線量の半均値は3 0 m S vであった♂こ 

のなかでハンフォド原子力施設労働者の集言|では、勝

臓癌と多発性骨髄腫については総量と死亡半の問に統

計学的に有志な相闘がみ己れたと記載されている。従来

のマンノノーソ報告では、平均累積線量は 26mSv で、隣臓

ガン、ホジキシ柄が右意に悶加していた。今回の結束は、

これを追日記するものである。

同時にこの調書では、事故死、外同性死、ノト明確な健

版障害(ill-Jefined condition) 、精神神経系の障吉、人

格不全、動脈硬化、脳血管障害、呼吸器疾患での死亡率

が高いことも、明瞭になった。

②オークリソジ'1 '1立制究所で働いた 14ヲ〔ヲ 5人町労働
者について低線量放射線被曝と死亡率の聞の関係につ

いて調査(Richardson.W i n只ら)では、 45歳を過ぎて被眠

した線量が多ければ多いほど、また潜伏期間を長く仮定

すればするほど、死亡原因が何であることが治 義的に

明らカ止なコた。全癌死亡率は、 1 0イ|聞の満f人則間を考

民草して、 45 段以後に被曝した集積総量のlOm S v当たり

4.98%増加する。 2l年の潜伏期間を与慮すξと、 45歳以

後に受けた累積線量の 10mSv 当たり 7.31%増加する。

低レベルのイオン化(電離)!J~射線。コ外部被曝を乏けると

とと、席死亡率の増加の聞には相関関係があることを示

唆し、高齢 (45歳以後)になって被曝すると、電離放射線

被曝の癌原性効果に対して、より高い感叉性を示すはJ能

性があると報告した(m ) 。

その後、ノースカロライナ大?のウインゲらは、累績被

曝線量が50mSv を越すと、多ブE性 J国髄H重のブE止率が

高まるごとを報告した (n)。

その内容は、口ス・アラモス国、'(研究所、サパ二ナ・リハー

研究所などの原子力関連4施設で1979イ|以前に雇用さ

れた約 1 1 h人の名簿カ喝、血液のがんの一種である多

発件骨髄挿(しゅ)で死亡した98人を割り出し、|叶胞訟の

他の労働者391人と比較した。喫煙や医療被曝の影響を

考慮したうえで、累積総量が5 0 m 5 vを超える青とlOm S v

以下の占では、多発件骨髄腕によるオヅズ比は約  3.5f告
だコた。累積被曝線量が同じでも高イ|齢になコて被曝線

量が悶えた労働青は、ず?い時期に被H塁線量が多かった

労働占に比べ、発牛率が高い傾向があったとした。ウイ

ング医師はこの結果をもとに、「米国の原子力施設の労

働背を対象とした剖査では、長も川模がんさい」とデータ

の信頼性を強調し、「被曝と他正軒との因果関係も検討

する必夏がある」と考察している。

③以卜に述べたように、アメリカの原子 )j施設労働守

のなかでも多発性骨髄腕は、労働省江線量限度とされて

いるイ|間5 0 m S vという比較的低線呈の集積線量でも被

曝線量の低い労働者と比べて、発生率が高いことが示さ

れており、特に比較的高齢 (45歳以上川、ら被曝労働に

従事した場合に放射線に高い感受性をノl、すことがノl、さ

れている。

VIII長尾氏の疾患と放射線被曝との閃
果関係について

1 長尾氏のイ|閑被曝線呈は、当時の放射線作業従事

者の平均被曝線量の長低1.5市かろ昆λ 3. 5市であったo

長尼氏は、放射線業務に従事した当時、「放管T帳」に

記載されている限りでも、放射線業務に 1 9 7 7イ|か;-::J!981
年以'"までの 5 年間に仏、なくとも 70mSv の被曝を～:;:(:け、

年平均16.4 7 m S vでa刷、他の労働者の半均被曝線量よ

りも多い被曝を受けている。先に表ノl、したように当時の

福島第一原発Tの労働者の年間平均被曝総量は正社員

では3.0-3.6mSvで、その他江労働省(下請け労働者なと)

で 4.6-7.1mSvであり、また浜岡原 5cでは王社民が 2.3­

4 . 0 m 5 vでその他の労働者が2.2-4.3mSvであった (c)。

以上に述べたように、長尾氏は、 1977年か;1981年度

末までに、平均的な了円十民江被眠線呈の最低3倍から最

高 8mを被曝し、また被曝線量が多い卜請労働手手の平均

被曝線量の最低1.5f告から最高 3.5f古の被曝を受けてい

たと判断できる。

2 長尾氏が慌昔、して L治多発性骨髄腫は、骨髄σ7癌(血
液氏号、)として与えられるべき悪性疾患で2泊。
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病名 集積線邑 11業月l閣 午平均線量

慢性骨髄性白血病 40mSv 11か月 44mSv

慢性骨髄作白血病 50.63mSv 8年 10か月 5.6mSv

急性リンパ性円血病 129.8mSν 約 12什 IO.ORmSv

D氏 :急性中球性白血病 74.9mSv 11年 6.8mSv

E氏 急性骨髄作白血病 イ明 5年5か月 ィ、明

政射線障害に対する認定は、電離

放射線に係る疾病の業務よ外の認

定基準(基先第810片一昭和51イ111

月8日) (0)にぷづいて行われる。

日"項で述べたようi二、長尼氏が, T [
告、してIIる多制上骨髄腫は放射線に

起凶寸名将髄じて屈(血液U)悪生腫場)

として者えられるべきであり、電離放

射線に係るす矢病のうちで、以下に掲

げる

(1) ;;0.、件放射線障害プ急性放射線州、急陀放射線皮

膚障害、その他の急性局所放射線障害

(2)慢生自く見郎知こよる電献政射線障告欣射線皮膚

障害、放射線造血器障害

(3) 電離放射線による思性新牛物 白血病

外部被曝によるも(f)-皮膚癌、'1'状腺癌、fTの悪

性新牛物 

内部被曝によるもの HI[i極、骨の恋性新生物、肝

臓胆道系の癌、 1' '状腺癌

の第 (3)唄にJ S L守するロこの電離放射線にかかる疾病の

うちに長尾氏の多発性骨髄腫は掲載されていないが、こ

れまで述べてきたように、我が1"1でも多発性骨髄腫は原子

力胞設等での放射線業務従事者に発牛し、死亡率も高い

ことが明らかになっている。また長則にわたる疫学調査を 

続けていゑアメリカでも同綜に原子 )j施設労働背に多発

性骨髄艇が発牛し、 5 0 m S v以よの被曝ではより発牛率が

高いと干E告されている。

岡崎に、先に述べたように、政射線被曝柴田として長

も多数で、長期的に疫学調者カカ江されている原爆被爆昌

において多先性骨髄腫が多先し「放射線による晩発性

障害のーっとして念頭におくべきJ(r原爆政射線の人体

影響J-l卯 2) (c)と記載されてllるように、放射線起因性 

の血恨咲忠として考えるべき咲患である。

3 長尾氏は、慢性的政射t純度曝に起凶する血液疾患

で去る、多発陀骨髄挿を発抗するに相当する放射線を被

曝している。

長尾氏は、慢性的政射線被曝に起凶する血液疾忠で

主る、多発陀骨髄腕を発抗するに相当する放射線を被曝

しーといる。

我が 1"1の被曝労働背では、 5人ぴ〕竹血病が支給と認定 

され、その人達の累積線量は 40-129.8mSv である (p)ロ

その累積線量は、最小4 0 m S v で業務上認定されてお1、

長尾氏は累積総量が7 0 m S vで、とれを超えている。先に

述べたように、我が国でも、またアメ1)カでもl京J力関連肱

設労働者に多先性骨髄腫の先生寸也タ己主率において線 

量と正の相関関係をもって増加しているのであり、アメリカ

の調官粘果では、その累積線量が5仙n S vレベルの集凶

で 1 0 m S v集団より3 5 f斉の差があるのである。

また、この人達の病名、累積線量、作業期間、年平均

線量を見ると、

[ 1の表参照]

であり、白血病に関する業務上認定基2罪である、 r(1) 相
当量(0.5レよぷ電離政射線被ぱくを受ける業務に従事し

た年数)の電離放射線に被ばくした事実が正ること.(2)
被曝|刑始後/かなくとも1年を超える期間を経jたf去にJt'lし
た仮病であること。 (3)什髄性R血病又はリンパ性R血

病であξこと. Jを満たすものであったりで :0.5レムは5m 

Sv)。
長尾氏の場合は、「政管手帳」に記載されている則聞で

正る5年聞の総被曝線量は7 0 m S vであり、年間半均被 

曝線量は16.4 7 m S vであった。これは、白血病の年平均 

被曝線量白主主準の3倍以上に達する線量であると同時に、

これまで白血病で業務|ぷJi:されてL渇人主主の年半均被

曝線量を超える数舶をぶしている。

また、業務上外の認定某準(某発第81Ory)(0)では、

放射線造血器障害については「慢生被曝におけξ相当量

は、 1年間に50mSvまたは3か月間に30mSvを超える

線邑を慢性的に被曝した事実があることをいう」とされて

L渇が、長尾氏が悟忠している多発性骨髄腫は、白血病
と同様に、骨髄に対する放射線障~に起阿する「血i 支の

恵性疾患」と考えるべきであるカめ、この「慢主被曝におけ

る相当量」を機械的に脳出すξのではなく、白血病に関す

る業務上認定基準に則って判断するのが妥当である。

以上のように、長尾氏の累積被曝線邑が、 R血病で業

務 1"01認定された労働者の累積線量よりも多いことと、こ

れが、事 Jc性骨髄腫の)[/1頻度、死亡率を上昇させるに

足る線量であること、午平均線量もR血病として業務上認

iとされた被曝労働梓よりも多いこと、当時0;他。〕放射線

業務従事者よりも多くの放射線被曝を毎年のように受け

ていたことを豆要制すべきである。

4 長 Is氏が羅忠している多発性骨髄臓は、放射線被眼

に起阿すると半JI断できる。

長尾氏が権号、している多発性円髄腫は、以下にまとめ

た矧自によって、放射線被曝に起凶すξと判断できるU

(1)放射線業務に1977年カル～1981年までの5年間に/か
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なくとも7 0 m S v O予被曝を受け、年平均 16.47mSvであ
、りf也の労働苗の平均被曝線量よりも多い被曝を受け

ている。

(2) 長尾氏が権思している多発性骨髄腫は、疾患概志的
唄で述べたように、白血病と 10J椋に骨髄正軒(血液の

思性咲忠)として考えられるべき恋性疾患である。

(3) 長尾氏の場台は、 rJJ~管手帳」に記載されている期間

でaJる5年間の総被曝線量は7 0 m S vであり、年間半均
被曝線量は16.4 7 m S vと、白血病の認定に係る基準の

3市以卜に達する線量である。多発性骨髄腫を骨髄の
府(血液の悪性疾患)と与えるならば、充分にこれを発

症させ得る被曝線量に相当する。

(4)我が|川でも多発性骨髄瞳は原子｝]施設等" 0 )政射
線業務従事者に発牛し、死亡率もSMRで高く、線量と

王の相闘閣係があることが報告されている。

前述した、クリントシ/ゴア剖書は、以下の3条件が揃っ
ておれば補償を行うという結市に達した(l)。

①その労働現場で癌がSMRで有意に高い頻度で先

生している三と
必被曝をする労働現場で働いていたこと

③被曝が原岡で止じる癌に躍っていること

その理由は、「前査を行った全期間巾で発生した、 3,000

人の発軒昌・席死苫が、放射線被曝以外の原因で発牛し

たとどうや>亡証明できξ σ か。被曝線量の測定や保存が 

不適切であり、データそのものが残っていないという不公

半もぷ肯する。全期間の集積線量は、 427,5034人Svで、
その平均線量は、 30-47mSv で、総被曝線呈は、 44万5
千人レムである。 100人 Sv/年で1朽のガン死者がfHると

予恕すれば、約 440 人の過剰死が牛じるとJ十許される。
この441日人を選別し、 人人の癌タビが被曝に起閃する

ととを証明しようとするために極めて厳格な高い線量ぷ準
(悶値)を設五せざξを得ないし、そうしてきたという現実が

aる。しかし、それさは労働者の補償に閣して不公平が

生じる。」というんきな反宵からである。
長尼氏の多発性骨髄!~泊Y放射線作業に起因する業務

上娯病であξことは、これまさの「電離放射線に係る娯病

の業務h外の認定ぷ準JI二日JIつでも明らかであるが、今後
の日記ど業務については、労働苗保護の観点均ら、基木的

に上記のくj);j時(忌のような槻点で行うべきことが必要であ

る三とを付記したい。

IX 結論

長尾氏が雁患しな渇多発陀骨髄腕は、以上に述べた
理山によって、放射線被曝に起閃すると判断するのが妥

当である。
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各地の便り

民営化に反対の声高まる
労災保険①♦公労使官一致して反対

「総合規制改革会議J (議長•宮 
内義彦オリックス会長)が進めよ 
うとしてVめ労災保険の民営化(民 
間開放)をめぐっては、年末に大 
きく動いた。

いち早く2003年11月号に井上 
浩•全国安全センター顧問の文章 
を掲載した本誌•全国安全センター 
にも、様々なマスコミ媒体からの 
取材や問い合わせが寄せられて 
いるが、この間、労災保険の民営 
化に反対する声は、短期間のうち 
に高まっている。

11月26日には、労働政策審議 
会労働条件分科会労災保険部会 
(会長保原喜志夫天使大学教授. 
北海道大学名誉教授)が、公労使 
全委員一致で、以下のような「『労 
災保険の民間開放の促進』につ 
いて」という意見書を厚生労働大 
臣に対して提出した。厚生労働省 
は同日これを公表して、「この意見 
書の趣旨を十分に尊重することと 
したい」とした。
「今般、総合規制改革会議にお 
いて提示された『労災保険の民間 
開放の促進』について、当部会と 
しては、公労使全員一致により、 
下記のとおり意見を表明する。
当部会とじTは、貴職が同会議 

に対し、下記意見を踏まえ、適切 
に対処されることを望むものであ 
る。

記
『労災保険の民間開放の促進』 

については、労災保険の民営化 
についての具体的な制度設計が 
示されていなし沖で、民営化によっ 
て生ずる問題点が明らかでなく労 
働者保護に与える影響も大きい 
と思われることから、民営化という 
結論を性急に出すことについて 
は、反対である。」
同部会の委員•臨時委員は以 

下のとおりである。
〇公益代表一保原喜志夫(天使 
大学教授)、石岡慎太郎(職業
訓練法人日本技教育開発セ 
ンター理事長)、岩村正彦(東京 
大学大学院法学政治学研究科 
教授)、岸玲子(北海道大学大 
学院医学研究科教授)、金城清 
子(津田塾大学教授)、松本斉 
(読売新聞社編集局総務)

〇労働者代表一内藤純朗(日本 
基幹産業労働組合連合会事務 
局長)、高松伸幸(全日本運輸 
産業労働組合連合会書記次 
長)、寺田弘(日本化学エネル 
ギー産業労働組合連合会事務 
局次長)、真島明美(日本労働 
組合総連合会東京都連合会女 
性局副部長)、中桐孝郎(日本 
労働組合総連合会雇用法制対 
策局次長)、佐藤正明(全国建 
設労働組合総連合書記長)

〇使用者代川合正矩(日本 
顧株式会社代表取締役副社 
長)、紀陸孝(社団法人日本経 
済団体連合会常務理事)、杏宏 
一(石川島播磨重工業株式会 
社顧問)、久保國興(JFEスチー 
ル株式会社専務執行役員)、下 
永吉優(社団法人全国建設業 
協会常務理事)、早川祥子(株 
式会社アイディアバンク顧問)
翌27日の厚生労働省の定例事 

務次官記者会見では、次のような 
やりとりが行われている。
「(記者)規制改革会議の重点項
目化された、労災保険の民営化
に関する、12月中頃あるいは 
下旬を目途にする話になってく/
るのですけれども、それの推 
移、どう扱っていくのかというの 
と、厚生労働省としての、公開討 
論でもかなり激しいやりとりが 
あったように認識していますが、
もう一段何かあるのか。労働行 
政の根幹に関わる部分もある 
と思うので、そこら辺のところを 
ちょっとお伺いしたいのですが。 

(次官)当省としては、規制改革 
会議の議論の中で、私どもなり 
に論点を整理して、適当でない、 
簡単に言ぇば反対だといぅ趣旨 
のことを意見開陳してきている 
わけでございます。また関係の
審議会でも、ご案内のように、
安易な形で民営化ということを 
決めるべきではないというご提 
案をいただいてまして、基本的 
には、私どもの考えに変わりは
ございません。もう少しきちんと 
議論を出来れば、私どもの主張 
もご理解をいただけるというふ 
うに思っておりますが、現実に
安全センター情報2004年卜2月号79
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今後どうL追う段取りで議論が行

われるのか、最終的にどういう

整理がされるのカ¥今見通しが

具体的にあるわけではこずさきい

ませんけれど毛、労働者福祉と

いいましょうか、 !ムい4百味での

労働行政の非常に重立!lな手段

でもごさLますL政策でもござL、
ますので、荘、ど宅としては、在、ど

もの主張をきちんと中し|げて

いくというのが基本的な考えで

ございます。

(記者)そもそも10月に重点項円

にあげられたわけですけれど

も、それ白体が非常に厚生労

働省側としては、重点唄同にあ

がξとは思ってなかった事項で

はなかったのでしょうか。

(次官)率直に言ってそうLり印

象だと思います。他のものも類

似の経過をたどって才Jりますけ

れども、特にこの問題はそうLミ
う印象が強い項目だと思ってま

す。

(記者)かなり突然に出てきたも

のですから、 部の労働組合

相JIなんかも、ほとんど今のとこ

ろ動きが見巳才げよいのですけれ

ども、これが本当に12月にも、

という段階に来ているといfの
が、ようやくちょっと伝わってき

て、かなり組合の)jが以対の声

を上げ始めているのですけれ

ども、そういう意味で一度伺って

いるのですけれども、ノ>のとこ

ろ見通しとかも全然つかないと

L追うことで。

(次官)比通しむのれ私ど毛の

考え方の整理はしているつを 7

でこさいますけれども、一連の

規制改革会議応ご議論の処理

の仕方という意味では、最終的

にどうL行格好になるのかと、ノ>

の段階でははっきりしない、あ

るいは私どもには分からないと

いうことを申し上げましたが、私

どもの気持ちとしては整理はさ

れて手交)ます。もちろん、保険と

いう形を取っているわけですか

ら、どんな形の保険も理論的に

はあり得るわけですけれども、

当然のことながら、この保険は

労働者保護という、少なくとも坤

念があるわけでこ、さ守いまして、

労働者保護に大きな支障を生

ずるという 11組みは、私どもとし

ては取り得ないと。そのポイント

をきちっと押さえた形で、 j JJlの案

があるというのならば、とれは

また引jの議論でこなさいますけれ

ども、単純に肉賠責のような)j

法がとれないのかとe'うだけで

は、私ど毛としては労働者保護

に大きく欠ける恐れがあると、

その点が払拭さ才げよい限り、～

然賛成とは言い難Lミというの

が、私どもの考え) jです。 」

さらに、 12月9日の厚生労働大

匝の閣議後記者会見では、大匝

も以対の立場をあらためて明百し

ている。

r( 大臣)受け入れるつもりはござ

いません。ベ斗まり過労死の問題

等もだんだλと大きくなってきて

いるわけでMまして、公的な機

閣がべrコて才3( Jましでも、なかな

かこれは過労死なのか、そうで

ない日:かということでいろいその

問題が生じてし三わけでilSl;ま
すから、これを民間にいたしま

したら、さらにここは拡大をする

というふうに思わさ守るを得ませ

ん。私は労災の問題は公の機

関がきちんと整理をしなければ

いけない問題とe'うふうに考え

ております。したがいまして、何

j支か今までを、例えば過労死な

ら過労死の問題について、考

え直してまいりましたけれども、

これからもこうした問題につき

ましては、やはり見直しを行い、

そしてそれに対して対応をする

とL汚ことが、私は大事だという

ふうに思っております。規制だ

けつくって、中身だけ、事務的

なことだけやってくれとelうのは、

それは出じるはずもありません

し、私は国の方がやる以外な

い、そうL、うふうに思っておりま

す。」

一方、 11月26tJに連合は、以

下のような草野忠義事務局長の

「労災保険制度『民常化』推進の

暴う7去に厳重抗議する談話」を充表

している。

「小泉首相の治F"~機関、総合土地

制改革会議G義長・宮内オIJ yケス

会長)は羽在、労災保険制度の民

常化に向けた検討を行い12月後

半には首相に最終答中を行う予

定にしている。これに対し、厚生労

働省の『労働政策審議会労働条

'1 1分科会労災保険部会』は 11月
ヨ)円の部会で、公労使全員致

の志見』をまとめ、『民常化によっ

て恒ずる問題点が明らかでなく労

働者保護に日える影響も大きい

と思わ才lる三とかう』性急Iょ結論に

反対を表明し、本H、厚十労働大

臣に適切な対処を求めた。

今回の改革会議の論議カLは

じめに民営化ありきの独断からス

タートし、労災保険制度の本質を

8C 安全センター情報2口04年 1.2月号
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議論することなく、また直慢のs ' J係

者である労働者や事業主、被災

者とそのJぷ族、遺族などの志見聴

l収を行っていなLミことは遺憾であ

る。

現行労災保険制度は、多くの労

災犠牲者の|に積み|げてきた

労働保護のた誌の制度であり、事

業主fs侭険半、陪納めてし心討も、

労働者は、誰でも労災に遭った場

合に治療や休業、リハビリのため

の補償を受け、年金制度も備えて

いる。

)jで、今回の民営化案は、 Il!
f了の民間損保会社による白動車

賠償保険制度と|司じ枠組みで実施

しようとするため、(お保険契約のな

い事業場の労働者は補償さオ1な

い;it~れがある、②過労死などの労

災認定では過重労「到の実態など

を強制的に立ち入り調査すること

かできなll!:Oう叱功、公正な認定基

準を誰が設定するか問題、くきノ)事

業主の連侍責任として合業倒並時

などの労働者への未払い賃金を

立て苔え払いする制度を廃止す

るとしているが、労働者は倒虚で

失業し、賃金もりうえず放り出され

てしまう、等々、労働者保護は大

幅に後退するととが懸念される。

世界庄町出、米圃では労災保

険を被う損保会計:fs倒産すそなど

社会問題化し、ニューシーランドで

は民世化した制度を再び固蛍に

戻している。

i!台は、労災保険の民常化は

労働者の権利を著しく侵下守するも

のであり断固として反対する。」

i!台は 12月9日には、構成組

織、地方連合会、労働安全衛や

センター寸ご対して、以下のよさなrr労

災保険の民岳化に絶対反対』キャ

ンベーン活動への参加・↑品力の要

詰」も発している。

「小泉芹相江諮作事免s ' J I総合規 

制改革会議』は労災保険の民営

化に向けて検討を進めて宇Jり、連

合は 11月 26 tIに事務局長談話

で民営化以対を表明しました。同

会議の今後の動向に台わせ、組

合員と家族、労災患者出体や市

民の声を集め、民営化阻止を五

現するため、ド記rJ:行動を提起し

ますので皆さ/しの参加・協 )Jを以

請します。

キャンペーンの期間

規制改革会議は、労災保険民

営化に向けて 12月後半に首相に

答市、または、 04年3月の足終答

中に盛り込むことの選択を現時点

では決定していません。

出町、 12月末までと04年3月の

2つの山場を設定し、会議の動 101

に合わせたfT重割以聞を行います。

2 キャンペーンの方法

[12月末までσ行動]

①構成組織と地) j連合会、労

働安全衛生センターは、団体と

しての反対意見書を総合規制

改革会議に郵送いただきげ旨先

は卜記の性所に)、その当しを

連合本部まで faxかメールLミた

だくようお願いします。また、各

組織の加盟組台に対するキャ

ンペーンは、それそ' ; flの実情に

合わせ、以対決議の郵送か、

卜記のメ. - } ¥送付記空択してい

ただいて指示さ才ぬようこ芋協力

をお願い申し上げます。

(g)連台のホームページの『民新

情報』欄に『労災保険制度民営

化について、あなたの意見を政

府に送りましょう』があります。

これをク1J、ソクすると、総合規制

改革会議の『ご志見・ご感智』に

つながるボタンカtありますので、

)ぷ対の意比と氏名などを話人し

て送信してください。

③ 意見は、団体でも何人でモ結

椅です。とくに、専従者を11 1心に

より多くの怠見をメール送付い

ただくよう、ご協)Jをお願いしま

す。

@) 怠見をかくた陀の資料として、

改革会議の議事詳細が『ご意

I,L.ご感想』のホームページに

掲載されていますので参考にし

でください。

⑤各組織のホームページでも

同様のキャンベーンに協力い

ただけるところは足非、お願い

します。

⑥関係団体などに呼びかける

ときは、以下の住所に葉書等で

送って下さい。

干 100.0014千代出区永出町

1.11.39永岡町合同庁舎

総合規制改革会議事務室

3 [04年 l月 ~3 月]

民営化答中が04年3月になっ

た場合は、上記の;意見メd レの送

付に加え、総台規制改革会議の

同催に合わせて中央レベAの反

対集会などを別途提起します。

これ以外にもそれぞれの団体

の集会や機関会議の際に、民営

七イJぇ対の決議をし改革会議に郵

送するなど、独自の活動をお願い

します。」

このようななカ¥総台規制改革

会議は12月 22 t Iに第10Inl本会

議を開催し、「規制改革の推進に

安全センター情報2Cこ4年 1.2月号 81
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悶する第3次答中 活 )JあるH

本の創造に向けて 」を公表した。

労災保険の民常化に関連する部

分を次nに紹介する 1(可会議や得

ワーキンググループ等の開催状

況、議事次第・概要、配布資料等

は、 http://www8.cao.go.ip/kisei/

giii/で人子できる)。

厚生労働省は 12月24日に、「総

合規制改革会議『第31A答中1(重

点検討事項)に対する厚生労働省

の考え方」を公表した (http://

明明IW.I叶 l1w日o. ip/houdou/2003/

12/h 1224-3.htm1に全文) 。

ごとでは、以下のような「県本的

考え方」がiiliべられている。

「今回の『第3次答申』のうな『只

体的施策』に感り込まれた事項に

ついては、これまで、厚'E労働省

としても総合規制改革会議側と貫

掌な議論を重ねてきたj結果件与れ

た成果であり、その着実な実施に

j直進してまL、りたい。

しかしなが弘今回の『第3次答

中』のうち、『問題意識』や『現状認

識及ひー今後の課題』等に掲げられ

ている事項については、その県本

的な考え方や今後の改革の方 Inj
性-子法・五効性において、当省

のJ;!、~,的な考え方と見解を異にす

る部分が少なくない。|

労災保険に閣しては、第3次答

巾の策定にあたって、総合規制改

革会議と厚乍労働省との IUJで、「具

体的施策」として、以下の3).～が合

忘されたわけである。

① 労災保険強市町四 JI事業所の

うち未子続事業所の掃(職権

による成立T今続の徹底等)［平

成 16年度中に結論］

③ 業平副リリスクに応じた適正な

保険料率の設定［、ド成 16年度

1' 'に結論］

③ 労f動干酎［C事業の見直し［平成

16年度以降逐次実施］

しかし、「労災保険の民営化(民

間開放)の検討」については、「現

状認識」及び「今後の課題」の部

分にのみ記載されるにとどまったo

ヱオ Lらの記載部分については、

厚や労働省は、総合規制改革会

議の独f ' : lの見解、主張であって、

同省としては何ら義務を負わない

というポジションをとるモのとJILlわ

れる。

12月25日の厚生労働省事務次

官の定例記者会見では、次のよ

うなやりとりが行われている。

i(記者)総台規制改革会議で労

災保険の民営化に団して、具体

的施策が盛つ込まれる、今後の

課題凸行ととで検討してトさtl

という話なのですけれども、 l咋
円そ才リご対する厚生労働省の

考え方という。 :をまとめていただ

きましたけれども、改めて今 1"1

あれだけの以対をしたのに、検

討会はスタートしたといま具体

的施策にあげられたらもっと大

変だったわけですけれど宅、そ

れから比べればちょてと押し返

したJ泊、とL追う長じなのですけれど

も、改めてこの会議での答申に

関して一言t ¥ただけますでもょう

か。

(次官)前回でしたか、前々回で

したか巾し上げましたけ才lど私

今|門|も厚中労働省の考え方を

整理して、公にいたしました。規

制改革会議との議論を積み重

ねても、規制改革側のご意見と

私どもの省の;意見が違うことは

これまでをございましたし、その

他の項目でもございますので、

私どもとしては省の考え方をき

ちんと明らかにして、国民、もし

くは広く関係者の判断を待っと

いう志昧で、省の考え方を明ら

かにしたわけでこなさきいます。私

どもとしては、これまでの議論の

経過からいえば、在、どモの主張

は決して IUJ違ってはいない。規

制改革という大きな流れは十分

認識をし、その必要性も理解を

しますけれども、一つ つの行

政施策については、行政施策

の趣旨、亘、味、 U的、台理性も

あると考えておりまして、ご批判

のある)\～は基本的には素直に

受け止めるのがスタートライン

だとは以いますが、主リ長すべき

ものは主張させていわだくじ引

き続きとの件、労災保険問題に

ついては、私どもの考えに全く

変更はございません。」

12月26 日には、以卜の内容の

「総合規制改革会議の『規制改革

の推進に関する第3次予午申』に閣

する対処方針について」、閣議決

定がなされた。

「総合規制改革会議の「規制改

革の推進に関する第3次答巾J(平

成 15年 12月22 t Dに示された具

休出川画策を最大限に尊重し、所要

の施策に速や州こ取り組むととも

l二、'l成 16年度を初年度とする新

たな規制改革推進のた詑の3か年

百|画を平成 15年度末までに策定

する。」

「労災保険の民営化(民間閣

放 )Jを断念したとまでは青えず、号|

き続き動 InJを注視してい阻

く必要がある。
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規制改革の推進に関する第3次答申ー活力ある日本の創造に向けてー

第1章分野横断的な取組

1 f規制改革推進のためのアクションプラン」の

適切な実行

総合規制改革会議は、本年2月、医療・福祉、教

育、農業などの「官製巾場」を '1'心に、規制改革を

象徴する fl2の重点検討事頃」を「規制改革推進の

た記のアクションフOラン」として定め( ［目リ是正1 ］ ［省H持］)、

さらに10 月には、官業を民間に閣放し氏告を創造

すると広視点力ら f5つの重点検討事項」あ邑加し (［3J1

紙 2 ］ ［省1lVi¥］)、これら f17 の重点検討事項」につい

て、そ町長明のた訴の積極的・集 '1'的な審議を行い、

上記「アクション7ラン」の実行に取り組んできた。

|記f17の重点検討事組」をめぐる一連のプロセ

スにおいて、今回、関係各省と合意に至ったものに

ついては、「具体的施策」として掲載した。また、 3会

議として強い問題意識の下、関係各省、に対しその考

え)jを主張しつつも、今次プロセスにおいて関係各

省と合志に全らなかった点については、:口会議の

見解として「現状認識」及び「今後の課題」なととして

掲載した。('1'略)

く追加5の重点検討事項>

「官製市場の民間開校」を始151)とする規制改革の

一層の推進を|刈り、経済活性化を通じた「消費者・

不IJJIJ者本牧の社会」を実現するためには、当会議

が「規制改革の象徴的事項」として位置付け、今年

度前半に粘力的に取り組んできた上記 r1 2の重点

検討事項」の実現のみがすべてではなしことは当然

である。

上述した7月の答申以降、総合規制改革会議とし

ては、これらの事項以外について主精 )J的・集中的

な取組をfTい、設置期限までの残された限りある期

間内で、経済的規制・社会的規制の区分を問わず、

すべての分野に才卦ナる重l立な規制改革について、

更に取り組んでL、くことが必要でまξとの認識に至っ

た。

こうした中で、平成 15年 10月7t J闘催の第51門|総

合規制改革会議において、特に「国等の独占又は

寡占等によ悦E存されたH需を民間に開放し、肖民

百| j一条f '1下の競争を促進すξことにより、飛照的に

民需の拡大を図ξこと」が喫緊に必要とされる以下

の r5事頃」について、これらを「肖業打破・民需創

造」の伺点から「当由の課題」として選定・抽出し、こ

れ巳を上記r12の重点検討事項」に新規に追加す

るとともに、「規制改革推進のためのアケション7ラ

ン」を|司tJ {.Jで改訂した。

その後、総合規制改革会議として、積極的・集 '1'
的に関係各省との折衝を重ねるとともに、宮内長J孟

議長を二主杏とするアケションフOラン実行ワーキング・

グループにおいて、 5回にわたり当該5事項につい

て、フ。レス等の参加を募った関係各省との公明討論

を行い、併せて資料、議事録の公同主行ってきた。

また、平成 15年 11月 26円の経済財政諮問会議

において、特に、 r1公共施設・サービスの民間晴

放の促進」 、 r2労災保険及び居川保険事業の民

間開放の促進など」について、出席した宵内義彦議

長カも「民主要事項」として進捗状況の説明を行っ

たところである。(中略)

2 労災保険及び雇用保険事業の民間開放の

促進など

(1)労災保険

［現状認識］

労働者災需補償保険(以下「労災保険」という。)

は、使用者(事業主)を加入者、政府を保険者とし、

すべての虚業について、業務上の朗自にぷづく災

需補償を迅速に行うことを円的に、昭和 22 年に設

立された強制保険である。

他方、政府としてこれまでも粘力的に取り組んで

きている労働市場の事前規制の緩和は、労働者に

とっての牡会的安全制(セーフティーネ、ソ卜)の整備

と一体的に行われるととが規制改革の原則である

が、政府が所掌するJ口需賠償長{l保険が適正か

っ効率的に運営されているか否かは、その社会的

安全網としての役割に大きくかかわっている。

労災保険の本来の同的は、使JIJ者の災宵補償

責任を確実に履行するための責任保険であり、労
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災保険の給付がなされれば使JIJ者は労働基準法

(s召手1122年法律第49月)の災'占補償責任を免れる

という対凶関係があった。しかしながら、現存の労災

保険の給付や対象範岡は、災害に伴う直接の療養

費や休業補償給付、障当補償給付、遺族補償給付

のみならず、各給付の上乗せ支給を行う特別支給

金や介護補償給利の存入、給イ、Jの年金化などを通

じ、次第に労働基準法上の規定を上回る水準に拡

大し、結束として、医療や年金・介護等の社会保障

給イ、Jを IJnlる水準を保障するに雫っている。

こうした'1'で、日JI途制度の充実が図られてきた医

療や年余・介護等の公的保険との関係で、労災保

険がどのような役割を担うかということも、大きな課

題となってきている。

また、労災保険は、社会保険であっても、「保険」

である限り、その保険料率は、本来、｛吏川者の労災

発生のリスケに応じた「給付と負担の均衡原則」の下

で設定されるべきである。仮にリスケの而い使用者

の保険料負担の一部を、リスクの伐い使 JIJ者の負

担で肝Jえば、使用者問の負担の公平性江みならず、

リスクの高い使用者の労災防止へのイ二センテfブ

を組ね、本来の労働者保護のH的を果たせないこ

とになる。

さらに、労災保険は、充足賦課方式の r、7兆円

を超える積す金を有しており、労災病院の経営等、

直営の事業活動毛拡大されてきた。労災病院は、平

成 16年度かう独立行政法人化する三とが決定して

いるをのの、 、 'l成9年の特殊法人の整理統合化に

関する閣議決定に基づく dオ災病院の統合・民営化

や労災保険からの州資金の削減等の改革は|分

なものとは言えない。

［具体的施策］

①労災保険強制適用事業所のうち未手続事業

所の 掃(職権による成立手続の徹底等)［平

成 16 年度中に結論］

労災保険の現行制度の卜では、原則として、正る

事業所が労働者を1人でも使川すれば、当該事業

所は「強制適用事業所」とされ、事業が開始された円

から口動的に保険関係が成立する。とのため、保

険悶係成¥r.隔を崩け出ていない(保険料未納イ、」で

ま>る)事業所で生じた労災事故についても、労働者

保護の観点から、被災労働者は給付を受けること

ができる仕組みとなっているo

こうした中で、すべての強制泊用事業所のうち、

現に保険悶係成六崩を屈け出ている事業所数は約

270 )Jで正るが、他 )j 、未子続事業所は、最大限約

白O万(全体の約 14%)存tfするとされている(平成 13

年度雌計値・厚十労働省提出資料より)。

このように、労災保険は、本木、強制I適用保険制

度であるにもかかわらず、事業主の中にはそれを

十分に認識していないケ スや、未手続事業所に

対レ労働基準監官署の職権による成立子続が十分

に行われていないことなどにより、事業所聞の公平

ド|等が保たれていない。

なお、使用者が故意または昼過火により労災保

険に加入していない期間に事故が発生した場合に

は、療養閣始後3年以内の場合に限って、保険料

のほか、保険給付額の全部又は部(最大限4 0 %

程度)を徴収することとなっている。法律上、保険給

付に l比した費川の全部を徴収できるにもかかわら

ず、そのような運用がなされていないことや、故意又

は重過失のある場合を限定的に解しているととに

ついて、厚桁労働省は「使川者に対して経済的な過

大な負担を強いξことや、労災保険への加入子続

が行われないこと白体を防ぐため」としているが、と

うしたことが、一部使 Jlh雪のモラルハザードを助長

し、結米的に労災事故防止の妨げとなっていると考

えられる。

したがって、こうした未手続強制適川事業所を一

掃するため、周知・啓発や加人勧奨にとどまらず、

労働法準昨督者の職権等の結概的な行使などの

J首肯を諦ずべきである。

②業種別リスクに応じた適正な保険料率の設

定［平成 16 年度中に結論］

現在の労災保険の保険料率については、うE積~IJ

に設定されているが、当該業種目lのリスクをi T確に

反映したものとはなっていない。特に、事務職等の

「その他各積事業」と「建築事業」などのサービス業

については、給付に対して過大な保険料負担となっ

ている。

労災保険。 ) 12割として、労災事故のリスクが高い

業種ほど保険料率を高く設定し、業種ごとの事業主
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集凶の労働災需防止へのインセニテ fブを促進す

ることが挙げられるが、現行のような大幅な業種問

の調整を行うととにより、そうしたメカニズムが|分

に機能するものとはなっていない。

したがって、事業主の労働災当防止へのイ:セン

テ fブをより高めるとの観点も踏まえ、業種別の保険

料率の設定について、業種ごとに異なる災需リスケ

も踏まえ、専I"J8~な見地かも検討し、早急に結論を

符べきである。

また、保険料率は者議会等のプロセスを経て決定

されているとはいえ、当該審議会等の情報開示は

不|分であり、どのような百|算の卜で、将来債務の

額等が算定され、料率改定が行われたのかなどに

ついて、具体的に明記すべきである。

③労働福祉事業の見直し［平成 16年度以降

逐次実施］

労働福祉事業として行われている労災病院につ

いては、労災忠者数の占める割合が年々低下して

才均(入院6%、通院3.4%, 、(λ|成 9年度。総務庁行

政監察局行政監察結米報告書(平成 11年 12月)よ

り) )、専門病院としての役割は低卜している。

こうした状況にかんがみれば、労災病院事業を

'1'心に労働福祉事業について、適切な事業評価を

実施した上で、 i記次見直しを伊1(るべきで主る。

［今後の課題］

①労災保険の未手続事業所名の公表など

労f働動者保護等の観 f長式かEら入労働J ; !

権等を積他的に行使する以以、前の払ト椅として、労災

保険の未子続事業所江うち故;震にその加入子続を

怠っているものについては、その名称を公表するな

どの制裁拍簡を請す、べきである。また、|可様の越旨

から、雇用保険、社会保険のァ伝子続事業所に対し

でも、同様の措置を講ずべきである。

②労災保険の民間開放の検討

使用者の災当補償に備える労災保険の仕組み

については、民間の損害保険(白動車損害賠償責

任保険)と多くの共通点を有している。また、日正に労

災保険の上乗せ補償の保険は民間会社で提供さ

れている。

仮に、労災保険の民 IUJ闘方妨Tなされたとした場合、

未子続事業所が増加するなど、給付が十全に行わ

れなくなるのではないかぶりた懸念を指摘されてい

る。しかしなが弘こうした懸念に対しては、米子続事

業所への経済的ペナルテ fーの強化と併せて、限

巳れた人数の労働基準監督署の人員を補完する|

でも、民間事業者を積極的に活用することで、未子

続事業所の減ノかにつながるものと考える。

労災保険に閲して、団と民 IUJとの適正な役割l分担

の在り )jとしては、｛可が労災に相当するかといった

長本的な概念や認定某準については|司が労働法

準法に基づき定め、他方、それに基づく労災保険

の管理・運営については民間事業者が行うこととす

べきである。その結果、同は本来の労働者保護の

ための監督業務に専念でさることになるため、メリッ

卜は大きいとちえられる。

「労災かう労働斉を保護する」という労災保険の

本来の H的が十分に担保されると IIう前提の下、

政府の直轄事業)j式にこだかうず、現行の使用者

の強制加入原則及び保険者の引受義務を維持し

つつ、労災保険の民|自l闘放・民IUJへの業務委託の

可能性について、厚生労働省内の議論ゃ労働政

策審議会労働条件分科会労災保険部会のみなら

ず、s'J係各省、有識者、実務家等を交え、幅広く検

討すべきであると考える。

使用者は、労災保険の給付に加えて業務災害を

理山とするJ封需賠償を請求(労災民訴)される場合

があるが、この際、労災保険給付と損百賠償との調

整が行われず、労災保険料負但に加え、損害賠償

の支払いという一重の負担が恒じることがある。こ

のように、国の労災保険だけでは使用者の損告賠

償責任を完全に抑保できないため、労災保険料負

担に加えて民IUJの労災保険に加入する使川者も多

いが、そうした意味では、労災の損当賠償負担に関

し、既に民間の保険も一定の役割を果たしていると

言える。

なお、労災保険の民間開放の検討は、労働災告

に関する安全網(セーフティーネ、ソト)の改善や、事

前規制緩和と事後チェッケ及び安全網の整備をー

休として進めることに貢献するとは考えられないの

で反対である、という仏、数彦見 (i占本［篤］委i- J.［慶庭、

義熟λ学商学部数段*展 111・労働WG主町内

全］)があった。(以下略) 臥且
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未払賃金含めた保険給付を労災保険②•労基法違反の是正放置

労災の休業補償などの金額は、 
被災前3か月の賃金に基づいて 
決定される。したがって、時間外労 
働が多ければ、給付額は多る。 
きちんと労働基準法通りに時間外 
労働の賃金を支払われている場 
合は問題ないが、そうでない場合 
は、本来給付されるべき休業補償 
などの金額が少なくなる。実は、過 
労障害ゃ過労死の認定を勝ち取っ 
たケースで、不払い残業分につい 
て、労基法違反を是正しないまま 
現実に支払われていた額に基づ 
いて給付されている例が多い。そ 
こで、現在2つのケースについて、 
労働保険審査官に審査請求して 
いる。
Aさんの場合：

テントエ事会社に勤めていたA 
さんは、なかなか休みが取れない 
中で、出張先の愛媛県内の現場 
で心筋梗塞で倒れて急逝された 
(2003年5月号52頁参照)。過労 
死認定基準の改正授けて、2003 
年1月に業務上認定され、遺族補 
償年金が給付された。
実は決定前から、労働基準監 

督署の担当者に対して、Aさんの 
給料は、給料明細書によると、基 
本給43万円、所定時間外賃金3 
万円の計46万円が、時間外労働 
時間と全く関係なく支払われてお 

り、賃金規定も労働契約書もない 
ことを指摘。毎月80時間以上の時 
間外労働に従事していることは明 
らかなので、当然是正してから、そ 
れに基づいて給付基礎額を決め 
ることを求めていた。

しかし、業務上外を調査するの 
は松山労働基準監督署の労災給 
付担当者であり、事業所の労働基 
準法違反を是正するのは、横浜 
北労働基準監督署であることも 
あって、結局、46万円が算定の基 
礎となった。

そこで審査請求したのであるが、 
愛媛労働局の審査官も、やはり横 
浜北署が是正勧告するのであれ 
ば、給付も当然それに沿って変更 
するという姿勢。一方の横浜北署 
は、すでに時効が成立している上 
に、本人が死亡していることもあっ 
て及び腰。労災保険給付の方で 
詳しい労働時間を調査されている 
のであれば、それにしたがって給 
付すべきという姿勢。お互いに責 
任をなすりつけあっているような始 
末である。
小笠原さんの場合：

やはり、労災認定基準の改正 
を受けて、2002年6月に業務上認 
定となった4、笠原徹さん(2002年 
11月号55頁参照)も、工場長とい 
うことで毎月一定の47万円の賃金 

を受け取っていた。実は、労災請 
求直後の1999年1月に労働基準 
監督署に対して、時間外賃金の不 
払いの疑いで労働基準法違反の 
調査を求めている。倒れられる前 
に、お連れ合いの七子さんは、2 
時間分の残業代が入っていると聴 
いたこともあるが、あいまいな話 
で明文化された就業規則賃金規 
定も何もないようだ。

たしかに、「監督もしくは管理の 
地位にあるものまたは機密の事 
務を取り扱うものについて、労働 
時間や休憩、休日の条文を適用 
しない」(労基法41条)とある。つま 
り、経営者と同じような大会社のエ 
場長は適用除外されることが多 
い。ただし、通達では、役付名にと 
らわれることなく職務内容や責任 
と権限、勤務態様、待遇等を検討 
して判断しなければならないとされ 
ている。
小笠原さんは、正規職員は数 

名の小さな会社であり、社長から 
は怒鳴られるし、待遇も年齢から 
言ってそれほど高いとは言いがた 
い。タイムカードで出退勤、労働時 
間も記録されている。そもそも少な 
い正社員はみんな何らかの役を 
付けられて、全く時間外労働賃金 
が払われていない様子であった。 
それでも当時の労働基準監督署 
の姿勢は、確かに問題なので、基 
本給と役付手当てを明示すること 
など、将来の是正は指導するが、 
過去分の未払い分を支払うように 
勧告することはなかった。大いに 
抗議したが、本来の労災認定に勢 
力を注がざるを得なかったのでそ 
のままになっていた。
七子さんとも相談したところ、次
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のように話された。「たしかに労災 
認定されたときはうれしかったし、 
本当に助かりましたよ。だって、ア 
パートーつ借りるにしても、障害者 
ということで正直嫌がられるんです 
よ。それが労災が下りていると言っ 
た途端に、態度が急変したんです。 
びっくりしました。いつもお世話に 
なってばかりですみませんが、よ 
ろしくお願いします」
労働基準法違反の不払い長時 

間労働のあげくに倒れて労災に 
なったのに、給付基礎日額まで違 
法状態のままでは納得できない。 
その他の事例：
当初、あまりにも当たり前の要 

求なので、すぐに是正給付される 
と思ったが、そう簡単ではないらし 
い。詳しいホームページを作って 
いる「大阪過労死問題連絡会」に 
問い合わせると、丁寧なお返事を 
いただき、いくつかの事例を紹介 
された。

あるケースでは、業務上外をめ 
ぐる労働基準監督署の処分取り 
消しを求める行政訴訟とあわせ、 
会社に対し民事損害賠償裁判を 
していた関係で、会社が和解の過 
程でサービス残業を認め、労働基 
準監督署も不払分を認めて支給 
決定した。
別のケースでは、会社は倒産 

したが、タイムカードが残っていた 
ので、それに沿ったかたちで不払 
い分も含めて支給決定した。

23歳の若さで急死したデザイ 
ナーの女性の場合、徹夜を含む 
超長時間労働だったが、フレック 
ス制、年俸制で基本給17万円程 
度だった。会社は、損害賠償裁判 

で両親らに4千万円支払うことで 
和解したが、労働基準監督署は、 
基本給を前提にした労災認定をし 
たため、現在審査請求中だ。
正直言って、一貫性がない。そ

災認定が少ないため、係争事案
が多くないことが原因であろう。A 
さんや小笠原さんについては、ぜ
ひ審査請求で是正させた 
い。

もそも、過労死や過労疾患での労 (神奈川労災職業病センター)

寄宿舎火災の労災保険適用労災保険③參外国人労働者の申請事例

2003年2月28日午前2時ごろ、 
神奈川県愛川町にある有限会社 
B社の工場2階で就寝中に火災が 
発生し、タイ人労働者!さんは、「顔 
面•両手熱傷」などを負い、東海大 
学病院に入院した。

3月25日に、厚木労働基準監督 
署の職員2名が病院を訪れ、被災 
状況を聴取した。その際、タイ王国 
大使館労働担当官事務所の〇さ 
んが通訳を務めた。その後、監督 
署は、〇さんに電話で連絡して「労 
災にはならない」と説明した。
疑問を感じた〇さんは、「カラバ 

才の会」(寿•外国人労働者と連帯 
する会)の紹介で、神奈川労災職 
業病センターに相談。そもそも請 
求もされないのに、業務上外を安 
易に決め付けて説明すること自体 
がおかしい。

あらためて監督署に確認したと 
ころ、「労働基準法上の規制対象 
である寄宿舎にはあたらない」と 
いう見解になり、「労災適用されな 
いとは言っていない」と言う。百歩 
譲って最初からそういう見解だとし 
ても、通訳者に正確に伝わってい

なければ本人に伝わるはずがな 
く、何の意味もない。いずれにせ 
よ、労災の手続を進めることになっ 
た。

4月30日に、〇さんが事業主に 
休業補償請求書の証明を電話で 
依頼したところ「雇用主として非が 
あったことになるから考えさせてほ 
しい。当方から数日中に連絡する」 
と言われた。しかし連絡がないた 
め、5月12日には、大使館から文 
書で証明を依頼したが、やはりな 
んら返事がなかった。やむなく東 
海大学病院に医療機関の証明を 
依頼し、8月はじめに、証明された 
請求書が返送された。

タイ大使館としてもこれ以上細 
かなやりとりをしていくのは難しい 
ということで、本人との調整はもち 
ろん継続しながら、労災手続につ 
いては、センターで進めてほしいと 
のことであった。9月、意見書と共 
に、厚木労働基準監督署に労災 
請求した。

Tさんは、他の同僚2名と、計3 
人で工場敷地内にある、かつては 
機械が置かれていたようだが、少
安全センター情報2004年卜2月号87
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なくとも入居当時は、作業に使川

されていなL沼階建ての建物(以下

「ノしL場」という)に件んで生/ ,号して

いた。それは、トイレも台所も洗面

所もなく、広さも20平)jメー卜) vに

も満たないもので、件目とは言い

がたいものである。

たし7J, I2:労働基準法で定ぜると

ころの寄宿舎には出たらないであ

ろう。寄宿舎におけるケガや火事

が、就労時間外であっても労災が

適用されるととは青うまでもない

が、事業場に住んでいた労働者

のケガゃ火AもしはLば労十災保険

が泊用される。

この問題について、労基訟の

寄宿合の範囲を定めた通達のよ

うな、包折的な行政解釈はないよ

うだが、 f同日リ具体的事例につい

て、厚生労働省の 定の見解は

/J"されている。

例えば、従属に宿泊していた興

業会社の労働者が、焼化した件に

ついて、その労働者が演劇会社

からに米原に宿泊することを指定

されていたことなど均￥3、業務上決

定された (Hij和36年6月27口県収

第 4205号)。
また、タクシー会社営業所の2

階に性み込んで, lた労働者とその

妻が、やはり火災に遭って焼死し

た件でも、業務上という判断であっ

た (H tJ1' D41年6月27口県収第352日
号)。

また、寄宿台における火災によ

る負傷はもちろんのとと、社H食

堂に手当ナる食中毒も労災保険が

適用されているが、いずれも業務

遂行中ではないし、業務その宅の

を原因とする災需や疾病ではない

ことは言うまでもない。しかしなが

ら、事業主の指J軍命令下にある

状態に近いむの判断から、適用

されている。

したがって、 Tさんが、どのような

経緯で元工場に住むようになった

のか、どの程度の拘束性があっ

たのかなどを調杏して、総心、的に

判断されるべきである。

2001年6月l、こTさメレは有限会

社Bi '上に入社した。それまでは茨

城県で生活していたが、通勤は不

可能である。 Tさんが入社する以

前かう働いているタイ人労働者と

同じように、元工場に住むように

と社長カら再われた。日本語はよ

くわからないし、 2年以|も前のこ

とでもあり、詳細の会話のやりとり

は記憶にないが、少なくともTさん

の方かう、そこに住みたいと希望

したわけではない。

Tさんの認識としては、そこに件

むように指不されたモのと受け止

め、日11に他に心当たりがあるわけ

でもないので、ノじ上場で生活する

ようになったのである。

元工場に住んでいるということ

で、 lA: iしばTさん引立、就業時間

外に、敷地内の草むしり、事業場

のゴミ捨て、電気製品6修理など

を会社かう指示されたことが主る。

これらは通常業務ではないし、賃

金も山ないが、税五的に断るわけ

にもいかないので、それらの作業

に従事した。

外国人労働者がアパートなとを

借りるのが難しいために、上場な

どに住み込むことは少なくない。通

常の社宅や'0宿台とは全く異なり、

ノト来寝泊りするような施設ではな

いことがほとんどである。そういう

ところで火災が発生すξと、大変

な事態を招く。

1997"寸3月、寒川町の漬物製造

工場で、 3人のスリランカ人労働者

が焼死した火災があった。とれは

労災適川されている。当11寺の新聞

記事によると、建物は元々業者か

ら借りた倉庫で、天 JIの高い平屋

建てだったtのに21暗部分を加え

るかたちで改築し、 1階を加工場、

2階を倉庫兼従業以宿舎として使

川していたそうだ。やは切t刀7働基準

法上の笥寄て宿 f合守とは員いがたい建

物だ

遺族補償甘年ド金が支給されてい

るため、管轄の藤沢労働基準監

督署には、それなりの資料は保存

されているとのこと。早速厚木労基

署に類似事例の確認をとることを

要唱した。

Tさんは、社長江指不で元一仁場

に｛士むようになったのであり、その

ために様々な雑用をしばしば言い

つけられた。寄宿舎または住居ら

しからぬのは、会社の外国人労働

者に対する人権志識、配慮のな

さの現オれに過ぎず、事実|事業

場に住み込で就労していたと這え

る。したがって、今回の火災による

負傷は、業務卜災需とし町内

て認ぜ 3れるべきである。 魁i且
(神奈川労災職業病センター)

相談専用フリーダイヤル

0120-631202
E1寄りの地域安全センターにつながります
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解体作業で胸膜中皮腫
確認もできない状況での労災申請 
を行わざるを得なかった。

こうした厳し■い状況下ではあっ
愛媛♦医療機関のにぶい対応 たが、2003年1月27日に被災者 

の妻とセンター役員がそろって伊

2003年11月20日、伊予三島労 
働基準監督署は、鉄工所で勤務 
しているSさん(65歳)を、解体作 
業時にアスベストtこ曝露し悪性胸 
膜中皮腫にかかったとして労災認 
定した。

2002年の4月、Sさ,んは、川之 
江市にある病院で健康診断を受 
け「肺に水がたまっている」といわ 
れ入院、さらに精密検査を受けた。 
このとき、医師から粉じんのことや 
アスベストのことを聞かれた。そし 
て、5月に国立病院四国がんセン 
ターに入院し悪性胸膜中皮腫と診 
断された。しかし、9月末に急に退 
院してよいと言われたが、Sさん本 
人や家族にとっては悪性中皮腫 
という病気がどのようなものなの 
か、今後の治療をどうしたらよいの 
十分理解できなかったようである。

10年前にも健康診断時に肺の 
異常が指摘され、そのときも四国 
がんセンターで受診していて、医師 
より「粉じん作業をしていないか」ど 
うかの質問をされており、その時点 
でもじん肺や肺がんが疑われてい 
た。また、鉄工所の社長からも職 
業病ではないのかといったアドバ 
イスもあり、がんセンターの医師に 
「労災にならないのか」と尋ねたり 
もした。しかし、医師からは「それは 
また(治療とは)別のことだから」と 
説明は得られなかったため、労災 

としての取り扱く/疮受けることはな 
かった。
退院後、知人から労災保険が 

適用されるのではないかという勧 
めもあり、高知の四国勤労クリニッ 
クの近藤真一院長に相談したとこ 
ろ、「地元でも相談できるところが 
ある」と愛媛安全センターを紹介し 
てもらい、安全センターを訪れた。
安全センターでは、ただちに労 

災申請の準備ことりかかった。し 
かし、Sさんの場合、鉄工所による 
解体作業は常時行われていない 
ため、アスベスト被爆の場所や期 
間の特定が困難であった。また、 
アスベスト肺によるじん肺管理区 
分も受けておらず、レントゲンフイ 
ルムの貸し出しも得られなかった 
ため、じん肺所見や胸膜肥厚斑の

予三島労基署との交渉を申し入 
れ、アスベスト被害の広がりの実 
態や被災者の救済を訴えるなか
で、Sさんの労災申請が行われた。
労基署は、胸腔鏡下胸膜生検 

の結果より通常曝露を超えた職業
曝露として位置付け、労災認定を 
行っている。アスベスト曝露の実 
態調査については同僚証言の聞 
き取りなど困難な要素もあったこ 
とや、アスベスト曝露作業従事期間が5年から1年に変更された悪 性中皮腫の認定基準改正前の認
定であり、認定までに1年近くの期 
間がかかったが、労基署の姿勢
は評価できるものといえる。

Sさんは、悪性中皮腫を宣告さ
れた後も12月まで就労を続けた
が、次第に体調が悪化してきてお
り、今後の療養生活は思 
い余るものがある。
(愛媛労働安全衛生センター)

港湾労働者の「首」も認定
神奈川♦重筋労働で腰痛症■頸椎症

Mさん(69歳)の「腰痛症(変形 
性脊椎症を伴う)、変形性類椎症」 
が、)11崎南労働基準監督署より業 
務上認定された(9月19日付)。こ 
れまで港湾労働者の場合、骨の 
変形を重視した腰痛の認定基準

で判断され、認定される場合も腰 
痛のみというケースが多かったが、 
今回、「首」も合わせて認められた 
のは画期的である。

Mさんは、1960年頃より郷里か 
ら横浜に来て以来、2002年12月
安全センター情報2004年卜2月号89
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までの40数年間、港湾労働に従 
事してきた。日雇、常用と雇用形態 
は違ったが、一貫して港湾荷役作 
業に従事、主な仕事は手かぎを 
使った肩作業で重量物ばかりを 
扱ってきた。
主な作業は、沿岸において山 

肩、河岸肩、貨車積み、トラック積 
み、パレット積み、はしけ揚げ、は 
しけ積みなどだった。荷袋は、大麦 
(80kg)、小麦(90kg)、米(60kg)、 
かます(60kg)、大豆(60kg)、石少 
糖(100kg)、トウモロコシ(80〜 
90kg)、ペレット(80〜90kg)、塩 
(30kg)、でん粉(50kg)、その他い 
ろいろあった。

はしけ揚げは、3人で塩200トン 
を行ったり、貨車からトラックに積 
み込む作業(米、かますなど)は、 
4〜5人で15トントラック20輛分を 
抱っこ積みした。いずれも中腰姿 
勢で重量物を取り扱うため、腰と 
肩、首などにたえず負担、衝撃を 
受けながらの作業だった。
長い間の沿岸の仕事は、かつ 

ぎ、中腰、しゃがみ仕事が多く、重 
労働は日常的で一日中続いた。

1970年後半頃から、腰にゴム 
ベルトを使用しながら腰をかばい、 
市販の薬(痛み止め、シップ、塗り 
薬のバンタリン、近所の銭湯で譲っ 
てもらった馬用の薬など)で一時的 
に抑えながら、だましだましやって 
きた。
連日のかつぎ(上肩作業)が、 

多いときは300トンも続くので(常 
に首を曲げ圧迫されながらかつ 
ぐ、作業状況によっては首がねじ 
れる場合もある)、首はむち打ち 
状に近ぐ頭は熱っぽくなる。徐々 
に首の痛みが慢性化してきた。

腰や首の痛みがひどいとき休 
むことがあったが、「仕事が忙しい 
から出てくれ」と電話が入るので、 
あまり休めなかった。そうしたときは 
数日間だけ休んだ後に、上司に 
願いでて比較的軽い仕事(たとえ 
ばミシンかけなど)をしたことが何 
度かあるが、そう毎日はない。す 
ぐ元の重労働に戻らなければな 
らなかった。

Mさんは、知人の紹介で、2002 
年10月から横浜•港町診療所に 
受診、腰と首のけん引、5種類の 
内用薬、シヅプ薬をもらい通院して 
いる。12月まで生活のため無理を
押して仕事に出ていたが、症状悪 
化のため働くこと力^きなくなり、今
年1月から休業し、労災申 
請していた。 刪

(神奈川労災職業病センター)

アスベストセンター設立 
東京參12月から専従事務局員配置

前号で紹介したと援!、「中皮腫- 
じん肺•アスベストセンター」の設立 
総会が12月6日に開催された。

①中皮腫•アスベスト肺がん•じ 
ん肺の医療相談と労災相談、② 
調査と研究、③アスベストの環境 
への飛散防止と予防、④中皮腫• 
アスベスト疾患の患者と家族の支 
援、が大きな目的となる。
設立には顕微鏡や測定機材 

等、多額な費用を要したが、じん肺 
患者同盟北茨城支部、高萩十王 
支部、東京東部支部、建設被災 
者の会•東京、横須賀の住友元原 
告団、横須賀じん肺被災者の会 
をはじめとした多ぐ^被災者の寄付 
と会員への加入で、開謝ここぎ着 
けることができた。
前号で紹介した役員体制に、12 

月からは新しくアスベストセンター 
専従事務局員として、植草和則さ 
んが加わった。今回、自己紹介の 
一文を寄せてもらった。

XXX

An Eternal Bowler
トランクとザックと頑丈な手提げ 

バッグ。
この3点セットを携えて、私は 

2001年5月に成田へ戻りました。
手提げバッグの中身は、ボー 

リングの球が2つ。
途中立ち寄ったバンコックの空 

港では、すわ古典的な丸型爆弾 
か、と係官の不信な面持ちを驚か 
せるに十分な代物でした。

11ポンドの球が2つで約1〇キ 
□。

この球形物体はおよそ然るベ 
き所意外では何の樹こも立ちませ 
ん〇
漬物石にも使えず、かろうじて 

洗濯竿転倒防止用の錘tして生き 
長らえています。

カビこそ生えないものの、何とも 
勿体無いことです。

90安全センター情報2004年1-2月号



各地の便り

実は、この2つは断腸の思いで 
別れたもうつの球を思い出させる 
のです。
留学先の豪州の港町の“ノーザ 

ンテンピンボウル”にて毎年の如 
くいただいた結果、4つの球が私の 
財産となりました。

しかし、総計20キロ。
重量もともかぐ4つを運べる 

キャリアーが手に人らないのです。
「ここに半分置いておけば、い 

つでも手ぶらで戻ってこれるよ。」 
というマネージャーの妙案により、 
もう2つには残留してもらいました。
以来、ベランダの2っは毎夜、 

南十字星の方角を向いて彼方の 
仲間を想っているかのようです。

かのボーリング場には、上陸の 
1週間後から帰国の1週間前まで 
タップリとお世話になりました。

あの場を通じて地元の人々と知 
り合无泣で、学生としてキャンパ 
スに生活するに留まらず、町に生 
活していることの実感を与えてくれ 
ました。

ボーリングが小学校の体育の 
授業の一環として取り込まれてい 
たり、しばしば身障者の大会が催

されたりと、社会のあり方を垣間見 
る機会にも恵まれました。
実際、私の仲間にも軽度の身 

障者が何人もいました。
ルディキVップを活用して対等 

に得点を競えるので、互いに良い 
緊張が保てるのです。

さて、十分に楽しんできた為か、 
チームメイトがいない為か、はた 
また料金が高い為か、これまでほ 
とんど投げておりません。
基本的には、“住所特定の無職” 

の状態が長く続いていた為に、気 
合が入らなかったことは否めませ

ん〇
この度、アスベストセンターの職 

員として社会復帰致しましたので、 
たまにはピンの音を聞きに行こう 
かな、と心が騒ぎ始めています。
私に元気を戻して下さった関係 

者の方々には、2つの球ともども、 
深くお礼申し上げたく存じます。

植草和則
中皮腫■じん肺■アスベストセンター
東京都江東区亀戸7-10-lZtfル5階 

TEL： (03)5627-6007
FAX： (03)3683-9766
Eメール：info@asbestos-center.jp
URL: http://www.asbestos-center.ip/

賛助会員定期購読のお願い
全国安全センターの活動に御賛同いただき、ぜひ賛助会員として入会して下さい。 
賛助会費は、個人•団体を問わず、年度会費で、1 1万円で1□以上です。「安全セン 磡
ター惰報」の購読のみしたいといぅ方には購読会員制度を用意しました。こちらも年度会費で、1部の場合は賛助 
会費と同じ年1ロ1万円です(総会での決議権はありません)。賛助会員には、每月「安全センター惰報」をお届け 
するほか(購読料は賛助会費に含まれます)、各種出版物•資料等の無料または割引提供や労働安全衛生学校 
などの諸活動にも参加できます。
參東京労働金庫田町支店「(普)了535803」 全国労働安全衛生センター連絡会議
•郵便振替□座「00150-9-545940」 〒136-0071東京都江東区亀戸7-10-1Zビル5階
名義はいずれも「全国安全センター」 TEL(03)3636-3882 FAX(03)3636-3881

安全センター情報2004年卜2月号91

mailto:info%40asbestos-center.jp
http://www.asbestos-center.ip/
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会議のテーマ・基調報告

.全体会議

2印14年 11月 19 日(金)

09:00 -12:00 (3~;f問)
セッション1目アスベストの地球的健康影響緊急の

行動の必要性

村 111武昆(［lJ木］早稲州大学理ム宇部教授(~宣告領

域))

「日本に才Jけるアスベスト関辿疾患の流行」

ノ中 jー・キヤヅスルマン(［アメリカ］環境コンサ凡タン卜、

『アスベスト医学的・法的側面』の昔者)

「世界貿易機関 ( W T O )貿易紛争がアスベスト禁止 

に向けた世界的努力に及ぼした影響」

デヴィッζ1・ギー(［デムマケ］欧州環境庁 (EEA)新規

課題科学関辿コーディネーター)

「アスベスト魔法正鉱物均も不幸をもたらす鉱物へ

予防原則の教訓」

13:00-15:30 (2.5時閣)

セッション2環境曝露危機管理・リスクコミュニケー

yョン

ステファン・レービン(［アメリカ］マウントサイナイアー

ヴfング J七 1)コフ労働環境医学センター・メデイ

カル・ティレクタ )

「加。 l年明下C (位界貿易センター)事件の経験か

り」

寺周淳(［刊本］独立行政法人国立環境研究所社会環

J見システム研究領域・循環型社会形成推進・廃棄物

研究センター)

11995イ|阪神・淡路大震災の経験カら」

内山巌雄(［日本］京都大学ん学慌て学研Jt科都内壊
境 _L'y専攻教授)

「リスクコミュニケンヨン 保打開児童曝露事1'1の

事例制先」

16:00 -18:30 (2.5～寺問)
セッション3田被災者田家族の工ンパワメン卜

アニー・デポモニ(［フランスJ'1 '1立衛生俣学研究所

(I NSERM)現代社会公衆衛中問題研究所

(CRESP)研究部長)

「先進1"1におけるアスベスト被災青白状耐と取り詰且

みフランス ANDEVAJ

フェルナンダ-ギアナ)ジ(［ブラジル］労働安全衛止監

官官、アスベストH暴露育協会)

「発展途上国におけるアスベスト被災占の状況と取

り組みブラジル ABREAJ

名取雄司( ［円本］中皮腫・じん付I ［J・アスベストセンタ )

「日本におけるアスベスト被災者・家族および支援

グルーフLの取り組み」

2004イ1'11)J20 円(土)
09:00 -12ω(3時間)

セッション4 医学的側面アスベスト関連疾患の訟

断・治療等

鈴本康之売(［アメリカ］米ニューヨークマウントサイナ

イ医科大学教授(地域予防医学及び病理ρ子) )

「アスベスト関連炭患の病理学」

アンティ・トサパイネン(［フィンラシド］フィンランド労働衛

牛研究所 (FIOH) 売業衛中・毒物学部門)

「アスベスト闘連反忠のためのヘルシンキ・ケライテ

リア」

プル ス・ロビンソン(［オーストラリア］クイ ン・エリザ

ベス II世メディカルセンター・医薬学校医学教綬、

S C G H呼吸iid科呼吸器院コ:サルタント)［要請巾］

「血液検査を崩いた中皮脂の単期発見及び新たな

治療方法に関する最新情報」

13:00-15:30 (2.5時間)

セッション5アスベスト被害に対する補償

ポフルアーズ(［オランダ］オランダ上院議見、オラン

ダ・アスベスト協会創設育、弁護一日

「環境曝露・家庭内H草原事伊山二対する補償」

チャールズンーゲル(［アメリカ］弁護士)

「発展途卜 '1 '1におけるアスベスト被災育のため。 )補

償戦略」

古谷杉郎(［刊本］有綿対策全国連桁会議事務局長)

「アスベスト闇辿疾患の労災補償 1'.1際比較」

16:00 -18:30 (2.5時間)

セッション6既存アスベストの把握管理・除去廃棄

マヴケス・口ノtッキ(［イギリス］全1'.1認証・トレ一二ンゲ

計画(NATAS)ディレケタ )

「アスベスト予!理作業にJ需土る者のトレーニングと

能 )jに闇する 1'1際的長低正準」

八代/'_'J・ケ口ピコニク( ［オコドJYJ aetas Zivitechniker
G m b Hマネージンゲ・ディレクター)

「ウィーシ fシターナショナ J［..• センターに宇品するア

スベスト管理計画」

スサーナ・ムルマン(［アルゼンチン］建築家、ブエノス・

アイレス市政府アスベスト除去アドバイザー)

「ケース・スタデfアルゼンチン初のアスベスト除去

7'ロジェケト」

2003 年 11月 21日(日)
09:00 -1ユα) (3時間)

セッション7目アスベスト・りスクのない世界明日への
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戦略

ツシャ・j］ン・ジョシ(［インド］労働環崎保他センター所

長ブロジ工ケト・ディレケター)

「インド・南アジアにおけるアスベストをめぐる議論」

パク・ドンミヨシ(竹道明) (［樺|川］ソウル大学保他大学
院産業保健l手教授)

「韓国のアスベストに対する戦略」

口一小ーカザシアレン(［イギリス］アスベスト禁止|川際
書記局( I I 3A S )コーディネーター)

「アスベスト・リスクのない廿界に I{r］けた地球規模の

イニシアティブ」

.ワークショップ

A 疫学公衆衛生・千防
日造船とアスベスト

C 建築とアスベスト

D 被災者支援組織
E 労働組合のイニシアティブ

F アスベスト訴訟
G 多国籍企業・海外移転

H アジア・ネ、ソトワーク 門標と行動
ワークショ、ソブのタイムテーブル等はおってお知ら

せします。

.ポスヲー・セッション

ポスターセツンヨンのタイムテーブル等はおってお

知らせします。

.各セッションの演題申込

男'1帽の「側昼申込」をご貰下さい。 ～m樹恨の}lJ山

締め切り口は、 2004'1' 5)J 31日です。採台の通知は

2 0 0 4年6月3 0日までに行いますD

.写蔓展、ビデオ・セッション

内外のアスベストをテマにした写真展示守も行い
ます。展示写真の比、昇、ビデオ|映を品望される占は、

2∞ 4年5月 31 Hまでに、事務局にお申し込みくださ
い。採 Ó~の通知］は2004年 6)J 30 日までに行います。

.商品展示等

商品展ノl、守のスタンド・ブースを設置する三とあ可能で
す。設置を希望される方は、事務局までご辿絡卜さい。

.使用言語

本会議自立、円本語及び英語を使用し、双方 I{I/の
同時通訳が提供されます。

演題募集

.演題提出

1 口i肩(全体会議、ワークショップ)、ポスター発表
のいずれかでの発表を希望される}jは、演題抄録

及び必要な情報をEメール(向c2004@ac.wakwak

印 m ) 、FAXまたは郵送(後掲)にてお送 1)くださしL 

(ホームベジ (http://park3.wakwak.com!日間C

2004/ip/)からのオンライン提出もできます。)
2 演題抄録の提出締め切り口は、 2004 年5月 31 

Hです。

3 同 の演題 l'T録の重復申し込みはおやめ勺でさ
し、品。

4 必ず以下江情報を記載してください。

.i寅 題

口演希望かポスタ一発表希望泊、口演希望の場

合には、前望する全体会議(1～7) またはワー

クンヨ、ソブ (A~H) の区分

発表の際に使用を希望すξ機材( P Cフc口ジヱク

ターβ5mmスライドOHP、PCプロジ工ケターのこず

使用を強引it焚いたします。)

発表背(及び辿1',者)の氏名
発表書(及び連名古)の所属及び役職。青書き)

名
発表者のEメール・アドレス、件所、電需・FAX番

号

.i寅 題の抄録

5 抄録本文は日本諦 (60C字以内)または英拍(刻。

語以内)で記入して下さい。
o, i寅題申込を受け引け次第、申込確認のご連絡を

いたします。お申し込みから3日以内に中込確認

のEメールが同かなL、場合には、事務局までこ連絡

下さい。

7 申し込まれた演題抄録は、質及び独自生、闇辿
併に基つJいて厳止に干存在のうえ、 2004年6月 30 lJ
までに、先表者に対し亡、原則としてEメールで採否
の通知を行います〔辿千九者には通知いたしません)0

8 演題を採同された発表者は、必ず会議への参加

登録を行ってください。

・口演発表(全体会議・ワヴショップ)

1 演題発表の時間は、原則として 10分間(キス
ビーカーは15~20分間)です。本会議tcは、円本5E

Jkぴ英語を使用し、双方向の同時通訳が提供され

ます。すべての発表占には、割り当てられた発表時

http://park3.wakwak.com%21%25e6%2597%25a5%25e9%2596%2593C
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聞を厳怖に守っていただかなくてはなりません。事

前に発表に要する時閣を計測して才功、才l之£とを強
く推奨いたします。

2 . PCプロジェケ夕、3 5 m mスライド、 O H P (オー 
バーへ1ソド・7 ' 0ジtケター)が、演題発表の際に利

用できます。 PCプロジヱケター∞ニー使用を強く強く推

突いたします。 PCプロジェケターの利用を希望され

る場台には、データを焼き込んだC D - RをEメール
または郵便でお辺りください(事務局のEメール・ア

カウントは5MBを越すEメルは受け付けません
ので、ご注意卜さ川超える場台には必ず郵便で送っ

て下さLリ。 PCプロジ工ケタ一利用に閣するその他

のガイドラインは、組コてお知らせします。ご希望号
がある場台には、事務局にご辿絡卜さい。

.ポスヲ一発表

1 ポスター掲示板のサイズは横1 2 0 c m X高さ

1 8 0 c mですので、このスペースに11 ' Zまるようにポス 
ターを用｝.1してください。

2 ポスター最上部には、演題及び発表者の氏名、
19i属、役職(肩書き)1 ' ,を記載してください。

3 会議場へのポスターのt-ち込みは発表昌の責任

で送コてくださ, l(事務局への事前送付は受けイ、Iけ

かねます)。ポスターの貼付に必要なビ等は会場

に出窓いたしますロ
4 ポスターの掲小、撤去手の時間割りは、おってこ申

案内します。

参加登録

-登録料

単期模録の締め切り 2004年7月31日
2 α ) 4午7月31 Hまでの登録料6よ7円
2日凶作8) J1 日以降の登録料 8刈旧H

学生は割引特録料 3,000円

登録料には宿泊費用は含まれません。

国内登録音は、ウエルカムパティー(11 J1 9日)

は会費無料、懇規会(11月2U日)は別途会費制(5 ,00U
円程度の予定)となります。

.登録方法

山Ijidii ［吉官件ーこず請求卜さ ¥J. 0:参力作静言語用車氏に必要

事事を記入l h EメJH同c20日4(<ねC.¥vakw地c o m ) 、 
FAXまたは郵出(後掲)にてお送りください。(ホーム

ページQ,ltp://p訂k3.v- rab¥rak. com /同c20U4/ip/)かう

のオンライン登録もできます。)

-登録料の支払方法

登録料は必ず以下のいず才均的方法でお支払い勺さ
さい。

ヴレジツ卜力一ド
VisaまたはMasler仁ardがこ可)1用いただけます。

※クレジットカードを利用される場台には、奇書録用紙

をFAXまたは郵送でお送りください。カード情報を
Eメルで送信することはおやめください。

※クレジソトカードは、宅要録件U)振込のみに干JI用μJ
能です。会議に対する寄付金等の振込にはこ利崩

できませんので、下記の銀行j) j j込または郵便版替

をご利用卜さい。

銀行振込
三井イi友銀行・亀戸支出(苦)1601650 r O A C C人一

工ー乙ー)20日4組織委員会」

郵便振替
郵便振替口座00120-2-444461 r O A C (ジーエー

シー)主的4組織委員会」

.領収証・登録証の発行

事務局から領収証および登録証をお届けします。
会場交付において需録証をお示しいただき、ネーム

パ、ソジおよび会議資料をお受け取りください。

-登録取消払戻

考委録の取り消Uま需録者の［~1',を明記江うえ、必ず

書面で事務局におFj1し山ください。

2004イ'l10)J 31 Rまでの取り消しのお坤し出にXJ 

しては、納入済みの斡録料の8 0 %をど指定の銀行口 

院に払い戻しいたします('1'数料は兼しづ|かせていた
だきます), 2 0 0 4イ'l 11 )J 1 円以降の登録取引自しに 

対しては、払い民しには比、じかねますので、あらかじ

めごf尽ください。

.宿泊案内

組織委員会はJ T Bを指定旅行業育としています。
巻末［省略］の宿泊案内をこ覧のうえ、「福出申込書」を

使ってJ T Bに直接お坤し込み下さい(オンライン坤込 

も"1能です(http://a c.t itb. co. ip/i 凶I/ scripts/gac2004i 
a叩))。登録と宿出申込は、申込先料金振込先とも異
なりますのさお間違いのないようご注意下さい。

• GAC2004組織委員会連絡先

干1 3 6ーO U 7 1東品郡江東灰亀戸7-10-1 Zピル5階 

TEL(03)3636-3882 F A X (日3)ヌ"j36-3R81

http://a
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2 0 0 4年世界アスベスト東京会議(GAC2004)組織委員会

ユ)()4年世界アスベスト東ノ民会議は、国際委員会やご協賛、ご後援の皆様方と協力しながら組織委員会が開

催の準備を進めています。内外からのより幅広いご支援をお願いする次第です。

.委員長 大明イ↓巨(全国労働安全衛生センター連絡会議議長、医師)

.顧 問 小本和芋((財)労働科学叫究所主管制究員、ノしl L O労働条件集境局長)/鈴木武夫(ノ cl川立公
衆衛牛院院長)/鈴木康之亮州民ニューヨークマウントサイナイ医科大学教授(地域・予防医予

及び病理学))/広瀬弘忠(東京女子大学立;理学剖教綬(リスク・災害心理学))

.組織委員 日子満雄(白治体労働安全衛生川究会事務局長、院師)/千野林蔵(横須賀じん柿被災者の会

相談役(神奈川))/大島寿美fClt<t'宇園大学文学部心理応同コミュニケーション学科専任講
師(札帆)、科学ジャーナリスト)/宮山洋子(刊本消費者連盟運吉委員長)/中地重晴(環境監槻

制究所所長、有害化学物質削減ネットワーク( T ウオ1ソチ)代表) /マrJ・クリスチーヌ( 1 rl辿ハビ 
夕、ソト規善大使、異文化コミュニケータ一、 T Vパーソナリティー)/ "品本 (全国建設労働組台総 

連合(全建総連)労働士倣部長)/村山武彦(早稲田大学理工学部教綬(惚合領域))/森田H月(介 

設ーに神奈川大学法科ん学院教授)
.事務局長 占谷杉郎(心綿対策全国連絡会議事務局長) 

.事務局 大内加寿子(アスベスH =ついて考える会(静岡))/ノk倉冬史(アスベスト恨絶ネyトワーケ) /名取

雄司(色Hひまわり診療所、院師)/安閑武(化学物質問題町民合rJ)究会)
.国際委員会 アニーデボ・モニ(フランス園、V衛中医"J:研究所( I N S E R M )現代社会公衆衛中問題研究所

( C R E S P )研究部長) /ツシャ・カン・ジョシ(インド労働・環境保健センター所長・' 7ロジェケト・ディ 

レクター) / /パク・ドンミヨシ(竹道明) (樺|川 ソウル大学保佐ん学院産業保位学教授)/ノヤJー・

キヤヅスルマン(アメリカ環境コンサルタント、「アスベスト医γ的法的組I j直］ Jの著苗) /フヱル 
ナンダ・キγナージ(ブラジル労働安主衛生監督官、アスベス同暴露者協会)/ローリ ・カザン 

アレシ(イギリスアスベスト禁止 Ir'l際書戸同(lB A S ) )
.協 賛 山綿対策全国連絡会議 (BANJAN)/アスベスト禁止国際書記局 (IBAS)

全円本向治同体労働組合(自治労)/全国建設労働組合総連合(全建総連)

.後 援 東京都/日本経済新聞社/朝日和聞社/日本医師会

ヱコケミストリー研究会/(社H I木化学会/lJ本環境γ会/lJ本リスク研究学会/lJ本街中7
会/円本l由貿学会/廃棄物学会/ ( f十)環境科学会/円本仙|川島学会/(社)円本建築学会

回目宗附記念阜、金

ラマソチーニ協会 (2肌J3年12月31lJ現有)

2004年世界アスベスト東京会議(GAC2004) 組織委員会

干 136-0071東足、都江東|え亀戸 7-10-1 Zビル5階 TEL(仁3)3636一見立 FAX(03) 3636-3~~1 

Eメール四c20日4(<ねC . W北 ¥vak.com ウエブサイト http://park3.wakw北 coην-gac2004/

主!IHT口出二井件友銀行・亀戸支附(普)1601650 I G A C (ジー工ーシー)2は)4組織委員会」

郵便振替11所 以J l 2日-2-444461 ICAC(ジーヱーシ )20 04組織委員会」

会議成功に向けた募金のお願い

組織委員会では、世界会議の成功に In)けて、国内で1.0 ω 力円を集めることを目標に募金をつのって
います。会議日休の開催に多額の資金を必要とすることはもちろんのほか、募金が多ければ
多いほど、アジアを巾心として海外かろ資金援助の必要な参加青をもとりでも多く呼べる

ことになります。海外からの皆様のご協力をよろしくお願いいたします。

%25c2%25a5vak.com
http://park3.wakw%25e5%258c%2597


全国労働安全衛生センター連絡会議
干136・0071J:lJJ主部江東区但戸7-10-1Zピル5階 TEし(03)3636-3882/F AX (03) 3636・3881
E-mail ioshrc@jca.apc.org HOMEPAGE http://www.ica.apc.org/joshrc/ 

バ4 J;t eNPO法人東京労働安全衛生センター E-mail c1oshc@)jca.apc.or只
干136-0071江東区亀戸7-10-I Zビル5階 TEL(03) 3683-9765 /F f¥X (03) 3683-9766 

* ぷ ・三多摩労働安全衛生センター
干185・0021国分寺市南町2・6-7丸山会館2-5 TEし（042)324-I 024 /FAX (042) 324・1024 

点以・三多摩労災職業病研究会
〒185叩 12同分寺市本町4-12-14三多摩医療生協会館内 TEL (042) 324-1922 /FAX (042) 325-2663 

神祭川．社団法人神奈川労災職業病センター らmailk-oshc@)ica目apc.org
〒230-0062li¥i浜市鶴見区盟岡田T20-9サンコーポ世間505TEL(045)573-4289 /FAX(045)575・1948

~ r 出 ・財団法人新潟県安全衛生センター E-mail lくFR00474@nifty.nc.jp
〒95トso6s;?;lrifl市来場li函2・481 TELC025) 228-2127 /FAX (025) 228・2127

,'({, 附 ・清水地域勤労者協議会
干424・0812i/171<.rl'i小柴111r2・8 TEし（0543)66・6888IF AX (0543) 66-6889 

愛 知｜・名古屋労災職業病研究会 E-mail roushokukcn@bc.to 

〒466-0815名古屋市昭和l区山手通5-33・l TEL (052) 837-7420 /FAX (052) 837-7420 

ぷ 郎・京都労働安全衛生連絡会議
〒印ト8432J;{/;ll市南区西九条＊品目TS0-9山本ピル3階 TEし（075)691・6191/FAXC075)691-6145 

大 版 ・関西労働者安全センター E-mail koshc2000@yahoo.co.i1コ
〒540・0026大阪T伊，，央区内本町1・2-13ばんらいビ）レ602TEし(06)6943-1527 /FAX (06) 6942-0278 

J't J,]I e尼崎労働者安全衛生センター E-mail jh3 IO I 2@rnsf.bi.globc.nc. iP 
干660・0803尼崎市長洲本通ト16-17阪神医療生協気付 TEし(06)6488-9952 I FAX (06) 6488・2762

兵 J,JI・関西労災職業病研究会干“0-0803尼崎市長洲本通ト16・17阪神医療生協長洲支部 TEし(06)6488・9952/FAX (06)6488-2762 
兵 w •ひょうご労働安全衛生センター らmaila-union@)triton.ocn.nc. jp 

干651・0096神戸市中央区雲井通トトI212号 TEL(078) 251-1172 /FAX (078) 251・1172 

広 山 ・広島労働安全衛生センター E-rnai I h irosi rna-azcc111cr@)cronos.ocn.ne. i p 
干732-0827広品市南区稲荷町5-4山田ビル TEL(082) 264・4110/FAXC082)264-4110

1ゐ 115{・鳥取県労働安全衛生センター
〒680・0814Xi；取市南BIJ505自治労会館内 TEし（0857)22-6110/FAX (0857)37-0090 

徳山・NPO法人徳島労働安全衛生センター らmailrengo・tokushima@)mva.biglobc.nc.jp

〒770-0942徳島市昭和田T3-35・l徳島県労働福祉会館内 TEし（088)623-6362 /FAX (088) 655・4113

愛 媛 ・NPO法人 愛媛労働安全衛生センター ε－mail coshc@mx8J.1iki.nc.jp 
干792-0003新居浜市新聞BITl・9・9 TEし（0897)34-0900/FAX (0897)37-1467 

愛 媛 ・えひめ社会文化会館労災職業病相談室
〒790・0066訟山市宮旺JIIITS-6 T巳し（089)941-6065/FAX (089)941・6079

,・.:j }11• 財団法人 高知県労働安全衛生センター
〒780-001I 高知市？初出F~t111T3-2-28 TEし（0888)45・3953/FAX (0888) 45-3953 

熊 本．熊本県労働安全衛生センター E・mailawalcrnon侭caglc.ocn.ne.jp 
干86卜2105熊本i!Hxi!t町秋田3441-20秋津レークタウンクリニック TEL (096) 360-199 I /F f¥X (096) 368-6 I 77 

大 分 ・社団法人大分県勤労者安全衛生センター
干870-0036大分i!J1j1央町n・5労働福祉会館 fソレイユjl階 TEL (097) 537・7991/FAX (097) 534・8671

',,:,; 11Jお・旧松尾鉱山被害者の会 E-mail aanhyu四⑩rnnct.nc.iP 
〒883-0021日向市lit光寺283-21I長江団地ト14 TEし（0982)53-9400 I FAX (0982) 53・3404

！血児向・鹿児島労働安全衛生センター準備会 E-mail aunion@)po.synapsc.nc. iP 
干899-5216姶良t:11加治木町本町403有明ビル2FγEし(0995)63・1700/FAX(0995)63-1701 

自治体 ・自治体労働安全衛生研究会 らmaiI sh-net仰ubcnct.or.jp
〒l02-0085千代田区六番町l自治労会館3階 TEし（03)3239・9470 I FAX (03) 3264-1432 

（オブザーバー）

H,¥ 1::1・福島県労働安全衛生センター
〒960・8 1 32 恥.~：1市東浜町6-58 福品交通労組内 TEL(0245) 23・3586/FAX (0245)23・3587




